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第 1章 

I. 全学共通（授業科目の履修） 

1. 教育課程 

（1） 学年・学期 

4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までの一年間を年度といい、本学では年度を次の 2 学期に分けています。 

ただし、授業開始、終了の時期はその年度毎に決定するため、年によってその期日が多少変更になることがあり

ます。 

[前期]  4月 1日から 9月 30日まで 

[後期] 10月 1日から翌年 3月 31日まで 

 

（2） 教育課程 

授業は、学則に定められた教育課程（カリキュラム）に基づいて行われます。授業科目名、科目の単位数、

配当年次、先修条件、卒業要件等については、履修規程別表をご覧ください。併せて、「授業概要（シラバス）」

で確認してください。 

 

2. 単位 

（1） 単位制 

本学における授業科目の履修は、単位制に基づいて行われます。 

単位とは、学修の量（時間数・期間）について基準を示したもので、授業科目ごとに単位数を定めています。 

 

（2） 単位算出の基準 

大学における単位制とは授業科目を履修し、その授業科目に与えられた単位を試験等に合格することによっ

て修得する制度です。 

単位数を定めるに当たっては、1 単位の授業科目は 45 時間の学修を必要とする内容をもって標準的な構成

とされます。授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、単位数が

計算されます。 

授業方法には、講義・演習・実習の種類があり、また、授業期間には 1年間にわたる通年の授業科目、前期

又は後期の半年間の授業科目、及び前期又は後期の 1/2で終了する授業科目の区別があります。こうした授業

科目の種類に従って、次のような基準で単位数を定めています（履修規程第 3条の 2）。 

 

主たる授業方法 1単位の算定基準（A） 自学自修時間（B） A+B 

講義 15時間の授業（30時間の授業） 30時間（15時間） 45時間 

演習 30 時間の授業 15時間 45時間 

実習 45 時間の授業 ※ 45時間 

 

➢ 講義形式の授業科目には、授業時間 15時間又は 30時間を各 1単位とするものがあります。 

➢ 単位には、学生各自が予習・復習するための自学自修時間が含まれています。 

➢ 授業時間は、90分の授業をもって 2時間とみなして計算されています。 

➢ 授業科目の単位数については、学則別表第 2・3・4及び「授業計画（シラバス）」を参照してください。 

※ 実習については随時自学自修（予習・復習）が必要となります。 
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3. 履修登録 

（1） 履修計画・登録 

履修登録とは、各自が受講しようとする授業科目について、その意思表示をする重要な手続きのことで

す。この手続きは単位の修得及び卒業に欠かすことのできない重要なものです。各学期の始めに各自が履修

する授業科目について、登録します。前期については 4月、後期については 10月に履修登録（確認）期間を

設けているので、定められた期限までに必ず登録してください。 

履修したい授業科目の履修登録をしない場合には、その授業科目の講義等を受けることができません。結果

その授業科目の試験を受けることができず、その授業科目の単位は与えられないことになります。 

なお、履修登録期間に履修登録していないと、授業に出席していても、単位を修得することができません。 

 

《履修登録上の注意事項》 

① 履修登録については、年度始めにガイダンスを行います。「授業計画（シラバス）」、時間割表などにより履修

計画を立て、チューターや教務課の指導を受けたうえで、履修登録を行ってください。1 年間に履修登録す

ることができる授業科目の単位数の上限は看護学科が 49単位、理学療法学科が 45単位、臨床工学科は令和

4 年度以前入学者が 45 単位、令和 5 年度以降入学者が 49 単位、健康科学科が 49 単位（履修規程第 4 条の

2）ですので、年間の学修計画のバランス等を考えて無理のない履修計画を立ててください。 

② 履修する授業科目のうち、必修科目については、各年次の各学期に配当されている科目を必ず履修しなけれ

ばなりません。選択必修科目および選択科目についても、各年次の各学期に配当されている科目の中から選

択する必要があります。 

③ 選択科目については、受講者数に制限のあるものがあり、また一定の人数に達しない場合、開講しないこと

があります。 

④ 履修登録を完了した後の変更・追加は、原則として認めません。ただし、科目によって設定されている履修

登録変更期間内での履修の取り消しは認めます。履修登録変更期間についてはポータルサイトを確認してく

ださい。 

⑤ 一度単位を修得した授業科目は、再び履修することはできません。また、同一時限に重なっている複数科目

を履修することもできません（履修規程第 6条）。 

⑥ 履修した授業科目が不合格となった場合は、再度履修（再履修）登録し、試験に合格しなければその科目の

単位は与えられません。 

⑦ 履修について不明な点は、チューターや教務課に問い合わせてください。 

 

（2） 入学前の既修得単位の認定 

本学に入学した学生のうち、これまでに他の大学、短期大学、高等専門学校等を卒業又は中途退学した者につ

いては、これらの学校で修得した単位を、20単位を超えない範囲で本学において履修したものと認定される場合

があります（学則第 22条、履修規程第 15条及び東都大学入学前の既修得単位の認定に関する規程）。 

既修得単位の認定を希望する場合は、入学年の 4月に実施されるガイダンス後の履修登録期間中に所定の様式

により教務課に申請してください。 

 

（3） 再履修 

所定の年次に単位が修得できなかった場合の再履修については、時間割があわず、実質的に履修不可能となる

こともありますので、十分注意してください。 
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4. 授業の出欠確認・欠席・公欠 

（1） 授業の出欠確認 

  授業の出欠は原則として学生証をカードリーダーに読み込ませることで確認します。なお、読取りの誤動作

を起こさないためにカードリーダーに学生証をかざす際は、必ずパスケース等から出して、単体でかざしてく

ださい。 

 

（2） 学生証を忘れた場合 

  学生証を忘れた場合あるいはカードリーダーが読み込まない場合は、授業時間内に出席者の学籍番号・氏名

を書いたメモを個々に直接担当教員に渡してください。 

 

（3） 出席確認における不正行為の禁止 

  欠席を偽って出席したように操作することは重大な不正行為です。出席していないにもかかわらず、学生 

証を他者に預けてカードリーダーに読み込ませること、他の学生がまとめて学生証忘れのメモを提出するよ

うなこと等を行ってはなりません。このような場合、依頼を受けた学生も不正行為者とみなされます。不正

行為を行った者は、懲戒の対象となります。 

 

（4） 欠席・遅刻・忌引・公欠等 

① 欠席・遅刻 

公欠以外で授業を 1週間以上続けて欠席する場合は、「欠席届」を教務課に提出してください。 

なお、実習については、事故等によりやむを得ず欠席・遅刻する場合は、必ず実習開始時間前に、担当教員

に直接連絡してください。後日定められた用紙（実習欠席・遅刻・早退届）に速やかに記入し、担当教員に提

出してください。 

 

② 学校保健安全法に定める感染症 

学校保健安全法に定める次の感染症にかかっているか、かかっている疑いがある場合は、出席停止となりま

す。入構解除後 2日以内に「公欠届」と「診断書」を教務課に提出してください。 

この場合、履修登録を行った科目について、出席時間数が総授業時間数の 3 分の 2 に達しなくても、「特別

の理由」として、定期試験等の受験を認めます（履修規程第 12条第 3号）。詳細は「特別の理由」の項目を参

照してください。 

《学校感染症における感染症の種類》 

第一種 

エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう、南米出血熱、ペスト、マールブルグ病、

ラッサ熱、急性灰白髄炎、ジフテリア、重症急性呼吸器症候群（病原体がベータコロナウイ

ルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限る。）、中東呼吸器症候群（病原体がベータ

コロナウイルス属ＭＥＲＳコロナウイルスであるものに限る。）及び特定鳥インフルエンザ

（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 （平成十年法律第百十四号）第

六条第三項第六号 に規定する特定鳥インフルエンザをいう。次号及び第十九条第二号イにお

いて同じ。） 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第六条第七項から第九項までに規

定する新型インフルエンザ等感染症、指定感染症（新型コロナウイルス感染症）及び新感染

症は、第一種の感染症とみなす。 

第二種 
インフルエンザ（特定鳥インフルエンザを除く。）、百日咳、麻しん、流行性耳下腺炎、風

しん、水痘、咽頭結膜熱、結核及び髄膜炎菌性髄膜炎 

第三種 
コレラ、細菌性赤痢、腸管出血性大腸菌感染症、腸チフス、パラチフス、流行性角結膜炎、

急性出血性結膜炎その他の感染症 
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③ 忌引 

次の親族等の死亡により欠席した場合は、事前又は公欠期間終了後 2日以内に公欠届とそれを証明するもの

を教務課に提出してください。 

この場合、履修登録を行った科目について、出席時間数が総授業時間数の 3 分の 2 に達しなくても、「特別

の理由」として、定期試験等の受験を認めます（履修規程第 12条第 3号）。詳細は「特別の理由」の項目を参

照してください。 

親 族 日 数 

父母・配偶者・子 ７日 

祖父母・配偶者の父母・兄弟姉妹・孫 同居５日 別居３日 

伯叔父母 同居２日 別居１日 

配偶者の祖父母・兄弟姉妹 １日 

注 死亡当日から起算して連続した日数（休日を含む。）とする。 

 

 ④ 公欠 

  次の場合は公欠として欠席扱いとなりません。 

(ア)学校保健安全法施行規則第１８条に定める感染症に罹患又はその恐れがある場合  

(イ)裁判員制度による裁判所から呼び出しを受けたとき  

(ウ)別紙の親族が死亡し、忌引きとして取扱われたとき  

(エ)自然災害や自己が責任を負わない事故によるとき  

(オ)教育実習等、資格課程に係わる実習に参加するとき  

(カ)その他、教務委員会が｢特別の理由｣があると認めたとき  

公欠の取扱いを受けようとする者は、事前に「公欠届」およびその理由を証明できる書類を教務課に提出し

なければなりません｡なお、事後の場合は、入構解除日より 2日以内に提出しなければなりません。  

公欠について上記以外に｢特別の理由｣がある場合は教務委員会が判定します｡  

公欠が認められた場合、担当教員と補講等について相談してください。授業科目の担当教員は補講等について

配慮するものとします。 

ただし、公欠として認める欠席回数は各授業につき、全授業回数の３分の１までとします。 

 

（5） 休講・補講 

① 休講 

休講は、当該科目担当責任者から連絡が入り次第、掲示板およびポータルサイトにより連絡します。 

万一、何の連絡もなく授業開始時刻から 30分経過しても授業が行われなかった場合は、教務課に連絡の上、

指示を受けてください。 

 

② 補講 

 休講となった場合は、原則として補講を行います。 

補講の実施については、ポータルサイトにより連絡します。 
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5. 試験 

（1） 概要 

評価は、原則として試験により行われます。 

ただし、評価の方法は当該科目担当責任者の判断により、レポート、論文あるいはその他の課題を課したり、

口頭試問により、総合的に評価が行われる場合があります。 

いずれにしても、授業計画（シラバス）に明記されているので、必ず確認してください（履修規程第 15条）。 

 

（2） 種類 

 本学で行われる試験は次のとおりです。 

① 定期試験 

前期・後期の各学期末に期間を定めて行う試験です。終講試験も含みます。 

a） 受験できる科目 

学期始めに履修登録をした科目に限られ、履修登録をしていない科目は受験することができません。 

b） 受験制限 

次の者は、受験することができないので、よく注意してください（履修規程第 12条）。 

 所定の手続きをせず学納金が未納の者 

 履修登録をしていない科目を受験しようとする者 

 特別の理由なしに、その科目の出席時間数が、その総授業時間数の 3分の 2に達しない者 

《特別の理由》 

 

② 追試験 

病気その他やむを得ない事情により定期試験を受験できなかった者については、所定の手続きを行った上で、

科目担当責任者が認めた場合に追試験を行います（履修規程第 10条）。 

追試験受験希望者は、事前又は当該試験終了後 2日以内に、追試験願と下表の証明書類等を教務課に提出し、

受験許可を受けなければなりません。なお、受験許可後は所定の期間内に追試験料（2,000 円）を教務課で支

払い、追試験許可書を受け取ってください。その際、代理での手続きには原則応じることはできません。 

追試験を欠席した場合、再度の追試験は行いません（履修規程第 10条第 4項）。 

追試験に不合格となった場合、原則として再試験は実施しませんが、当該科目の担当教員が再試験の実施を

認めた場合には、再試験を実施することがあります。（履修規程第 10 条第 5 項）。再試験受験希望者は、所

定の期間内に再試験願に再試験料（2,000 円）を添えて教務課に提出し、受験許可を受けなければなりませ

ん。その際、代理での手続きには原則応じることはできません。 

① 学校保健安全法に定める感染症の罹患 

② 裁判員制度による裁判所からの呼び出し 

③ 親族の死亡（P3参照） 

④ 自然災害や自己が責任を負わない事故 

⑤ その他、教務委員会が認定した事由 

➢ 上記にかかわらず、出席時間数が総授業時間数の 2 分の 1 に達しない者は、定期試験の受験を

認めません。 

➢ 「特別の理由」の認定を希望する者は、証明できる書類を期日内に教務課に提出し、教務委員

会の認定を受けなければなりません。 

➢ 「特別の理由」の認定を受けた者に対し、当該科目担当教員は、補講の配慮をします。 



１０ 

 
 

証明書類等 

病気 医師の診断書 

忌引 死亡に関する公的証明又は挨拶状 

災害 官公庁による被災証明書 

交通機関の遅延・事故 交通機関発行の遅延証明書又は事故証明 

就職のための試験・面接等 官公庁·企業発行の通知書等 

その他 やむを得ない理由が明らかとなるもの 

 

③ 再試験 

必修科目に係る定期試験に不合格（Ｆ）となった者がいる場合には、再試験を行います（履修規程第 11条）。 

必修科目以外の定期試験に不合格となった者がいる場合は、所定の手続をした上で、特に科目担当責任者が

必要と認めた場合に限り、再試験を行います。 

再試験受験希望者は、所定の期間内に教務課で再試験料（2,000 円）を支払い、受験許可を受けなければな

りません。その際、代理での手続きには原則応じることはできません。 

なお、再試験の成績評価はＣ（60 点以上）およびＦ（60 点未満）で行い、Ｃを合格として単位を認定しま

す。（履修規程第 14条第 4項）。 

また、再試験に不合格となった場合や再試験を欠席した場合は原則として再度の再試験（再々試験）は実 

施しません。ただし、公欠等の正当な理由により再試験を欠席した場合は追試験を受けることができます。 

 

（3） 試験の際の注意事項 

① 試験場では監督者の指示に従ってください。 

② 座席を指定された場合には、必ず指定された座席で受験してください。 

③ 受験者は、試験中必ず学生証を机上に提示してください。万一、学生証を忘れた場合には、学生課に申し

出て仮学生証の交付を受けてください（手数料 500円）。 

④ 試験開始 30分までの退室及び 30分経過後の入室は禁じます。 

⑤ 担当教員の指示があった場合を除き、筆記用具以外は机の上に置かないでください。また、携帯電話は必

ず電源を切っておいてください。 

⑥ ティッシュペーパーは試験時間中に使用することができます。ティッシュペーパーを使用する場合は、袋

等から中身だけを取り出し、試験開始前に机の上に置いてください。その際、試験監督者への申し出は不

要です。 

⑦ 不正行為を行った者は、その後の試験を受験できません。また、原則として当該学期の全ての科目は無効

となり、単位の修得ができません（履修規程第 13条）。 

⑧ その他の注意事項は、定期試験時間割の発表時に掲示します。なお、授業科目によっては担当教員が特別

の指示をすることもあるので、これに従ってください。 

 

（4） 演習、臨地実習等の評価 

演習、臨地実習等は、定期試験を行うことなく、平常の出席、報告、記録物、実技等によって成績を評価す

ることがあります（臨地実習については、臨地実習手引きを参照）。 
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（5） 成績評価 

各授業科目の成績評価は、下表の基準により判定し、合格の場合のみ単位が与えられます。 

評価 評 点 合否判定 ＧＰ 

Ｓ 90点以上～100点 

合 格 

４ 

Ａ 80点以上～90点未満 ３ 

Ｂ 70点以上～80点未満 ２ 

Ｃ 60点以上～70点未満 １ 

Ｆ 60点未満 不合格 ０ 

 

（6） 成績通知書の交付 

 試験終了後、その学期における成績を記入した成績通知書を保護者宛に郵送します。なお、学生はポータル

サイトで確認してください。 

 

（7） 不正行為の禁止 

  評価において不正な行為をすることは将来医療に携わる者としてあってはなりません。評価において不正行

為をしたと認められる者は、原則として当該学期の全ての科目（通年科目を含む）が無効となります。（履修規

程第 13 条） 

① 試験における不正行為を次のように定めます。 

(ア)持ち込み（使用）を許可された教科書、ノート、辞書等以外のものを使用した場合 

(イ)人の答案を見る、カンニングペーパーの使用等、カンニングとみなされる行為を行った場合 

(ウ)代人受験とみなされる行為を行った場合 

(エ)その他試験監督者の指示に従わない場合 

② 成績評価の対象となる論文、報告書、レポート等における不正行為を次のように定めます。 

(ア)本人以外が作成したファイル、あるいは文章等の複製使用（友人、先輩等のレポート等を書き写した場 

合、写させた者にも責任が問われる場合があります。） 

(イ)他人の論文、著作、Webサイト等の剽窃 

③ 不正行為をした学生は懲戒処分を受ける場合があります。 

 

6. ＧＰＡ制度 

 GPA（Grade Point Average）制度とは、成績評価を点数（GP：Grade Point）に置き換えて単位数を乗じ、その

合計を履修単位数の合計で除した平均点（GPA）です。GPAの計算式 

学期 GPA＝（当該学期の履修登録科目の GP×当該科目の単位数）の総和／当該学期の履修総単位数 

年度 GPA＝（当該年度の履修登録科目の GP×当該科目の単位数）の総和／当該年度の履修総単位数 

累積 GPA＝（在学全期間の履修登録科目の GP×当該科目の単位数）の総和／在学全期間の履修総単位数 

 

7. 単位の認定 

  単位の認定はシラバスに示す成績評価法により、S～Cの評価を得た者に認定されます。（履修規程第 14条）。 

 

8. 履修に関する相談 

各学年開始時には、履修ガイダンスを開催し、各学生の履修すべき科目を明確にできるようチューター及び

教務課が相談にあたります。 
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II. 幕張ヒューマンケア学部[看護学科・理学療法学科・臨床工学科・健康科学科共通] 

 

1. 授業時間 

 本学部の授業は 90分の授業をもって 1時限とします。授業時間は表のとおりです。 

 

時限 授業時間 休憩 

第 1時限  9:15 ～ 10:45 10分 

第 2時限 10:55 ～ 12:25 50分 

第 3時限 13:15 ～ 14:45 10分 

第 4時限 14:55 ～ 16:25 10分 

第 5時限 16:35 ～ 18:05 - 

 

2. 緊急時における授業の取扱い 

交通機関が運行停止になった場合の授業の取扱いについては、次のとおりとします。 

① 午前 7時現在で、最寄駅（JR海浜幕張駅、幕張駅、京成幕張駅）を運行する JR京葉線の停止または JR中

央総武線および京成線のうち 1路線が運転を停止している場合は、第 1・第 2時限の授業を休講とします。 

② ①に続いて、午前 11時現在でも運転を停止している場合は、終日休講とします。 

③ 定期試験の際も上記①②と同様の取扱いとします。 

④ 最寄り駅を運行する全線の列車が運行停止とはなっていないが、台風の接近等により運行停止が見込まれ

る場合、又はその他の事由により通学及び帰宅が困難と判断される場合、状況等を勘案し、学長が決定し

ます。 

⑤ 上記以外の交通機関が運行されなかったために授業に出席できなかった場合、速やかに交通機関発行の証

明書を学生課に提出しなければならないこととします。 

⑥ 臨地実習についてはこの限りではなく、それぞれ別に定める方法に従ってください。 

 

なお、休講等の措置については、学生ポータルサイトを活用し、速やかな周知を図ります。 
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Ⅱ-1 看護学科 

 

1. 授業科目の分類と構成 

（1） 分類 

授業科目の分類は、授業形態、教育課程及び履修要件によって分けられます。 

① 授業形態による分類 

「講義科目」、「演習科目」、「実習科目」 

② 教育課程による分類 

（令和 3年度以前入学者） 

ヒューマンケアの 

基礎科目群 

「人間形成の基礎」、「自然科学の理解」、「学習・自己教育の基礎」、「異

文化理解」の 4分野を配置する 

看護の基礎科目群 「健康の理解」、「社会と環境の理解」の 2分野を配置する 

看護専門科目群 
「看護の基礎」、「ライフステージと看護」、「健康レベルと看護」、「社会

生活と看護」、「看護の統合と発展」の 5分野を配置する 

保健師専門科目群 「保健師課程」を配置する 

 

（令和 4年度以降入学者） 

ヒューマンケアの 

基礎科目群 

「人間形成の基礎」、「自然科学の理解」、「学習・自己教育の基礎」、「異

文化理解」の 4分野を配置する 

看護の基礎科目群 「健康の理解」、「社会と環境の理解」の 2分野を配置する 

看護専門科目群 
「看護の基礎」、「ライフステージと看護」、「社会生活と看護」、「看護の

統合と発展」の 4分野を配置する 

保健師専門科目群 「保健師課程」を配置する 

 

③ 履修要件による分類 

（令和 3年度以前入学者） 

必修科目 進級及び卒業のために必ず履修しなければならない授業科目 

選択科目 
一定の科目群の中から自由にいくつかを選択して履修する科目であり、時間割に示さ

れた学年又は学期に履修することを原則とする 

選択必修科目 卒業のために指定された科目群の中から 1つを選択して履修しなければならない科目 

 

（令和 4年度以降入学者） 

必修科目 進級及び卒業のために必ず履修しなければならない授業科目 

選択科目 
一定の科目群の中から自由にいくつかを選択して履修する科目であり、時間割に示さ

れた学年又は学期に履修することを原則とする 

 

（2） 構成 

授業科目の構成については、「授業計画（シラバス）」及び学則の別表第 2を参照してください。 

 

2. 保健師課程履修者の選抜 

保健師課程履修者（定員 20名）の選抜は、別に定める基準により、3年次前期開始時までに行います。 

 



１４ 

3. 実習等の先修条件 

「臨地実習要綱」「実習の手引」等を参照してください。 

なお、臨地実習科目等を履修するにあたっては、次の表に示すように先修条件（履修に必要な条件）がありま

すので、注意してください。 

（令和 3年度以前入学者） 

科目 先修条件 

基礎看護学実習Ⅰ － 

基礎看護学実習Ⅱ 2 年次前期までの学年進度とされているすべての必修科目の単位を修得していること 

小児看護学実習 

成人看護学実習Ｉ 

成人看護学実習Ⅱ 

高齢者看護学実習Ｉ 

高齢者看護学実習Ⅱ 

ﾘﾌﾟﾛﾀﾞｸﾃｨﾌﾞﾍﾙｽ看護学実習 

精神看護学実習 

在宅看護実習 

2 年次後期までの学年進度とされているすべての必修科目の単位を修得していること 

看護統合実習 
保健師課程以外の 4年次前期までの必修科目の単位すべてを修得、または修得見込

みであること 

公衆衛生看護学実習Ⅰ 
保健師課程を専攻し、3年次前期までに開講しているすべての必修科目の単位を修得

していること 

公衆衛生看護学実習Ⅱ 
保健師課程を専攻し、3年次後期までに開講しているすべての必修科目の単位を修得

していること 

保健医療福祉行政論Ⅱ 保健医療福祉行政論 I の単位を修得又は修得見込みであること 

 

（令和 4年度以降入学者） 

科目 先修条件 

ヒューマンケア基盤実習 － 

基礎看護学実習 
2 年次前期までの看護専門科目群の必修科目の単位を修得または修得見込みであるこ

と 

小児看護学実習Ⅰ 

小児看護学実習Ⅱ 

健康レベル別看護学実習Ⅰ 

健康レベル別看護学実習Ⅱ 

高齢者看護学実習 

ﾘﾌﾟﾛﾀﾞｸﾃｨﾌﾞﾍﾙｽ看護学実習 

精神看護学実習 

地域・在宅看護実習 

2 年次後期までの看護専門科目群の必修科目の単位を修得または修得見込みであるこ

と 

看護統合実習 保健師課程以外の 3年次後期までの必修科目の単位すべてを修得していること 

公衆衛生看護学実習Ⅰ 
保健師課程を専攻し、3年次前期までに開講しているすべての必修科目の単位を修得

していること 

公衆衛生看護学実習Ⅱ 
保健師課程を専攻し、3年次後期までに開講しているすべての必修科目の単位を修得

していること 

保健医療福祉行政論Ⅱ 保健医療福祉行政論 I の単位を修得又は修得見込みであること 
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➢ 保健師課程を修了すべき当該年度を超えた場合は、先修条件を満たしている場合であっても、公衆衛生看護

学実習を履修できないものとする。 

➢ 実習施設の確保が困難であるため、再実習は実施しない。 

➢ 「特別の理由」に定める理由により欠席した場合の追実習は原則として実施できるものとする。 

 

4. 進級・卒業 

（1） 進級要件 

本学では「単位制」を導入していますが、必修科目の単位の修得などといった先修条件を満たしていないと、

各年次に配当された臨地実習を履修することができず、卒業が遅れることになります。 

① 必修科目については、在籍する年次に配当された全てについて、単位を修得しなければなりません。 

② ①の単位を修得できない場合も次の年次に進みますが、不合格となった必修科目を再履修する必要があり、

かつ、その科目が臨地実習の先修条件となっている場合は、臨地実習を履修することができません。 

③ 本学科では、3 年次以降は臨地実習など必修科目が多く配当されているので、選択科目及び選択必修科目に

ついては、できるだけ 1、2 年次に修得しておくなど計画的な履修が望まれます。ただし、履修登録には上

限（年間 49単位・半期 30単位まで）があることに注意してください。 

 

（2） 卒業要件 

（令和 3年度以前入学者） 

本学を卒業するためには、本学に 4 年以上在学し、次の表に示すように 124（保健師課程履修者は 138）単位

以上を修得しなければなりません（学則第 26条、履修規程第 16条）。 

科目群 看護師 看護師＋保健師 

ヒューマンケアの 

基礎科目群 

必修科目 19単位 

「人間形成の基礎」「自然科学の理解」「学習・自己教育の基礎」から 

2単位選択 

「異文化理解」から 1単位選択 

計 22単位 

看護の基礎科目群 

必修科目 26単位 必修科目 29単位 

選択科目 2単位 - 

計 28単位 計 29単位 

看護専門科目群 

必修科目 70単位 必修科目 73単位 

選択必修科目 1単位 - 

選択科目 3単位 選択科目 1単位 

計 74単位 計 74単位 

保健師専門科目群 
- 必修科目 13単位 

- 計 13単位 

合計 124単位 138単位 

 

※ 必修科目、選択必修科目、選択科目の一覧については、巻末の「教育課程等の概要」を確認してください。 

保健師国家試験受験資格取得を目指す学生は、看護師課程の卒業要件とは別に、次の表に示す科目の単位修得

が必要です。これらの科目で、選抜試験前（2 年次後期）までに開講される科目の単位が未修得の場合、保健師

課程選抜試験の受験対象とはなりませんので、履修計画を立てる際に注意が必要です。 
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科目群 科目 単位数 開講学年·時期 

看護の基礎科目群 
保健統計 2 2年次後期 

保健医療福祉行政論Ⅱ 1 3年次前期 

看護専門科目群 

地域の健康と看護Ⅱ 1 2年次後期 

学校保健活動論 1 2年次後期 

災害看護 1 4年次後期 

 合計 ６  

 

（令和 4年度以降入学者） 

本学を卒業するためには、本学に 4 年以上在学し、次の表に示すように 128（保健師課程履修者は 142）単位

以上を修得しなければなりません（学則第 26条、履修規程第 16条）。 

科目群 看護師 看護師＋保健師 

ヒューマンケアの基礎科

目群 

必修科目 19単位 

「人間形成の基礎」「自然科学の理解」「学習・自己教育の基礎」から 

2単位選択 

「異文化理解」から 1単位選択 

計 22単位 

看護の基礎科目群 

必修科目 28単位 必修科目 32単位 

選択科目 2単位 - 

計 30単位 計 32単位 

看護専門科目群 

必修科目 73単位 必修科目 73単位 

選択科目 3単位 - 

計 76単位 計 73単位 

保健師専門科目群 
- 必修科目 15単位 

- 計 15単位 

合計 128単位 142単位 

 

※ 必修科目、選択科目の一覧については、巻末の「教育課程等の概要」を確認してください。 

保健師国家試験受験資格取得を目指す学生は、看護師課程の卒業要件とは別に、次の表に示す科目の単位修得

が必要です。これらの科目で、選抜試験前（2 年次後期）までに開講される科目の単位が未修得の場合、保健師

課程選抜試験の受験対象とはなりませんので、履修計画を立てる際に注意が必要です。 

 

科目群 科目 単位数 開講学年·時期 

看護の基礎科目群 
保健統計 2 2年次後期 

保健医療福祉行政論Ⅱ 2 3年次前期 

 合計 ４  

 

（3） 学位授与 

卒業を認定された者に対し、「学士（看護学）」の学位を授与します（学則第 27条）。 
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（4） 卒業時に取得できる国家試験受験資格 

① 看護師国家試験受験資格 

② 保健師国家試験受験資格（保健師課程履修者） 

 

（5） 保健師免許取得後に得られる資格 

① 第一種衛生管理者免許 

保健師国家資格を取得後、各都道府県労働局または労働基準監督署に申請する。 

② 養護教諭二種免許状 

保健師国家資格を取得後、各都道府県教育委員会に申請する。ただし、養護教諭（第二種）資格を取得する

ためには、必修科目の他、下表の選択科目を履修し単位修得していることが必要となる。 

 

（令和 3年度以前入学者） 

科目群 科目 単位数 開講学年·時期 

ヒューマンケアの基礎科目群 

法学（日本国憲法を含む） 2 1年次後期 

スポーツ健康科学Ⅰ 1 1年次前期 

スポーツ健康科学Ⅱ 1 1年次後期 

情報機器の理解 1 1年次前期 

 合計 ５  

 

（令和 4年度以降入学者） 

科目群 科目 単位数 開講学年·時期 

ヒューマンケアの基礎科目群 

法学（日本国憲法を含む） 2 2年次後期 

スポーツ健康科学Ⅰ 1 2年次前期 

スポーツ健康科学Ⅱ 1 2年次後期 

 合計 ４  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１８ 

Ⅱ-2 理学療法学科 

 

1. 授業科目の分類と構成 

（1） 分類 

授業科目の分類は、授業形態、教育課程及び履修要件によって分けられます。 

① 授業形態による分類 

「講義科目」、「演習科目」、「実習科目」 

② 教育課程による分類 

ヒューマンケアの 

基礎科目群 

「人間形成の基礎」、「自然科学の理解」、「学習・自己教育の基礎」、「異文

化理解」の 4分野を配置する 

理学療法の 

専門基礎科目群 

「人体の構造と機能及び心身の発達」、「疾病と障害の成り立ち及び回復過

程の促進」、「保健医療福祉とリハビリテーションの理念」の 3 分野を配置

する 

理学療法の専門科目群 

「基礎理学療法学」、「理学療法管理学」、「理学療法評価学」、「理学療法各

論」、「理学療法治療学」、「地域理学療法学」、「臨床実習」の 7 分野を配置

する 

③ 履修要件による分類 

必修科目 進級及び卒業のために必ず履修しなければならない授業科目 

選択科目 
一定の科目群の中から自由にいくつかを選択して履修する科目であり、時間割に

示された学年又は学期に履修することを原則とする 

選択必修科目 
卒業のために指定された科目群の中から 1つを選択して履修しなければならない

科目 

 

（2） 構成 

授業科目の構成については、「授業計画（シラバス）」及び学則の別表第 3を参照してください。 

 

2. 臨床実習 

「実習の手引」等を参照してください。 

なお、臨床実習科目等を履修するにあたっては、次の表に示すように先修条件（履修に必要な条件）がありま

すので、注意してください。 

科目 先修条件 

臨床見学実習 
① 実習開始までに、1年次前期に開講される必修の専門科目および専門基礎

科目の成績判定に必要な条件（出席日数など）を満たしていること。 

総合評価学実習 

 

・２年前期終了までに開講される必修の専門科目および専門基礎科目の全ての

単位を修得していること。 

総合臨床実習Ⅰ 

 

・２年次終了までに開講される必修の専門科目および専門基礎科目の全て

の単位を修得していること。 

総合臨床実習Ⅱ 

 

① ３年前期終了までに開講される必修の専門科目および専門基礎科目の全て

の単位を修得していること。 
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② ３年次後期に開講される『総合臨床実習Ⅰ』の単位を修得していること。 

 

3. 進級・卒業 

（1） 進級要件 

本学では「単位制」を導入していますが、必修科目の単位の修得などといった先修条件を満たしていないと、

各年次に配当された臨床実習を履修することができず、卒業が遅れることになります。 

① 必修科目については、在籍する年次に配当された全てについて、単位を修得しなければなりません。 

② ①の単位を修得できない場合も次の年次に進みますが、不合格となった必修科目を再履修する必要があり、

かつ、その科目が臨床実習の先修条件となっている場合は、臨床実習を履修することができません。 

③ 本学科では、3 年次以降は臨床実習など必修科目が多く配当されているので、選択科目及び選択必修科目に

ついては、できるだけ 1、2 年次に修得しておくなど計画的な履修が望まれます。ただし、履修登録には上

限（年間 45単位・半期 25単位まで）があることに注意してください。 

 

（2） 卒業要件 

 本学を卒業するためには、本学に 4年以上在学し、次の表に示すように 124単位以上を修得しなければなりま

せん（学則第 26条、履修規程第 16条）。 

科目群 
卒業要件 

必修科目 選択科目 

ヒューマンケアの 

基礎科目群 
16単位 

13単位 

 

理学療法の 

専門基礎科目群 
27単位 

「疾病と障害の成り立ち及び回復過程の促進」から 

2単位選択 

＋ 

「保健医療福祉とリハビリテーションの理念」から 

1単位選択 

理学療法の 

専門科目群 
65単位  

合計 124単位 

 

（3） 卒業時に取得できる国家試験受験資格 

 理学療法士国家試験受験資格 

 

（4） 学位授与 

 卒業を認定された者に対し、「学士（理学療法学）」の学位を授与します（学則第 27条） 
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Ⅱ-3 臨床工学科 

 

1. 授業科目の分類と構成 

（1） 分類 

 授業科目の分類は、授業形態、教育課程及び履修要件によって分けられます。 

① 授業形態による分類 

「講義科目」、「演習科目」、「実習科目」 

 

② 教育課程による分類 

（令和 4年度以前入学者） 

ヒューマンケアの

基礎科目群 
「人間と生活」、「自然科学の理解」、「異文化理解」の３分野を配置する 

医療テクノロジー

に必要な 

専門基礎科目群 

「人体の構造と機能」、「医療テクノロジーに必要な医学系基礎」、「医療テクノ

ロジーに必要な工学系基礎」、「医療テクノロジーに必要な医療情報技術とシス

テム工学の基礎」の４分野を配置する 

医療テクノロジー

に必要な 

専門科目群 

「医用生体工学・医用機器学」、「生体機能代行技術学」、「医用安全管理学」、

「医療機器情報管理学」、「関連臨床医学」、「関連臨床工学」、「臨床実習」、「卒

業研究」の８分野を配置する 

 

（令和 5年度以降入学者） 

ヒューマンケアの

基礎科目群 
「人間と生活」、「自然科学の理解」、「異文化理解」の３分野を配置する 

医療テクノロジー

に必要な 

基礎科目群 

「人体の構造と機能」、「医療テクノロジーに必要な医学系基礎」、「医療テクノ

ロジーに必要な工学系基礎」、「医療テクノロジーに必要な医療情報技術とシス

テム工学の基礎」の４分野を配置する 

医療テクノロジー

に必要な 

専門科目群 

「医用生体工学」、「医用機器学及び臨床支援技術」、「生体機能代行技術学」、

「医療安全管理学」、「関連臨床医学」、「臨床実習」、「卒業研究」の７分野を配

置する 

 

③ 履修要件による分類 

（令和 4年度以前入学者） 

必修科目 進級及び卒業のために必ず履修しなければならない授業科目 

選択科目 
一定の科目群の中から自由にいくつかを選択して履修する科目であり、時間割

に示された学年又は学期に履修することを原則とする 

選択必修科目 
卒業のために指定された科目群の中から 1つを選択して履修しなければならな

い科目 

自由科目 
選択科目と同様な履修要件であるが、履修登録単位数の上限に関係なく履修で

き、卒業単位には加算されない 

 

（令和 5年度以降入学者） 

必修科目 進級及び卒業のために必ず履修しなければならない授業科目 

選択科目 
一定の科目群の中から自由にいくつかを選択して履修する科目であり、時間割

に示された学年又は学期に履修することを原則とする 
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（2） 構成 

授業科目の構成については、「授業計画（シラバス）」及び学則の別表第 4を参照してください。 

 

2. 臨床実習 

「実習の手引」等を参照してください。 

なお、臨床実習科目等を履修するにあたっては、次の表に示すように先修条件（履修に必要な条件）がありま

すので、注意してください。 

科目 先修条件 

臨床実習 実習開始までに、3年次後期までの必修科目をすべて履修していること 

 

3. 進級・卒業 

（1） 進級要件 

本学では「単位制」を導入していますが、必修科目の単位の修得などといった先修条件を満たしていないと、

4年次に配当された臨床実習を履修することができず、卒業が遅れることになります。 

① 必修科目については、在籍する年次に配当された全てについて、単位を修得しなければなりません。 

② ①の単位を修得できない場合も次の年次に進みますが、不合格となった必修科目を再履修する必要があり、

かつ、その科目が臨床実習の先修条件となっている場合は、3 年次後期までに履修できない場合は臨床実習

を履修することができません。 

③ 本学科では、4 年次に臨床実習、卒業研究などの必修科目が配当されているので、選択科目及び選択必修科

目については、できるだけ 3 年次までに修得しておくなど計画的な履修が望まれます。ただし、履修登録に

は上限（令和 4年度以前入学者：年間 45単位・半期 25単位まで,令和 5年度以降入学者：年間 49単位・半

期 30単位まで）があることに注意してください。 

 

（2） 卒業要件 

 本学を卒業するためには、本学に 4年以上在学し、次の表に示すように 124単位以上を修得しなければなりま

せん（学則第 26条、履修規程第 16条）。 

 

（令和 4年度以前入学者適用） 

科目群 
卒業要件 

必修科目 選択科目 

ヒューマンケアの 

基礎科目群 
11単位 

ヒューマンケアの基礎科目群 28単位から 3単位以上、医療テクノ

ロジーの基礎科目群 9単位から 4単位以上を含む、合計 32単位以

上を選択し、総単位数 124単位以上修得すること。但し、ヒューマ

ンケア・コア科目群から 6単位以上を含む。 

医療テクノロジーに

必要な基礎科目群 
35単位 

医療テクノロジーに

必要な専門科目群 
46単位 

合計 124単位 
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（令和 5年度以降入学者適用） 

科目群 
卒業要件 

必修科目 選択科目 

ヒューマンケアの 

基礎科目群 
11単位 

ヒューマンケアの基礎科目群 25単位から 3単位以上、医療テクノ

ロジーに必要な基礎科目群 25単位から 4単位以上を含む、合計 27

単位以上を選択し、総単位数 124単位以上修得すること。但し、資

料集の東都大学幕張ヒューマンケア学部教育課程等の概要で指定

された選択科目 9科目から 6単位以上を含む。 

医療テクノロジーに

必要な基礎科目群 
42単位 

医療テクノロジーに

必要な専門科目群 
44単位 

合計 124単位 

 

（3） 卒業時に取得できる国家試験受験資格 

臨床工学技士国家試験受験資格 

 

（4） 在学中に取得できる資格等 

 医療情報技師 

第 1 種ＭＥ技術実力検定 

第 2 種ＭＥ技術実力検定 

 

（5） 学位授与 

卒業を認定されたものに対し、「学士（臨床工学）」の学位を授与する（学則第 27条） 
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Ⅱ-4 健康科学科 

 

1. 授業科目の分類と構成 

（１） 分類 

 授業科目の分類は、授業形態、教育課程及び履修要件によって分けられます。 

① 授業形態による分類 

「講義科目」、「演習科目」、「実験・実習科目」 

 

② 教育課程による分類 

ヒューマンケアの基礎

科目群 
「人間と生活」、「自然科学の理解」、「異文化理解」の３分野を配置する 

健康科学に必要な 

基礎科目群 

「人体の構造及び機能」、「健康科学に必要な医学系基礎」、「健康科学に必要な情報

系基礎」の３分野を配置する 

健康科学に必要な 

専門科目群 

「健康科学の基礎」、「健康科学の応用」、「健康科学の発展」、「健康科学の応用」の４

分野を配置する 

 

③ 履修要件による分類 

必修科目 卒業のために必ず履修しなければならない授業科目 

選択科目 
一定の科目群の中から自由にいくつかを選択して履修する科目であり、時

間割に示された学年又は学期に履修することを原則とする 

 

（２） 構成 

 授業科目の構成については、「授業計画（シラバス）」及び学則の別表第７を参照してください。 

 

2. ゼミ・卒業研究 

 ゼミ及び卒業研究を実施する「健康科学の応用」の科目を履修するにあたっては、次の表に示す先修条件（履

修に必要な条件）がありますので、注意してください。 

科目 先修条件 

健康科学ゼミ入門 
― 

健康科学ゼミⅠ 

健康科学ゼミⅡ 
「健康科学ゼミ入門」、「健康科学ゼミⅠ」を修得または修得見込み

であること 

健康科学ゼミⅢ 「健康科学ゼミⅡ」を修得または修得見込みであること 

健康科学ゼミⅣ 
「健康科学ゼミⅢ」を修得または修得見込みであること 

卒業研究 

 

3. 進級・卒業 

（１） 進級要件 

本学では「単位制」を導入していますが、必修科目の単位の修得などといった先修条件を満たしていないと、4

年次に配当された卒業研究を履修することができず、卒業が遅れることになります。 

① 必修科目については、在籍する年次に配当された全てについて、単位を修得しなければなりません。 
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② ①の単位を修得できない場合も次の年次に進みますが、不合格となった必修科目を再履修する必要があり、

かつ、その科目が卒業研究の先修条件となっている場合は、3 年次後期までに履修できない場合は卒業研究を履

修することができません。 

③ 本学科では、4 年次に健康科学ゼミⅣや卒業研究などの必修科目が配当されているので、必修科目及び選択

科目については、できるだけ 3 年次までに修得しておくなど計画的な履修が望まれます。ただし、履修登録には

上限（年間 49 単位・半期 25 単位まで）があることに注意してください。 

 

（２） 卒業要件 

 本学を卒業するためには、本学に 4 年以上在学し、次の表に示すように 124 単位以上を修得しなければなりま

せん（学則第 26 条、履修規程第 16 条）。 

 

科目群 
卒業要件 

必修科目 選択科目 

ヒューマンケアの基礎

科目群 
4 単位 

必修科目 4 単位を含み 20 単位以上 

※「人間と生活」は必修 2 単位を含み 4 単位以上 

※「自然科学の理解」は必修 1 単位を含み 4 単位以上 

※「異文化理解」は必修 1 単位を含み 2 単位以上 

健康科学に必要な基礎

科目群 
12 単位 必修科目 14 単位を含み 20 単位以上 

健康科学に必要な専門

科目群 
21 単位 

必修単位 21 単位を含み 40 単位以上 

※「健康科学の応用」は必修 5 単位を含み 8 単位以上 

※「健康科学の発展」は 12 単位以上 

合計 124 単位以上 

 

（３） 在学中及び卒業後に取得を推奨する資格 

・介護職員初任者研修 

・医療事務／介護事務／調剤薬局事務 

・ファイナンシャルプランナー（２級・３級） 

・簿記（２級・３級） 

・IT パスポート 

・ＭＯＳ 

 

（４） 学位授与 

卒業を認定されたものに対し、「学士（健康科学）」の学位を授与する（学則第 27 条） 
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第 2章 

III. 在学中の事務手続き 

1. 学生対応の事務局窓口 

 

＜幕張キャンパス 1号館＞ 総務課・教務課・学生課・会計課 

〒261-0021 千葉市美浜区ひび野１－１ 電話 043-273-1111 

＜幕張キャンパス 2号館＞ 入試・広報室・教務課 

〒261-8501 千葉市美浜区中瀬１－３ 幕張テクノガーデン E棟 電話 043-274-1917 

 

【主な取扱事務】＊問い合わせはメールでも受け付けています。 

担当窓口 取扱内容 取扱時間 

総務課 
m-somu@tohto.ac.jp 

・施設に関すること 

平日 

9:00～17:00 

・学生保険に関すること 

会計課 
m-somu@tohto.ac.jp 

・授業料等納付金に関すること 

教務課 
m-kyomu@tohto.ac.jp 

・授業科目の履修に関すること 

・休講・補講に関すること 

・授業の欠席・遅刻・忌引・公欠に関すること 

・試験・レポート提出等に関すること 

・学籍異動（休学・復学・退学等）の手続に関すること 

学生課 
m-gakusei@tohto.ac.jp 

・学生証に関すること 

・学生情報登録（住所等）の変更に関すること 

・各種証明書（在学証明書・学割・通学証明書等）発行に関すること 

・奨学金に関すること 

・学生寮に関すること 

・健康管理・学生相談に関すること 

・各種抗体検査に関すること 

・Outlook パスワードの再発行に関すること 

・学内施設・掲示板等の使用に関すること 

・課外活動・学生団体等に関すること 

・ロッカーに関すること 

 

2. 学籍番号・学生証（身分証明書） 

（1） 学籍番号 

本学に入学した学生に対しては学籍番号が与えられ、学生証に印字してあります。この学籍番号は、試験を受

けるときや各種事務手続きを行う場合に必要です。 

 

（2） 学生証（身分証明書） 

学生証は本学の学生としての身分を証明するものですので、汚したり紛失したりしないように大切に扱い、常

に携帯しておく必要があります。また、他人に貸与・譲渡してはいけません。 
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3. 学籍の異動 

休学・復学・退学をする場合には、手続きに入る前に、チューターその他関係教職員と十分話し合いを行い、

所定の用紙により申請して許可を得る必要があります。なお、書類に押す印鑑は、学生自身と保証人（保護者）

とは別のものとし、書類の作成日は、原則として書類を実際に作成した日付としてください（学生規程第７条に

よる休学等の手続について）。 

 

（1） 休学 

① 疾病その他の事由により、引き続き３か月以上出席することができない場合は、その事由を明らかにし、保

証人連署の休学願を提出し、学長の許可を受けてください（学則第 17条第 1項）。 

② 休学は、休学願の提出日以降から休学とする。 

③ 休学は、原則として疾病によるもの以外は認められませんが、下記の理由で休学が必要となった場合には、

理由書を教務委員会に提出し、教務委員会が妥当と判断した場合には、休学願を提出することができます。

（学生規程第７条による休学等の手続について）。 

(ア)経済的な理由により学資の支弁が困難なとき 

(イ)1年以内の海外留学のとき 

(ウ)妊娠又は出産により就学が困難なとき 

(エ)家族の介護又は看病のため就学が困難なとき 

④ 疾病による事由の場合には、診断書を添付してください（学則第 17条第 2項）。 

⑤ 疾病その他の事由によって学修することが適当でないと認められる場合には、学長は、休学を命ずることが

できます（学則第 17条第 3項）。 

⑥ 休学期間は、これを在学年数に算入しません（学則第 17条第 4項）。 

⑦ 休学期間は、原則として医師の診断書に記載された加療期間以内とします（学生規程第７条による休学等の

手続について）。 

⑧ 休学期間を延長する場合は、再度医師の診断書を添付して、休学願を提出してください（学生規程第７条に

よる休学等の手続について）。 

⑨ 休学期間中の学納金 

休学期間中の学納金は、授業料及び実験実習費は徴収しません。ただし施設設備費については、全額徴収

します（学生納付金の徴収に関する規程第 3条第 3項）。 

  上記にかかわらず、既納の学納金は返還しません（学生納付金の徴収に関する規程第 9条）。 

 

（2） 復学 

① 休学期間の満了の場合又は休学期間中であっても、その事由が消滅した場合には、保証人連署の上復学願を

提出し、学長の許可を受けて復学することができます（学則第 18条）。 

② 復学願は、休学期間が終了する日の１月前までに、保証人連署のうえ提出してください（学生規程第７条に

よる休学等の手続について）。 

③ 復学願には、復学が可能であるという医師の診断書を添付してください（学生規程第７条による休学等の手

続について）。 

 

（3） 退学・転学 

① 学生が退学又は他の大学に転学しようとするときは、その事由を明らかにし、保証人連署の退学願又は転学

願を提出し、学長の許可を受けなければなりません（学則第 15条）。 

② 退学願は、退学しようとする日の 1 月前までに提出してください。ただし、3 月末に退学しようとする場合



２７ 

には 4月末まで、9月末に退学しようとする場合には 10月末までに提出することにより、翌学期の学費は徴

収しませんが、既納の学費については返還しません（学生規程第 7 条による休学等の手続について）。前期

又は後期の中途で退学した者については、当該期分の全額の授業料等を徴収します（学生納付金の徴収に関

する規程第 3条第 5項）。 

 

（4） 除籍 

次のいずれかに該当する場合は、除籍とされます（学則第 19条）。 

① 授業料など学納金の納付を怠り、督促してもなお納付しない者 

② 休学期間を満了しても、何等の手続をしない者 

③ 死亡又は行方不明の者 

④ 学則 4条に規定する期間を超えた者 

なお、前期又は後期の中途で除籍された者については、当該期分の全額の授業料等を徴収します（学生納付

金の徴収に関する規程第 3条第 5 項）。 

 

（5） 再入学 

本学を退学した者で、本学に再入学を志願する者があるときは、学長は、選考の上、相当年次に入学を許可

することができます（学則第 13 条）。ただし、学生の懲戒に関する規程で定める懲戒の結果、退学となった場

合は、再入学は認めません（学生の懲戒に関する規程第 3条）。 

 

（6） 復籍 

 授業料など学納金の納付を怠り、督促してもなお納付せず除籍となった者が、復籍を願い出た場合、学長は

復籍させることができます（学則第 19条）。 

 

 

4. 各種証明書等の発行 

各種の証明書等については、所定の証明書等発行願に必要事項を記入し、それぞれ定められた手数料を添えて

学生課に申し込んでください。 

なお、証明書を受け取る際に本人確認のため学生証の提示を求めるので、必ず学生証を持参すること（学納金

滞納者には証明書は交付しない）。 

 

証明書の種類 手数料（円） 交付日 

在学証明書 300 翌日以降 

成績証明書 300 翌日以降 

単位取得証明書 300 翌日以降 

修了証明書 500 １週間後 

卒業見込証明書 300 翌日以降 

卒業証明書 500 １週間後 

推薦書 

（調査書・内申書等含む） 
1,000 1週間後 

健康診断証明書（写し） 300 翌日以降 
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抗体検査等報告書（写し） 300 翌日以降 

学生証再交付 1,000 翌日以降 

仮学生証 500 即日 

➢ いずれの証明書も、英文の場合は手数料 1,000円、交付日は 1週間後とします。 

➢ その他の証明書の手数料については、類似の証明書と同額とします。 

 

5. 通学定期・学割証 

（1） 通学定期券の購入 

① 通学定期券は、現住所から大学までの最短区間に限り購入できます。 

② 各鉄道会社・バス会社の駅に備え付けてある申込用紙に必要事項を記入し、学生証を添えて申し込んでくだ

さい。 

③ 私鉄の定期券を購入する際は、上記の学生証の他に、通学証明書が必要となる場合があります（この場合の

通学証明書は学生課で申し込むこと）。 

④ 学生証の裏面の通学定期発行控は、定期券を購入する場合に必要になります（なお、記入欄が足りない場合

は、学生課に申し出てシールの交換を行うこと）。 

 

（2） 実習用定期券の購入 

① 実習科目の単位修得のために学外の施設に通う場合、実習用通学定期券の購入ができます（ただしバスは不

可）。 

② 購入希望者は、実習決定後、学生課から「実習用通学定期券購入申請書」を受け取り、実習開始 1月前まで

に申請してください。 

＊ 実習用通学定期券の購入に際しては、事前に大学から各鉄道会社に申告し、許可を得なければならない

ので、実習が決まり次第「実習用通学定期券購入申請書」を学生課に提出してください。 

③ 申請書の提出が遅れ、通学定期券の購入が実習開始に間に合わなくなることのないよう、十分注意してくだ

さい。 

④ 実習開始の 1週間程前に、学生課から発行される実習用通学証明書を受け取り、最寄りの駅で定期券を購入

してください。 

 

（3） 学割証（学校学生生徒旅客運賃割引証） 

学割証は、JR・私鉄・航路の片道 100kmを超えて利用する場合に使用でき、普通運賃が 2割引になります。 

原則として次の目的で旅行する必要があると認められる場合に限り発行します（有効期間は、発行日から 3ケ

月間）。 

① 正課教育（教育実習、臨地実習等） 

② 課外活動（クラブ、団体活動等） 

③ 就職及び進学のための受験等 

④ 帰省の往復 

⑤ 大学が修学上適当と認めた見学（旅行）・行事参加等 

⑥ 傷病の治療・その他修学上支障となる問題の処理 

⑦ 保護者の旅行への随行 
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（4） 通学定期及び学割証使用上の注意 

通学定期及び学割証の制度は、学生のみに与えられている特典であり、下記のような不正使用をしてはいけま

せん。 

① 記入事項を勝手に書き換えること 

② 自分の通学定期や学割証を他人に使用させること 

③ 他人の通学定期や学割証を使用すること 

④ 住所を偽って通学定期を購入すること 

なお、不正使用を行った場合には、本人に対する刑事罰・鉄道会社への損害賠償・大学からの懲戒処分はもち

ろん、大学全体が学割証発行停止処分を受けることもあります。また、通学定期券や学割証を不正使用した者に

は、以後の発行を停止する場合があります。 

 

（5） 団体割引 

① JR 学生団体割引（5割引） 

引率者（本学教職員）がいて、学生が 15名以上の団体であること。 

② JR 普通団体割引（1割引、閑散期は 1.5割引） 

引率者（本学教職員）の有無にかかわらず、15名以上の団体であること。 

なお、申込は、JR 駅又は JR 指定の旅行会社で行うこと（私鉄にも団体割引制度があるが、割引率・団体の人

数等は JRと異なるので、注意する） 

 

6. 学生納付金（学納金） 

学生が大学に納付する学納金は、次のとおりです（学則第 28条第 1項）。 

〔この他、1年次には入学金（250、000円）及び災害保険料（5、370円）が必要です。〕 

（単位：円） 

学科 授業料（年額） 施設費 実習費 合計 

看護学科 

理学療法学科 

臨床工学科 

900,000 400,000 200,000 1,500,000 

健康科学科 800,000 300,000 100,000 1,200,000 

 

この学納金は、年額の 2分の 1に相当する額をそれぞれ次の 2期に分けて納入してください。ただし、その全

額を前期に納入することができますが、既納の学納金は返還しませんのでご承知おきください（学則第 28 条第

2項、同第 29条）。 

 

＜納入期限＞  前期  4月 1日から  4月 30日まで 

後期 10月 1日から 10月 31日まで 

① 納入方法は、銀行振込とします。なお、振込用紙は、9月末及び 3月末に保護者宛に郵送します。 

② 納入期限までに学納金の納入が困難な場合には、申請に基づき、学納金の徴収を猶予し又は分納を許可する

ことがあります（学則第 28条の 3）。 

③ 学納金の納入を怠った場合には、試験を受験することはできません（履修規程第 12条第 1号）。また、学納

金を所定の期限を超えて 3 ケ月以上納入しない場合には、除籍となります（学則第 19 条第 1 項第 1 号、学

生納付金の徴収に関する規程第 7条第 2項）。 
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④ 年間 8 単位以下の学生においては、案内した期日までに届出を提出してください。期日までに提出がない場

合には、通常の授業料が発生します（学則別表第 7）。 

 

7. 大学等における修学の支援に関する法律に基づく授業料等の減免 

 本学は、高等教育の修学支援新制度の対象機関（確認大学等）となっております。本支援制度の概要および対象

となった学生の学納金の取扱等につきましては、以下のとおりとなります。 

 

① 対象者の認定要件 

【成績基準】 

≪入学後 1年以内≫ 

ア）評定平均値 3.5以上 イ）入学試験成績上位 1/2以上 ウ）学修計画書を提出し認められた者のうち、いず

れかに該当する者 

≪上記以外の者≫ 

ア）GPA が上位 1/2 以上であること イ）習得単位数が標準単位数以上であり、学修計画書を提出し認められた

者のうち、いずれかに該当する者 

【家計基準】 

住民税非課税世帯およびそれに準じる世帯（収入等により、支援区分が第Ⅰ～Ⅲに分かれます） 

 

② 減免額 

本学の場合の減免額の上限（年額）は、次のとおりです。 

支援区分 入学金 授業料 

第Ⅰ区分 250,000円 700,000円 

第Ⅱ区分 166,700円 466,700円 

第Ⅲ区分 83,400円 233,400円 

 

③ 減免の申請および学納金の納付方法 

本制度に申し込む場合は、「授業料等減免の対象者の認定に関する申請書」を大学へ提出します。なお、本制度

は、「9．奨学金」の項目にある日本学生支援機構の給付型奨学金と要件が同一であり、原則、同時に申請するも

のとなっております。申請をした学生については、日本学生支援機構による家計基準の審査がされている間、学

納金の徴収を猶予し、支援区分が確定後（減免対象者の認定後）に、確定した学納金を納入してもらいます。 

 

④ 留意事項 

➢ 減免対象者は、半期ごとに認定の継続願を提出する必要があります。（9月および 3 月）提出がない場合

は、当該期間の支援が停止されます。 

➢ 日本学生支援機構の奨学金と同様に、卒業延期が確定した場合には、支援は廃止となります。 

また、毎年度末の適格認定（学業成績の判定）によっては、遡及取消となる場合があります。 

 

8. 特待生 

本学では、本学に 1年以上在学した学生の中で、特に学業成績が優秀で品行方正な者を特待生として顕彰する

制度を設けています（学則第 28条の 2、東都大学特待生規程）。 

① 本学に 1年以上在学した学生のうち、特に学業成績が優秀で品行方正な者を特待生として選考する。 

② 特待生の数は、年次ごとに 3人以内とする。 

※ 別に本学独自の授業料減免制度を受けている場合は，減免額

が変更となることがあります。 

※ 支援区分は収入等により変更になる場合があります。 

※ 休学期間等は，支援対象外となります。 
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③ 学長は、毎年度末に翌年度の特待生を選考する。 

④ 特待生については、当該年度の授業料の 50％を免除する。 

⑤ なお、特待生が一定の事由に該当するときは、特待生としての選考を取り消すことがある。 

 

9. 奨学金 

（1） 奨学金制度 

経済的理由により修学が困難な学生を支援するために、奨学金制度があります。奨学金制度にはそれぞれ、採

用条件・人数制限等があり、全ての申請者が採用されるとは限りません。奨学金の募集方法・連絡等については、

ポータルサイトにてお知らせします。詳細については事務局へ問い合わせてください。 

また、大学を経由せず直接本人の申請を受け付けている地方自治体や公益団体、医療機関等の看護学生を対象

とした奨学金制度があります。中には、卒業後一定の期間特定の病院等で一定の期間勤務すれば、奨学金の返還

が免除されるものもあります。利用したい奨学金を取り扱っている組織、または医療機関等に問い合わせをして

みてください。 

 

（2） 本学部で利用可能な奨学金 

① 学校法人青淵学園奨学金（要返済、一部免除あり） 

➢ 申込対象 

看護学科の学生で、卒業、免許取得後、看護師などとして指定の病院に就職の意思を持つ学生 

➢ 貸与月額 

30,000円 又は 50,000円 

※1 国や県の奨学金を受けている場合でも受給することができます。 

※2 学業成績により貸与の可否ならびに貸与月額の制限が判定されます。（２年目以降、毎年度） 

➢ 返 還 

この奨学金を受けた者が卒業後、東都大学関連の施設・病院に貸与期間以上勤務した場合は、返還が

免除されます。 

 

② 日本学生支援機構奨学金（要返済） https://www.jasso.go.jp/ 

➢ 申込資格 

優れた学生であって、経済的理由により修学に困難があるものに対して学資を貸与するもので、 

日本学生支援機構の定める学力基準及び家計基準に該当する学生 

 

➢ 種 類 

(ア)第一種奨学金（貸与型・無利息・要返済） 

貸与月額  

自宅通学 54,000円、40,000円、30,000円、20,000円 

自宅外通学 64,000円、50,000円、40,000円、30,000円、20,000円 

※ 申し込み時の収入・所得により最高月額の選択に制限があります。 

※ 自宅外通学の学生は、「自宅月額」「自宅外月額」から月額を選択できます。 

※ 給付奨学金を受けている学生は、金額が調整されます。 

(イ)第二種奨学金（貸与型・利息付・要返済） 

貸与月額  20、000円～120、000円の間で 10、000 円単位にて選択可 
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(ウ)給付奨学金（給付型・原則返済不要） 

貸与月額  

自宅通学 38,300円（第Ⅰ区分）、25,600円（第Ⅱ区分）、12,800円（第Ⅲ区分） 

自宅外通学 75,800円（第Ⅰ区分）、50,600円（第Ⅱ区分）、25,300円（第Ⅲ区分） 

※ 住民税非課税世帯およびそれに準じる世帯が対象となります。（別途、学業基準有） 

※ 給付奨学金を受けている学生は、授業料の減免も同時に受けることができます。（Ⅲ．7参照） 

 

➢ 貸付期間 

採用の時期から正規の修学期間を経過する月まで 

（ただし、学業成績により修学中に廃止となる可能性有り） 

 

③ 千葉県保健師等修学資金貸付制度（要返済、一部免除あり）        

https://www.pref.chiba.lg.jp/iryou/ishi/kangoshi/shikin/gaiyou.html 

➢ 申込資格 

養成施設に在学中で、将来千葉県内で保健師等の業務に従事しようとする学生 

➢ 貸与月額 18,000円 

➢ 貸与期間 

貸付決定年度の 4月から正規の就学期間を経過する月まで 

➢ 返 還 

 貸与期間が満了したとき※1（令和 2年度以降に貸付けが始まった方から適用）  

※1 免許取得後、「県内」及び「県が指定する地域内」において引き続き 5年間、保健師等の業務に従事

した場合は、所定の申請をすれば返還免除となります。 

 貸付けの決定が取り消されたとき 

 養成施設卒業から 1年 3月以内に免許を取得できなかったとき※2（令和 2年度以降に貸付けが始ま

った方から適用） 

※2 令和元年度以前に貸付けが始まった方については、「養成施設卒業から 1 年以内に免許を取得でき

なかったとき」となります。 

 免許取得後、直ちに「県内」又は「県が指定する地域内」で保健師等の業務に従事しなかったとき 

 返還免除を受ける前に「県内」又は「県が指定する地域内」で保健師等の業務に従事しなくなった

とき等 

 

＊実施の有無・貸付月額が変わる可能性がありますので各自 HPで確認してください 

 

④ 東京都看護師等修学資金貸与事業（要返済、一部免除あり） 

  https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/iryo/shikaku/syugaku/ 

➢ 申込資格 

都内に居住地を有し、都外の養成施設に在学し、かつ将来都内において看護業務に従事しようとする

者 

➢ 貸与月額 25,000円、50,000円、75,000円、100,000 円 

4種類の貸与月額のうちいずれか一口のみ 

➢ 貸与期間 

貸付決定年度の 4月から正規の就学期間を経過する月まで 

https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/iryo/shikaku/syugaku/
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➢ 返 還 

貸与資格の喪失等（退学、都外転出(都外養成施設等在学者）、死亡等）があった場合 

⇒返還事由が発生した翌月から返還 

卒業・免許取得後、下の免除条件に該当した場合、申請により免除が受けられます。 

免除条件（従事先と従事年数）及び貸与月額により、免除額が異なります。 

 

免除の条件(※1) 貸与月額 免除額 

都内施設に 5 年間従事 

(※2) 

25,000 円 

50,000 円 

75,000 円 

100,000 円 

25,000 円 × 貸与月数 

指定施設に 5 年間従事 

25,000 円 25,000 円 × 貸与月数 

50,000 円 

75,000 円 

100,000 円 

50,000 円 × 貸与月数 

指定施設に 7 年間従事 

25,000 円 

50,000 円 
貸与月額 × 貸与月数 

75,000 円 

100,000 円 
75,000 円 × 貸与月数 

看護業務上の理由による死亡又は心身の故障 

25,000 円 

50,000 円 

75,000 円 

100,000 円 

貸与月額 × 貸与月数 

※1 免除の条件は、原則として 卒業後すぐの就職先により判断します。 

※2 指定施設から都内施設、都内施設から指定施設への転職は、「都内施設への従事」に含みます。 

 

＊実施の有無・貸付月額が変わる可能性がありますので各自 HPで確認してください 
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第 3章 

【大学教育に向けての心構え】 

大学での学修体系は、学生自身の学修への主体的・積極的な取組が実践されることを前提に構築されています。

このため学生の皆さんには、大学での学修を遂行していく上での基本的な生活習慣の確立を図りつつ、自己の学

修課題や問題意識を持って、主体的かつ積極的に新たな学問を修められるよう全力を挙げて実践努力していかな

ければなりません。 

学生の皆さんにおいては、そのような自覚及びその実践がなければこれから学ぼうとする新しい学問を修めるこ

とは難しいと覚悟しておかなければなりません。 

 学生の皆さんに特に心がけていただきたい事項として、次の 3点挙げておきます。 

1. 規則正しい起臥
き が

寝食
しんしょく

を励行することにより、基本的な生活習慣を確立すること。 

2. 自己の学修目標の樹立及びその目標達成のための学修計画の作成を行い、これを着実に実践することによ

り早期に自学自修の学修習慣を確立すること。 

3. 専攻の学問及び関連領域の科学的知見に興味と関心をもって、その学問の修得に専心すること。 

 

 

IV. 学生生活 

1. 通学 

（1） 自動車通学、自動二輪車（オートバイ、スクーター）通学 

本学部では、自動車通学は原則として認めていません。 

同様に、自動二輪車（オートバイ、スクーター等）による通学も原則として認めていません。 

 

（2） 自転車通学の遵守事項 

駐輪場は 1 号館・2 号館にそれぞれ設けています。自転車で通学する必要のある学生は、学期のはじめに学生

課に申請してください。許可された自転車の泥除けに、交付された駐輪ステッカーを貼付して利用してください。 

なお、違法な路上駐輪、周辺の商業施設等への無断駐輪は厳禁です。駐輪許可取り消しの場合もありますので、

ルールを守って駐輪してください。 

 

2. キャンパス内外の安全 

（1） 盗難予防 

すべての所持品には氏名又は学籍番号を記入するとともに、財布（お金）・時計・携帯電話・カード・定期券等

の貴重品は常に身につけておいてください。学内演習等のやむを得ない事情でロッカーに貴重品を置く場合には、

必ず施錠するようにし、万一、盗難にあったと思われる場合には、直ちに学生課に届け出てください。 

なお、紛失・盗難が発生しても、大学では一切責任を負いません。 

 

（2） ロッカー 

学生には、個人ロッカーを貸与します。 

管理及び整理・整頓は各自の責任です。ロッカーには必ず鍵をかけ、破損したり、汚したりすることのないよう

大事に使用してください。 

なお、紛失・盗難が発生しても、大学では一切責任を負いません。 
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（3） 紛失物（忘れ物、落し物） 

大学構内において、所持品を紛失した場合や、落し物を拾った場合は、直ちに学生課に届け出てください。 

届け出された拾得物は学生課で保管しますが、6 カ月を経過しても持ち主が現れないものについては処分するの

で、忘れ物や落し物をしたと思われる学生は、学生課に自分の持ち物が届けられていないかどうかを必ず確認し

てください。 

 

（4） 不審者への注意 

本学部のある建物は一部、幕張国際研修センターとしても稼働しており、一般の研修参加者も使用します。必

ず、各自で貴重品の管理をし、不審者を見かけたら事務局まで至急連絡してください。 

 

（5） 事故、急病などが発生したとき 

授業中に事故、急病人等が発生したときには、直ちに担当教員に知らせるとともにその指示に従ってください。

また、学内でそのような人を見つけた場合には、直ちに教職員又は事務局に連絡してください。 

 

（6） 防火 

 大学構内では火気の取扱いに十分注意してください。万一、火災を発見した場合には、簡単に消せるときには

火災消火器による消火を試みると同時に、大声で火災消火の救援ないしは通報を行ってください。また、火災が

発生した場合に大学構内にいたときには、構内放送や教職員の指示に従って、あわてずに避難してください。 

 

（7） 痴漢・変質者・ひったくり等 

犯罪被害に遭わないために、特に夜間の外出時や帰宅時は時々振り返る、周囲を警戒する、室内に入ったらす

ぐに鍵を掛ける等の対応をとり、危険を感じたら大声で助けを呼ぶ、その場から逃げる等して身の安全を確保し、

110 番通報してください。 

また、音楽を聴きながら、携帯電話を操作しながらの歩行や自転車の運転は、不審者の発見が遅れる等、大変

危険ですのでやめましょう。服装は、露出度などによりリスクが高まることも十分考えて選択してください。 

不審な人物や車両を見かけたときは、110番または千葉西警察署へ通報をお願いします。 

《相談先》 千葉西警察署生活安全課 043-277-0110 

 

（8） 悪質商法 

マルチ商法・ねずみ講につながる誘い、キャッチセールス、自己啓発セミナーへの勧誘等には、品物を売って、

ローンの契約書を作らせるものや、高額な参加費用を払わせるものなどがあります。 

被害にあったと思ったら、ためらわずにできるだけ早く、周囲に相談してください。 

《相談先》 千葉市消費生活センター 043-207-3000       国民生活センター       03-3446-1623 

 

（9） 違法薬物 

違法薬物の使用は、心身への影響だけではなく、各種犯罪を誘発する可能性もある大変危険なものです。一度

だけのつもりがいつの間にか依存症となり、取り返しのつかないことになってしまいます。 

もとより違法薬物の乱用は法律によって禁止されている行為です。違法薬物乱用の恐ろしさを十分に理解し、健

全に過ごしてください。 

➢ 主催者のはっきりしないパーティーには、行かない。 

➢ よく知らない相手からすすめられたものは、口に入れない。 

➢ 友人に誘われた会合でも雰囲気がおかしいと思ったら、すぐその場を離れる。 
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（10） 情報社会において 

① 個人情報等の取扱い 

個人情報の漏洩、電子媒体による情報の拡散は厳に慎むこと。 

《例》 

➢ バスや電車の中にて実習先の患者さんの話をする。 

➢ SNSや動画投稿サイトに実習先の写真や関連する内容等を掲載する。 

② 情報機器 

➢ 個人でパソコンやスマートフォン等の情報端末を使用する場合、セキュリティ関連ソフトウエアをイン

ストールすること。常にアップデートしておき、万が一に備え、定期的に必ずバックアップしておくこ

と。 

③ パスワード 

➢ 個人で保有しているパスワードは全て自分自身で管理すること。 

➢ パスワードを定期的に変更し、複数の用途でパスワードを使いまわしにしない。 

④ メール 

➢ 自分や他人のメールアドレス（本学で使用するメールや個人の携帯電話など含む）を公開しない。 

➢ 不審なメール、知らない人からのメールは開かずに、削除する。 

⑤ SNS（ソーシャルネットワーキングサービス） 

➢ SNS上での個人情報の漏洩には注意する。 

➢ 授業などで知り得た情報をブログなどに載せると、個人情報漏洩で退学処分になる可能性もあります。 

➢ 医療従事者として、授業や実習で知り得た情報の取り扱いは、法的に定められているほど重要なもので

すので、安易な気持ちで情報を投稿しないようにしましょう。 

 

3. 学生への諸連絡 

大学から学生への連絡は、全てポータルサイト、大学登録のメールアドレスにより行います。連絡事項の中に

は緊急を要するものもあるので、常にポータルサイトの確認を習慣づけるようにしてください。また、大学登録

のメールアドレスは随時確認できるように、学生の方でも受信管理をしてください。なお、掲示日から 1週間を

経過したものは、全て学生に周知されたものとして取り扱います。 

 

（1） ポータルサイト 

 全学生に周知すべき事項や休講、補講、試験の連絡等に関する情報も掲載しているので、十分注意して毎日確

認してください。 

URL https://eis.tohto.ac.jp/mk/ 

 

（2） 掲示板 

 ボランティア活動の案内や各種イベント、インターンの情報などが掲示してあります。 

 

（3） 大学登録のメールアドレス 

 個人宛の連絡事項は、大学登録のメールアドレス宛にお送りします。入学時に登録したパスワードは、忘れな

いようにメモをするなど、自分自身で管理するようにしてください。 

 

（4） 学外からの学生呼出し 

 本学では、学外からの学生に対する電話等の呼出し、学生の在学の確認等の問合せには、緊急かつやむを得な
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い場合を除いて、一切応じないので、家族等にもその旨を十分周知しておいてください。 

 

4. オフィスアワー 

 本学では、全教員が「オフィスアワー」という学生からの相談等を受けるための時間帯を設けており、オフィ

スアワーの時間には、学生に対し教員の研究室等で授業科目に関する学生への個別指導を行ったり、各種の相談

などを受けることになっています。 

チューター（学習指導教員）のみならず、授業を受けている教員、あるいは受けていない教員でも気軽に研究

室等を訪れて、個人的な指導を受けたり、相談をもちかけたりするなど、この制度を十分活用してください。 

チューターのオフィスアワーは、ポータルサイトに掲載する「メールアドレス/オフィスアワー一覧」を、科目

担当責任者のオフィスアワーは、授業計画（シラバス）の該当授業のページを確認してください。 

 

5. チューター制（学習指導教員） 

 本学では、学生が、教員とのふれあいを通して、勉学活動に意欲的に取り組み、学生生活を有意義に過ごすこ

とができるように、チューター制を採用しています。 

チューターは、授業科目の履修や学生生活の様々な事項について相談に応じ、学生が将来の目標に向かって努力

していくことを支援するので、担当のチューターには何でも気軽に相談してください。 

 

6. 健康管理と学生相談 

 充実した学生生活を送るためには、心身ともに健康であることが肝要です。このため、毎日の生活のリズムを

整えるなど、健康に関しては自己管理を十分に行ってください。本学では、学生の健康管理に関して次のような

対応をしています。 

 

（1） 定期健康診断 

毎年、学年の始めに定期健康診断を実施します。これは、学校保健安全法に基づいて、勉学上の支障となる疾

患を発見し、早期治療させることを目的として実施するもので、在学生は全員が必ず受診しなければいけません。 

健康診断の期日については、その都度掲示しますが、やむを得ない事情により受診することができなかった者

は、各自、医療機関で健康診断を受診し（費用は自己負担）、その証明書を提出してください。なお、就職や実習

等で健康診断書が必要な場合には、本学の当該年度の定期健康診断を受診した学生について、健康診断書を交付

します（有料）。 

 

（2） 保健室 

保健室（1号館本館 1F、2号館 1F）では、応急処置に必要な医薬品等を常備しています（利用するときは必ず

学生課に申し出ること）。 

 

（3） 学生相談 

 本学の学生相談は、①チューター（前述）、②学生相談室、③提携クリニックの 3つで構成されています。 

学生相談室は、学生生活を送っている中で出会う様々な精神的な不安や悩みごとについて、相談に応じ、円満な

解決が図られるように援助するところです。 

① チューター（前述） 

② 学生相談室 

相談内容の秘密は厳重に守られます。友人や家族と一緒に来室でき、原則として予約制です（予約は学生相

談室担当者を通じて行ってください）。担当は別途掲示します。 
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③ 提携クリニック 

 学生が学内では相談しづらい場合には、特定医療法人学而会木村病院にて無料でカウンセリングを受けること

ができます。利用をしたい学生は、学生相談室担当者に申し出てください。 

 

（4） キャリア支援センター 

 キャリア支援センター（1号館本館 1F・2号館 1F）は、学生の就職や進学など将来の進路選択、キャリア形成

をサポートするところです。 

キャリア支援センターでは、求人情報の提供、就職ガイダンスの開催などを行っています。 

 

（5） 傷害保険制度（学生教育研究災害傷害保険） 

 授業や学校行事中、あるいは通学中等に発生した事故によって受けた傷害に対する救済措置として、学生教育

研究災害傷害保険制度があり、本学では、教育研究の円滑な実施のため、入学時から全学生が加入することとし

ています（保険料は、入学手続時に徴収済）。 

万一、次のような状態で事故にあった場合は、速やかに学生課に申し出てください。 

① 授業中 ② 学校行事中 ③ ①②以外で学校施設内にいる間 ④ 大学施設外で大学に届け出た課外活動時 

⑤ 通学中 

なお、保険制度の概要や保険金請求手続きについては、入学時に配布された「学生教育研究災害傷害保険のし

おり」を参照してください。「病気」はこの保険の対象にはなりません。 

また、この他に、日常の学生生活における傷害、事故等による入院や損害、火災、盗難等による損害を補償す

る保険制度（「学研災付帯学生生活総合保険」など）があります（希望者は加入すること）。 

※修業年限の 4年を超えて在籍する場合は、1年毎に追加の保険料を徴収します。 

 

7. 学生団体活動 

 大学における学生団体活動（クラブ活動等を含む。）は、大学の教育活動の一環として位置づけられており、学

生の自由な選択と主体的な行動によって団体活動に参加し、団体活動の中で相互の人間関係の在り方やリーダー

シップ等を学んでいくことにより、豊かな人間性を養うことができます。 

 本学における公認の学生団体の設立や活動については、東都大学学生規程（後掲）及び「東都大学学生団体の

活動等に関する内規」（後掲）が定められているので、これらに従って活動を行ってください。5名以上の学生に

よる学生団体を設立しようとするときには、原則として顧問の教員を定めたうえで、学生団体設立許可願を提出

して、許可を受けなければいけません（学生規程第 8条）。 

 

8. 学内掲示等 

 学生又は団体が、活動の連絡等のために学内で文書を掲示したり、印刷物を配付しようとするときは、学生課

の所定の用紙により願い出て、許可を受けなければなりません（学生規程第 12 条）。掲示物の大きさは新聞紙 1

頁以内で、掲示枚数は 2枚以内とします。掲示期間は原則として一週間とします。掲示期間が経過した掲示物は、

責任者が責任を持って取り外してください（学生規程第 13条）。 

 

 

9. 集会等 

学内外で集会、催しなどを行う場合には、事前（3 日前）に所定の様式により願い出て、許可を受けなければ

なりません（学生規程第 10条）。また、学外で集会や催し等を行う場合には、社会的な種々の手続きが必要にな

ることが多いので、前もって必ず学生課に相談してください。 
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10. 一般注意事項 

（1） ハラスメント 

本学のすべての教職員および学生は、相手の人格や尊厳、教育、研究、学習上の権利を侵害するような不適切

な行為 

（これをハラスメントといいます）を行わないよう心掛けなければなりません。また、他者がハラスメント行為

を行うことを容認してはなりません。 

① 「ハラスメント」の定義 

教育、研究、就労上の力関係を乱用して不適切な性的言動や強制等の不適切な言動を行い、相手の人格権と

教育、研究、労働、学修上の権利を侵害すること（セクシャルハラスメント、パワーハラスメント、アカデミ

ックハラスメント） 

② 相談 

本学では、ハラスメントに関する相談に対応するために、相談窓口として、相談員を設置しています。掲示

板やリーフレットに相談員名を明記しています。いつでも相談してください。 

 

（2） マナー・ルール 

① 禁煙 

 大学敷地内は全面禁煙です。いうまでもなく、未成年者の喫煙は違法です。 

② 飲酒 

本学構内での飲酒は禁止です。いうまでもなく、未成年者の飲酒は法律で禁止されています。 

学生の皆さんは、大学構内外にかかわらず、以下の事項を厳守してください。 

➢ 酒気を帯びての車両（自動車・バイク・自転車）運転は絶対に行わない 

➢ 飲酒運転をすることを知りながら、その者に車を貸したりお酒を提供したり同乗したりしてはいけない 

➢ 未成年者や飲めない者に飲酒を勧めない 

➢ 一気飲みを行わない、強要しない 

事故を起こした場合、加害者本人が法的制裁を受け、一生をかけて償わなければなりません。その上、被害者

やその家族の方々の心に負った傷がいやされることはありません。学生の皆さんの「責任ある行動」を強く求め

ます。 

③ 服装 

実習・演習等では、ユニフォームを着用し、学生に相応しい髪型や身なりを整えてください。 

また、実習等への通学、就職訪問、研究調査等の場合には、スーツの着用を基本としてください。 

④ 郵便 

学生の個人的な郵便には、大学の宛名は使わないでください。 

⑤ 私物の管理 

自身のロッカー以外の場所に私物を置かないでください。事前の予告なしに廃棄処分にすることがあります。 

⑥ 旅行に関する注意 

家族に行き先、日程、同行者を必ず知らせておきましょう。 

特に海外渡航する場合は、出発の一週間前までに担当チューターを介して学生課に「海外渡航届」を必ず提出

してください。この届は、事故やテロ災害にあった場合、緊急安全確保と安否を確認するために必要です。もし、

事故等にあった時には、ただちに家族、大学に連絡をしてください。 
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11. アルバイト 

本学は看護師等の教育課程のため、他の大学や専門分野と異なり、授業科目の中に占める必修科目の比重が極

めて高い上に、必修科目の単位の修得などといった先修条件を満たしていないと、各年次に配当された臨地実習

等を履修することができず、卒業も遅れることになります。アルバイトは、自学自修の時間を確保することが困

難になり、ともすれば大学の授業について行けなくなるだけでなく、健康にも支障をきたしかねない場合もあり

ます。そこで本学では、学生の本分である学業専念を第一に考え、学修に支障をきたすおそれ等がある学生には

各種の奨学金制度を活用することを奨励しています。 

これらのことを十分に踏まえた上で、4 年間の修業期間中におけるアルバイトは、学修資金や生活資金の確保

を目的としたものに限り、もしそのことにより、単位修得に支障が出た場合も学生本人の責任となります。 

なお、アルバイトを探す場合、以下のアルバイトは行わないようにしてください。 

➢ 法令に違反するもの 

➢ 人体に有害なもの 

➢ 運転業務等危険を伴うもの 

➢ 大学生のアルバイトとして好ましくないもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4章 

V. 施設・設備の利用 
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1. 附属図書館幕張分館 

 大学は、学生が単に受動的に講義を受けるだけではなく、自ら問題を発見し、思考を巡らして、その解決の道

を模索して行く場です。図書館では、皆さんの学業に役立つ資料を中心に、図書や雑誌、オンラインデータベー

ス等を備えていますので大いに利用してください。職員が常駐し、図書館の利用や資料の使い方のご案内、文献

の取り寄せ等のサービスを行います。 

 

（1） 開館時間 

平 常 時 月曜日～金曜日 9:00～20:00 
※ 利用状況等により変更することがあります。 

※ 入試等により、休館となることがあります。 

※ ポータルサイトにて開館スケジュールを確認して

ください。 
長期休業時 月曜日～金曜日 9:00～17:00 

 

（2） 休館日 

① 土曜日および日曜日 

② 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

③ 開学記念日 

④ 図書館資料の点検、整理に要する日 

⑤ その他館長が必要と認める日 

 

（3） 貸出等 

① 貸出 

図書の貸出には学生証が必要です。 

➢ 貸出冊数·····5冊まで（電子図書はのぞく） 

➢ 貸出期間·····2週間まで（長期休業時の貸出については別途掲示） 

② 館内閲覧 

➢ 新聞·雑誌·視聴覚資料 

➢ 参考図書（辞典、事典、年鑑、地図等） 

➢ その他、帯出禁止の表示のあるもの 

③ 延滞者に対する罰則 

 図書を延滞した場合、次の罰則が適用されます。 

➢ 延滞期間中、新たな図書の貸出を停止する 

➢ 延滞期間中、図書の継続貸出を停止する 

➢ 延滞図書返却後、延滞日数により下記期間を貸出停止とする 

 延滞日数 8日以上 30 日以内の場合、延滞図書を返却した日から 1週間の貸出停止 

 延滞日数 31日以上の場合、延滞図書を返却した日から一律 1ヶ月間の貸出停止 

 1ヶ月を超えてもなお返却されない場合は、東都大学図書館規程第 11条第 3項 3により紛失とみなされ、弁償

の対象となります。 

 

 

 

（4） 禁止事項 

① 図書館の資料の館外への無断持ち出し 



４２ 

② 機器その他の設備の汚損、所定の場所からの移動 

③ 他の利用者への迷惑行為 

④ 飲食及び喫煙 

⑤ 携帯電話等での通話（音が出ない設定にすること） 

⑥ 非常口の非常時以外の使用 

 

（5） 文献複写 

① 図書館内で複写を希望する場合 

➢ 学内文献複写申込書を記入すること 

➢ 著作権法内の範囲とすること 

➢ コピーはセルフサービスとする（1枚あたり白黒 10円、カラー30円） 

② 学外から複写物の取り寄せを希望する場合 

➢ 学外文献複写申込書を記入すること 

➢ 著作権法内の範囲とすること 

➢ 複写料＋送料＋振込手数料等は自己負担とする（金額は依頼先によって異なる） 

➢ 複写物の取り寄せには時間を要するため、余裕をもって依頼すること 

 

（6） 電子資料 

① 利用資格 

東都大学の学生 

② 禁止事項 

➢ 個人利用の範囲を超えた大量のダウンロード 

➢ 個人の学術研究および教育以外の目的での使用 

➢ データの複製や第三者への再配布、データの改変 

➢ 著作権法違反（悪質な違反があった場合、たとえ一個人の違反行為であったとしても、電子ジャーナル・

データベースの提供を停止します。東都大学の学生や教職員の皆さんが快適に利用できるよう遵守して

ください） 

③ 幕張キャンパスで利用できる電子資料 

1. 電子ジャーナル（一部学内利用のみ） 

➢ 医中誌 Web（無料、閲覧制限の可能性もあり） 

➢ 最新看護索引 Web（無料、閲覧制限の可能性もあり） 

➢ CINAHL with full text（無料、閲覧制限の可能性もあり） 

➢ 今日の診療 Web（無料、閲覧制限の可能性もあり） 

2. 電子図書館（学内・学外ともに利用可） 

➢ Maruzen eBook Library 

3. 動画配信サービス（学内・学外ともに利用可） 

➢ ナーシングチャンネル 

4. 無料公開されている文献サイトの活用 

無料で一般公開されている電子ジャーナル等もご利用ください（CiNii Research、J-STAGE、Google Scholar

等）。 
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学会誌については各学会 HP、大学研究紀要については各大学 HP等に公開されているものもあります。 

併せてご利用ください。 

 

2. 学内無線 LAN（Wi-Fi） 

 学内では、持ち込み端末による、無線 LAN（Wi-Fi） を利用したインターネット接続環境の利用が可能です。

カバーエリア、ネットワーク名、及び、パスワードはポータルサイトにてお知らせします。 

 

(1) 注意事項 

① 利用料は無料です。 

② 自己の責任と負担において、本無線 LANを利用するために必要な通信機器、ソフトウェア等を準備してく

ださい。 

③ 本無線 LANを利用するための通信機器等の設定、操作は利用者が行うものとします。 

④ ご自身だけでなく、他の利用者に迷惑がかからないよう、通信端末のセキュリティ対策はご自身で責任を

もって行ってください。 

⑤ 利用者は、本無線 LANの利用に際し、不正アクセス行為の禁止等に関する法律（平成 11年法律第 128号）

その他関係法令等を遵守しなければなりません。 

⑥ 設備やネットワークの障害等により、利用者へ周知することなく、無線 LANの利用を停止または中止する

ことがあります。 

 

(2) 免責事項 

① 本無線 LAN の利用によって生じたあらゆる損害、他の利用者や第三者との間に生じたトラブルについて、

本学では一切の責任を負いません。 

② 利用者がインターネット上で利用した有料サービスについては、利用者が費用を負担するものとします。 

③ 運用の停止または中止により、利用者または第三者が被ったいかなる損害について、本学では一切の責任

を負いません。 

 

(3) 禁止事項 
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本無線 LANの利用において、以下の行為は禁止されています。 

① 他者の著作権やその他の権利、およびプライバシーを侵害する行為、または侵害のおそれのある行為 

② 他者に不利益や損害を与えたり、ハラスメントに該当する行為、またはそれらを引き起こすおそれのある

行為 

③ コンピュータウィルス等の有害なプログラムを提供したり、認証情報を不正に使用する行為 

④ 大量のデータ転送などにより、他の利用者に影響を及ぼしたり、通信を妨害する行為 

⑤ 犯罪的行為、または犯罪のおそれのある行為 

⑥ その他、法令に違反する行為や違反するおそれのある行為、及び本学が不適切と判断する行為 

 

＊ これらの事項については時代の変化や、運用・利用状況によって変更する場合があります。 

 

3. 体育施設（構内） 

 大学の体育施設として、構内に体育館、グラウンド（テニスコート）があります。これらは、授業に支障のな

い限り、学生の課外活動等に使用できます。 

 

（1） 利用時間（1回の利用時間は 3時間まで） ＊ただし、本学の業務が優先されます 

授業日  9時〜21時 

休業日  9時〜21時 

 

（2） 利用申し込み 

施設の利用を希望する場合は、施設利用許可申請書にて、次の指定の期日までに事務局学生課に申請し、事

務局長の許可を得てください。 

① 利用希望日が授業日の場合：利用希望日の前日（ただし、その日が休業日にあたる場合はその直前の休業

日でない日）の 17時まで 

② 利用希望日が休業日の場合：利用希望日の 3日前の日（ただし、その日が休業日にあたる場合はその直前

の休業日でない日）の 17時まで 

 

（3） 利用許可 

申請があった場合は、事務局長はその許否を決定します。ただし、次の事項に該当する場合は許可しません。 

① 本学の行事、授業、課外活動等に支障がある 

② 学内の秩序を乱し、または学習環境を害する恐れがある 

③ 施設又は設備を損傷し、または滅失する恐れがある 

④ 営利を目的としている 

⑤ 特定の宗教若しくは政党を支持し、またはこれに反対することを目的としている 

⑥ その他、事務局長が不適当と認める場合 

 

（4） 利用権利の譲渡等の禁止 

施設利用の許可を得て本学の施設を利用する者(以下「利用者」という。)は、利用の目的を許可なく変更し、

または利用の権利を譲渡し、若しくは転貸してはいけません。 

 

 

（5） 利用条件の変更等 
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次の事項に該当するときは、本学は利用者に対して利用の取り消し、中止、変更または制限(以下「取り消し

等」という。)をすることができます。なお、当該取り消し等により生じる損失については、本学はその責任を

負わないものとします。 

① 利用目的に反したとき 

② 本学の指示に従わないとき 

③ 公益を害する恐れが生じたとき 

④ 本学の管理上または運営上不適当と認めたとき 

⑤ その他、やむを得ない事情により、本学がこれを利用する必要が生じたとき 

 

（6） 利用者の変更 

利用者が利用許可を受けた後に利用日時の変更または取り消しをする場合は、指定の期日までにその旨を申

し出なければなりません。 

① 利用希望日が授業日の場合：利用希望日の前日（ただし、その日が休業日にあたる場合はその直前の休業

日でない日）の 17時時まで 

② 利用希望日が休業日の場合：利用希望日の 3日前の日（ただし、その日が休業日にあたる場合はその直前

の休業日でない日）の 17時まで 

 

（7） 利用当日の利用手順 

（体育館） 

① 利用希望日が授業日の場合：利用日時に事務局学生課に開錠を依頼 

② 利用希望日が休業日の場合：利用日時に警備室（1F）に開錠を依頼 

（テニスコート） 

① 利用希望日が授業日の場合：事前に事務局にてテニスコート使用届を記入しテニスコート受付に提出 

② 利用希望日が休業日の場合：直前の授業日に事務局にてテニスコート使用届を記入しテニスコート受付に

て予約 

 

（8） 利用者の遵守事項 

① 申請者以外及び申請目的以外では使用しないこと。 

② 使用の準備及び使用後の後片づけ（モップ掛け含む）は利用時間内で行うこと。 

③ 予約枠は、１枠まで。使用が終わり次第、次回の予約を可とする。2か月先まで予約可。 

④ 使用時間を厳守すること。使用時間は 1回につき、3時間まで利用可。 

⑤ 水分補給を除き、飲食はしないこと。 

⑥ 私物を置いたままにしないこと。 

⑦ 学校施設及び備品を損傷しないよう、細心の注意を払うこと。破損させた場合は、事務局学生課まで連絡

すること。 

⑧ 事故等起こらないよう十分に注意すること。 

⑨ 学校行事等で使用する場合が生じたときは、使用取消、使用の日時の変更があることをご承知おきくださ

い。 

⑩ 予約していたが、使用しないとなった場合は事務局学生課に連絡すること。（m-gakusei@tohto.ac.jp） 

⑪ 上記以外の厳守事項については、学校の指示に従うこと。 

⑫ 申請者は、すべての使用者に上記事項を厳守するよう徹底させること。 

（9） 利用者の禁止事項 

mailto:m-gakusei@tohto.ac.jp
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① 利用許可を受けた施設・設備以外の使用 

② 許可のないポスター貼付、ビラの配布、横断幕・懸垂幕の掲揚等 

③ 火気の使用 

④ 許可のない設備、備品等の移動 

⑤ 本学の指定する場所以外での喫煙又は飲食（熱中症対策としての飲料の摂取はこの限りではない） 

⑥ 体育館内における土足、ボールの壁打ち 

⑦ 1-C 教室、1-D教室授業時間帯の体育館におけるボール使用（授業に支障が生じるため） 

 

（10） 損害賠償 

利用者は、施設又は設備を損傷し、または滅失したときは、その損害に相当する金額を損害賠償として本学

に支払わなければなりません。ただし、利用者が施設又は設備を原形に回復した場合は、この限りではありま

せん。 

 

4. メディアプラザ 

メディアプラザには、学生向けに PC を準備してあります。授業内での利用のほかに、授業で利用されてい

ない時間には個人でも利用できます。 

 

（1） 利用時間 

授業日 9時～21時まで 

 

（2） 利用方法等 

メディアプラザは、飲食禁止です。 

 

5. 自習室 

 学生自習室、2-Cを自習室として利用することができます。 

 

（1） 利用時間 

授業日 9時～21時まで 

＊ただし、授業やその他行事等で使用の際は利用できません。 

 

（2） 利用方法等 

 使用後は整理整頓をすること 

 

6. 学生寮 

 学生寮に関しては、別途、規程のとおりです。 

 

7. 蘇我教育センター 

（1） 利用方法 

 ・看護学科３年次の講義・演習・臨地実習期間中の待機や学内演習日 

 ・自習、国家試験等の模試・補講等（他学科含む） 

 

（2） 利用時間 
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  原則、平日 9：00～18：00 

 

（3） 常時利用可能施設 

 ・自習スペース、図書室 

※本学生に限り、開館時間内使用可能 
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第 5章 

VI. 資料集 

東都大学 学則 

 

 

第１章 目的等 

 

（目的） 

第１条  東都大学（以下「本学」という。）は、教育基本法及び学校教育法に基づき、医療に関する幅広い専門知

識と技術を教授研究するとともに、人間性・倫理性・協調性を備えた人材を育成し、地域の保健・医療・福祉の向

上に寄与することを目的とする。 

２ ヒューマンケア学部は、教育基本法の精神に則り、広く知識を授け人格の陶冶を図るとともに、深く専門の

学術を教授・研究し、国際的視野に立って日本国の発展に貢献できる有為な人材を養成することを目的とする。 

３ 幕張ヒューマンケア学部は、教育基本法の精神に則り、広く知識を授け人格の陶冶を図るとともに、深く専

門の学術を教授・研究し、国際的視野に立って日本国の発展に貢献できる有為な人材を養成することを目的とす

る。 

４ 管理栄養学部は、教育基本法の精神に則り、広く知識を授け人格の陶冶を図るとともに、「食」・「栄養」

を通じて人々の健康や生活の質の向上を支援する専門の学術を教授・研究し、高い倫理観を有する人材を養成す

ることを目的とする。 

５ 沼津ヒューマンケア学部は、教育基本法の精神に則り、広く知識を授け人格の陶冶を図るとともに、深く専

門の学術を教授・研究し、国際的視野に立って日本国の発展に貢献できる有為な人材を養成することを目的とす

る。 

 

   

（自己点検及び評価） 

第１条の２ 本学は、教育研究水準の向上を図り、その目的及び社会的使命を達成するため、教育研究活動の状

況について自己点検及び評価を実施するものとする。 

２ 自己点検及び評価に係る実施体制及び方法については、別に定める。 

３ 第１項の自己点検及び評価については、学校教育法施行令（昭和２８年政令第３４０号）第４０条に規定す

る期間ごとに、認証評価機関による認証評価を受けるものとする。 

 

 

第２章 組織 

 

（教育研究上の基本組織） 

第２条 本学は、学部、学科をもって組織する。 

２ 本学に設置する学部及び学科並びに入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 

学部 学科 入学定員 収容定員 

ヒューマンケア学部 看護学科 １００人 ４００人 

幕張ヒューマンケア学部 看護学科 １２０人 ４８０人 

理学療法学科 ８０人 ３２０人 
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臨床工学科 ４０人 １６０人 

健康科学科 １８人 

（３年次編入学：４人） 

８０人 

管理栄養学部 管理栄養学科 ６０人 ２４０人 

沼津ヒューマンケア学部 看護学科 １００人 ４００人 

 

 

 

第３章 修業年限・学年・学期及び休業日 

 

（修業年限） 

第３条  修業年限は、４年とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、編入学者等の修業年限は、過去に本学又は他の大学において在学していた期間及

び当該期間に修得した授業科目等を考慮して定める。 

 

 

（在学期間） 

第４条 在学期間は修業年限の２倍を超えることはできない。 

 

（学年） 

第５条  学年は、毎年４月１日に始まり、次の年の３月３１日に終わる。 

 

（学期） 

第６条  学年を次の２学期に分ける。 

      前  期      ４月１日から９月３０日まで 

      後  期    １０月１日から翌年３月３１日まで 

 

（休業日） 

第７条  休業日は、次のとおりとする。ただし、休業日であっても、特に授業、実験、実習を行い、又は試験を

行うことができる。 

一 日曜日 

二 国民の祝日に関する法律に定める休日 

三 開学記念日  １１月１０日 

四 春期休業日  ４月１日から４月５日まで、３月２５日から３月３１日まで 

五 夏期休業日  ７月２１日から８月３１日まで 

六 冬期休業日  １２月２５日から翌年１月７日まで 

 

（臨時休業日） 

第８条  前条の規定にかかわらず、臨時に休業日を定め、又は変更することができる。 

 

 

第４章 入学・編入学・退学・転学・転学部・転学科・留学・休学及び除籍 
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（入学の時期） 

第９条  入学の時期は、学年の始めとする。 

  

（入学の資格） 

第１０条  本学に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者でなければならない。 

一 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

二 通常の課程により１２年の学校教育を修了した者、又は通常の課程以外の課程により、これに相当する

学校教育を修了した者 

三 外国において、学校教育における１２年の課程を修了した者、又はこれに準ずる者で文部科学大臣の指

定したもの 

四 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当該課程を

修了した者 

五 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすものに

限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に終了した者 

六 文部科学大臣の指定した者 

七 高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者（旧規定による大学入学

資格検定に合格した者を含む。） 

八 その他、本学において、相当の年齢に達し、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者 

 

（入学の出願） 

第１１条  前条の資格を有し、本学に入学を志願する者は、本学所定の入学願書に受験料及び別に定める書類を

添えて、願い出なければならない。 

 

（入学） 

第１２条  入学志願者については、学長は、選考の上、入学を許可する。 

 

（編入学） 

第１２条の２ 次の各号に該当する者で，本学に編入学を願い出た者があるときは、収容力のある場合に限り、

学力その他について考査のうえ入学を許可する。 

一 高等専門学校又は短期大学を卒業した者 

二 専修学校の専門課程（修業年限が２年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすものに限

る｡）を修了した者（学校教育法第 90 条第１項に規定する者に限る｡） 

三 他の大学を卒業した者又は学校教育法第 104 条第４項の規定により学士の学位を授与された者 

四 外国において、学校教育における14年以上の課程（日本における通常の課程による学校教育の期間を含む。）

を修了した者 

五 他の大学に２年以上在学し、所定の単位を修得した上で中途退学した者 

六 学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令第 11 号）附則第７条の規定に該当する者 

２ 前項第４号の規定にかかわらず、外国において学校教育における 13 年の課程を修了した者で、本学に編入

学を願い出た外国人があるときは、収容力のある場合に限り、学力その他について考査のうえ入学を許可する。 
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（再入学） 

第１３条  本学を退学した者で、本学に再入学を志願する者があるときは、学長は、選考の上、相当年次に入学

を許可することができる。 

 

（入学の手続） 

第１４条  入学を許可された者は、所定の期日までに定められた授業料その他の費用を納め、入学の手続を完了

しなければならない。 

 

（退学又は他大学への転学） 

第１５条  学生が退学又は他の大学に転学しようとするときは、その事由を明らかにし、保証人連署の退学願又

は転学願を提出し、学長の許可を受けなければならない。 

 

（転学部・転学科） 

第１５条の２ 本学の学生で、他の学部・学科に転籍を志願する者については、関係学部における選考のうえ、

これを許可することがある。 

２ 前項の学生の在学年数には、元の学部・学科の在学年数の全部または一部を算入することができる。この場

合の在学年数は、第３条の規定による修業年限に満たない年数の２倍を超えてはならない。 

 

（留学） 

第１６条  本学の学生であって外国の大学で学修することを志願する者は、学長の許可を受けて留学することが

できる。 

２  前項の許可を得て留学した期間は、修業年限に算入することができる。 

 

（休学） 

第１７条  疾病その他の事由により、引き続き３か月以上出席することができない場合は、その事由を明らかに

し、保証人連署の休学願を提出し、学長の許可を受けなければならない。 

２  疾病による事由の場合には、診断書を添付しなければならない。 

３  疾病その他の事由によって学修することが適当でないと認められる場合には、学長は、休学を命ずることが

できる。 

４ 休学期間は、これを在学年数に算入しない。 

５ 休学期間は、通算３年を超えることができない。 

 

（復学） 

第１８条  休学期間の満了の場合又は休学期間中であっても、その事由が消滅した場合には、保証人連署の上復

学願を提出し、学長の許可を受けて復学することができる。 

（除籍） 

第１９条  次の各号の一に該当する者は、除籍する。 

一 授業料など学納金の納付を怠り、督促してもなお納付しない者 

二 休学期間を満了しても、何等の手続をしない者 

三 死亡又は行方不明の者 

四 第４条各項に規定する期間を超えた者 

２  前項第一号に該当する者が復籍を願い出た場合、学長は復籍させることができる。 
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第５章 教育課程及び履修方法 

 

（授業科目及び単位数） 

第２０条  授業科目及び単位数は、別表第１、別表第２、別表第３、別表第４、別表第５、別表６及び別表７に

定めるところによる。 

 

 

（履修方法及び単位の修得） 

第２１条  授業科目の履修方法及び単位の修得については、別に定める。 

２ 履修科目として登録することができる単位数の上限については、別に定める。 

３ 第１項の授業は、平成１３年文部科学省告示第５１号の定めるところにより、多様なメディアを高度に利用

して、当該授業を行う教室以外の場所で履修させることができる。 

 

（授業計画の明示） 

第２１条の２ 本学は、授業の方法及び内容等を定めた１年間の授業計画をあらかじめ明示するものとする。 

 

（入学前の既修得単位等の認定） 

第２２条  大学、短期大学を卒業し、本学に入学を許可された者については、教育上有益と認めるときは、当該

大学又は短期大学において既に修得した単位（科目等履修生により修得した単位を含む。）を本学において修得

したものとして認めることができる。 

２  前項に規定するほか、教育上有益と認めるときは、学生が入学する前に行った大学以外の教育施設等におけ

る学修を本学における授業科目の履修とみなし、大学設置基準第３０条第２項に定めるところにより単位を与え

ることができる。 

３  既修得単位の認定等について必要な事項は、別に定める。 

 

（他大学等における授業科目の履修等） 

第２３条  教育上有益と認めるときは、他の大学又は短期大学との協定に基づき、学生に当該大学の授業科目を

履修することを認めることができる。   

 

（大学以外の教育施設等における学修） 

第２３条の２  教育上有益と認めるときは、学生が行う大学以外の教育施設等における学修を、本学における授

業科目の履修とみなし、本学の定めるところにより単位を与えることができる。 

 

 

第６章 成績評価及び単位認定 

 

（単位の授与等） 

第２４条  学生が授業科目を履修した場合には成績の評価を行い、合格者に対して単位を与える。 

２  成績評価は、試験、論文、報告書、その他によって行う。 

３  成績は、Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ及びＦの評語をもって表わし、Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃを合格とし、Ｆ を不合格とする。 

４ 成績の評価及び単位の認定に当たっては、その基準をあらかじめ明示するものとする。 
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（単位の計算方法） 

第２５条  各授業科目の単位数は、１単位の授業時間を４５時間の学修を必要とする内容をもって構成すること

を標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準に

より計算するものとする。 

一 講義及び演習については、１５時間から３０時間までの範囲で本学が定める時間の授業をもって１単位

とする。 

二 実験、実習及び実技については、３０時間から４５時間までの範囲で本学が定める時間の授業をもって

１単位とする。 

三 一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合に

ついては、その組み合わせに応じ、前２号に規定する基準を考慮して本学が定める時間の授業をもって

１単位とする。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、卒業研究の授業科目については、これらの学修の成果を評価して単位を授与する

ことが適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。 

 

 

第７章 卒業及び学士の学位授与 

 

（卒業） 

第２６条  本学に４年以上在学し、所定の授業科目を履修し、かつ、次に定める単位を修得した者には、卒業の

認定を行い、卒業証書を授与する。 

ヒューマンケア学部 

   看護学科   １２８単位以上 

 幕張ヒューマンケア学部 

   看護学科   １２８単位以上 

   理学療法学科 １２４単位以上 

   臨床工学科  １２４単位以上 

   健康科学科  １２４単位以上 

 管理栄養学部 

   管理栄養学科 １２４単位以上 

 沼津ヒューマンケア学部 

   看護学科   １２４単位以上 

 

２  卒業の認定は学年の終わりに行う。ただし、やむを得ない事由により、この認定を受けることができなかっ

た者については、次年度の前期の終わりにこれを行うことができる。 

 

（学士の学位授与） 

第２７条  本学を卒業した者に対し、次の学位を授与する。 

一 ヒューマンケア学部看護学科         学士（看護学） 

二 幕張ヒューマンケア学部看護学科       学士（看護学） 

三 幕張ヒューマンケア学部理学療法学科     学士（理学療法学） 

四 幕張ヒューマンケア学部臨床工学科      学士（臨床工学） 
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五 幕張ヒューマンケア学部健康科学科      学士（健康科学） 

六 管理栄養学部管理栄養学科          学士（栄養学） 

七 沼津ヒューマンケア学部看護学科       学士（看護学） 

２  学位に関する規程は、別に定める。 

 

 

第８章 学生納付金 

 

（学生納付金） 

第２８条  本学の学生納付金及びその額は、別表第８に定めるところによる。 

２  学生納付金は、年額の２分の１に相当する額をそれぞれ次の２期に納入するものとする。ただし、学生納付

金の全額を学年の始めに納入することができる。 

      前   期      ４月１日から４月３０日まで     

      後   期      １０月１日から１０月３１日まで  

ただし、新たに入学する者は、入学手続の際に納入することとする。 

３  学生納付金の額は、社会情勢等まわりの経済状況を勘案して決定するものとする。 

 

（特待生による免除） 

第２８条の２  本学に１年以上在学した学生中、特に学業成績が優秀で品行方正な者に対して、特待生として授

業料を免除することがある。 

２  特待生に関する規程は、別に定める。 

 

（学生納付金の徴収猶予・分納） 

第２８条の３  経済的理由又はその他特別の事情によって納入期限までに学生納付金の納入が困難な場合には、

申請に基づき、学生納付金の徴収を猶予し又は分納を許可することがある。 

２  学生納付金の徴収猶予及び分納の取扱いについては、別に定める。 

 

（休学の場合の授業料等） 

第２８条の４  休学の場合の学生納付金については、別に定める。 

 

（停学者の学生納付金） 

第２８条の５  停学者については、停学期間中の学生納付金は、免除しない。 

 

（既納の学生納付金） 

第２９条  既納の学生納付金は、事由のいかんにかかわらず、返還しない。ただし、入学試験合格者が入学手続

完了後、入学を辞退し所定の期限までに納付金の返還を申請した場合は、入学金以外の納付金を返還する。 

 

（実験実習費） 

第３０条  実験実習に要する費用は別に徴収することがある。 
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第９章 教職員及び教授会 

 

（教職員の種類） 

第３１条  本学に次の教職員を置く。 

学 長 

副学長 

学部長 

学科長 

教 授 

准教授 

講 師 

助 教 

助 手 

事務職員 

 

（教授会） 

第３２条  本学の各学部に教授会を置く。 

２  教授会は、学部長、学科長、専任の教授をもって組織し、学長及び副学長は必要に応じて出席することがで

きる。 

３ 教授会には、准教授その他の職員を加えることができる。 

４ 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとする。 

一 学生の入学、卒業及び課程の修了に関すること 

二 学位の授与に関すること 

三 前二号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くことが必要なものと

して学長が定めるもの 

５ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び学長

の求めに応じ、意見を述べることができる。 

６  教授会に関し必要な事項は別に定める。 

 

 

第１０章 特別聴講学生・聴講生・科目等履修生 

 

（特別聴講学生） 

第３３条  他の大学又は短期大学の学生で、本学において授業科目を履修することを志願する者があるときは、

当該他の大学又は短期大学との協定に基づき、特別聴講学生として入学を許可することがある。   

２  特別聴講学生に関する規則は別に定める。 

 

（聴講生） 

第３４条  本学において、特定の授業科目を聴講することを志願する者があるときは、本学の教育に支障のない

限り、選考の上聴講生として入学を許可することがある。   

２  聴講生に関する規則は別に定める。 
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（科目等履修生） 

第３４条の２  本学の学生以外の者で、一又は複数の授業科目を履修することを志願する者があるときは、本学

の教育に支障のない限り、選考の上科目等履修生として入学を許可することがある。   

２  科目等履修生に関する規則は、別に定める。 

第１１章 公開講座 

 

（公開講座） 

第３５条  本学は、一般人の教養を高め、地方文化の向上に資するため、必要に応じ公開講座を開設する。 

２  公開講座に関する規則は別に定める。 

 

第１２章 賞 罰 

（表彰） 

第３６条  本学の学生で性行、学業の特に優秀な者は、これを表彰することがある。 

 

（懲戒） 

第３７条  本学の学生で本学の諸規則に違反し、秩序を乱し、その他学生としての本分に反する行為があったと

きは、教授会の意見を聴いて学長が懲戒する。 

２  懲戒の種類は退学、停学及び訓告とする。 

３  前項の退学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。 

一 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

二 学業を怠り、成業の見込みがないと認められる者 

三 正当な理由がなくて出席常でない者 

四 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者 

４ 第１項から前項までに規定するもののほか、学生の懲戒に関する事項は別に定める。 

 

第１３章 図 書 館 

 

（図書館） 

第３８条  本学に図書館を置く。 

２  図書館に関する規則は別に定める。 

 

 

第１４章 雑 則 

 

（教職員の研修） 

第３８条の２ 学長は、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修その他教職員のための研修を実施

するものとする。 

 

（情報の積極的な提供） 

第３８条の３ 学長は、教育研究活動等の状況について、刊行物への掲載その他広く周知を図ることができる方

法によって積極的に情報を提供するものとする。 
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（雑則） 

第３９条  この学則の改廃は、各学部の教授会の意見を聴いて、学長が定める。 

 

 

附 則 

  この学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

改正附則（教育課程関係） 

１ この学則の改正は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 平成２３年度以前に入学した者の卒業に必要な単位数、履修方法等については、改正後の規定にかかわらず、

改正前の規定を適用する。 

 

改正附則（学納金関係） 

この学則の改正は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

改正附則 

１ この学則の改正は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 別表の第２（ヒューマンケア学部）を削除し、（学生納付金）の表を次のように改める。 

 

改正附則（別表第２関係） 

１ この学則の改正は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の学則は、平成２８年４月１日以後に入学した者から適用する。 

 

改正附則 

１ この学則の改正は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ 改正後の学則は、平成２９年４月１日以後に入学した者から適用する。 

 

改正附則 

１ この学則の改正は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 改正後の学則は、平成３０年４月１日以後に入学した者から適用する。 

 

改正附則 

１ この学則の改正は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 改正後の学則は、平成３１年４月１日以後に入学した者から適用する。 

 

改正附則 

１ この学則の改正は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 改正後の学則は、令和３年４月１日以後に入学した者から適用する。 

 

改正附則 

１ この学則の改正は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 改正後の学則は、令和４年４月１日以後に入学した者から適用する。 
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改正附則 

１ この学則の改正は、令和５年４月１日から施行する。 

２ 改正後の学則は、令和５年４月１日以後に入学した者から適用する。 

 

改正附則 

１ この学則の改正は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 改正後の学則は、令和６年４月１日以後に入学した者から適用する。 
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別表第１（平成 29 年度以降令和 3 年度迄入学者適用）（ヒューマンケア学部看護学科） 

 

  
必
修

選
択

必
修

選
択

ヒューマンケア概論 1 看護学概論 2
心理学 2 こころの健康 1
倫理と医療 2 ヒューマンケアと看護 2
人間の生き方（渋沢栄一・論語） 1 看護実践方法論 1
法学(日本国憲法を含む） 2 フィジカルアセスメント 1
生活科学 1 生活援助論Ⅰ 1
臨床哲学 2 生活援助論Ⅱ 2
社会学 2 生活援助論Ⅲ 2
教育学 2 基礎看護学実習Ⅰ 1
医療の歴史 1 基礎看護学実習Ⅱ 2
生活と芸術 1 小児看護学概論 1
生涯スポーツⅠ 1 小児看護学援助論 2
生涯スポーツⅡ 1 小児看護学実習 2
化学基礎 1 成人看護学概論 1
化学 1 成人看護学援助論Ⅰ 2
生物学基礎 1 成人看護学援助論Ⅱ 2
生物学 1 成人看護学実習Ⅰ 3
統計学入門 1 成人看護学実習Ⅱ 3
物理学 1 高齢者看護学概論 1
情報処理 1 高齢者看護学援助論 2
教育情報論 1 高齢者看護学実習Ⅰ 2
大学入門講座 2 高齢者看護学実習Ⅱ 2
情報学基礎 1 リプロダクティブヘルス看護学概論 1
日本語表現とコミュニケーション 1 リプロダクティブヘルス看護学援助論 2
東都フロンティア 1 リプロダクティブヘルス看護学実習 2
ボランティア活動論 2 ウェルネス期看護論 1
基礎英語 1 急性期看護論 1
実践英語 1 慢性期看護論 1
実践医療英語Ⅰ 1 回復期看護論 1
実践医療英語Ⅱ 1 終末期看護論 1
国際コミュニケーション(フランス語) 1 地域の健康と看護Ⅰ 1 ◆
国際コミュニケーション（中国語） 1 地域の健康と看護Ⅱ 1 ◆
国際社会 1 地域包括ケア論 1
異文化理解コミュニケーション研修 2 地域母子保健 1 ★
手話入門 1 家族看護論 1 ★

小計（３５科目） 17 27 産業看護論Ⅰ 2 ◆
身体の構造・機能Ⅰ 1 産業看護論Ⅱ 1
身体の構造・機能Ⅱ 1 学校保健活動論 1 ◆
免疫・感染学 2 精神看護学概論 1
病理学 1 精神看護学援助論 2
病態と治療Ⅰ 2 精神看護学実習 2
病態と治療Ⅱ 2 在宅看護概論 1
病態と治療Ⅲ 1 在宅看護援助論 2
病態と治療Ⅳ 1 在宅看護実習 2
病態と治療Ⅴ 1 看護研究方法 1
薬理学 2 ヒューマンケア看護研究 1
栄養生化学 2 医療安全 1
精神医学 1 ヒューマンケア総合演習 1
画像診断学 1 看護統合実習 2 ◆★
先進医療 1 看護マネジメント 2 ▲
老年病学 1 関係職種連携論 1
リハビリテーション学 1 災害看護学 1 ◆
カウンセリング 1 国際医療協力 1 ★
公衆衛生学 2 感染看護 1
疫学 2 ◆ がん看護 1
保健統計 2 ◆ 救急看護 1
看護関係法規 1 リハビリテーション看護 1
保健医療福祉行政論Ⅰ 1 ◆ 小計（５７科目） 69 13
保健医療福祉行政論Ⅱ 1 ◆ 公衆衛生看護活動論 1 ◆
社会福祉概論 1 公衆衛生看護活動展開論Ⅰ 1 ◆
医療経済入門 1 公衆衛生看護活動展開論Ⅱ 1 ◆
労働衛生関係法規Ⅰ 2 公衆衛生看護学演習Ⅰ 2 ◆
労働衛生関係法規Ⅱ 2 公衆衛生看護学演習Ⅱ 2 ◆

小計（２７科目）　 23 14 公衆衛生看護管理 1 ◆
公衆衛生看護学実習 4 ◆

小計（７科目） 0 12
助産学概論 2 ★
基礎助産学 2 ★
周産期の基礎 2 ★
助産診断・技術学Ⅰ 2 ★
助産診断・技術学Ⅱ 2 ★
分娩介助技法 2 ★
助産管理 2 ★
助産学実習Ⅰ 8 ★
助産学実習Ⅱ 1 ★

小計（９科目） 0 23
109 89合計（１３５科目）

看
護
の
統
合
と
発
展

社
会
と
環
境
の
理
解

保
健
師
助
産
師
専
門
科
目
群

保
健
師
課
程

▲は看護師コースの必修科目

助
産
師
課
程

◆は保健師コースの必修科目
★は助産師コースの必修科目

科目
区分

授業科目の名称
単位数

備
考

ヒ
ュ
ー

マ
ン
ケ
ア
の
基
礎
科
目
群

人
間
形
成
の
基
礎

看
護
専
門
科
目
群

看
護
の
基
礎

ラ
イ
フ
ス
テ
ー

ジ
と
看
護

自
然
の
理
解

学

習

・

自

己

教

育

の

基

礎
健

康

レ

ベ
ル

と

看

護

異
文
化
理
解

社
会
生
活
と
看
護

看
護
の
基
礎
科
目
群

健
康
の
理
解

別表第１(平成２９年度以降令和3年度迄入学者適用)
（ヒューマンケア学部看護学科）

科目
区分

授業科目の名称
単位数

備
考
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別表第１（令和 4 年度以降入学者適用）（ヒューマンケア学部看護学科） 
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別表第２（令和 3 年度以前入学者適用）（幕張ヒューマンケア学部看護学科） 
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別表第２（令和 4 年度以降入学者適用）（幕張ヒューマンケア学部看護学科） 

  



６３ 

別表第３ （幕張ヒューマンケア学部理学療法学科） 
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別表第４ （令和 4 年度以前入学者適用） （幕張ヒューマンケア学部臨床工学科） 
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別表第 4（令和 5 年度以降入学者適用） （幕張ヒューマンケア学部臨床工学科） 
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別表第５ 

  

1 1

1 2

2 2

2 1

2 1

2 1

2 4 4

2 1

2 2

1 1

1 1

1 2

2 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

2 24 1

1 2

2 5 11

2 2

1 1

2 2

2 1

1 1

1 1

2 2

2 1

1 1

2 1

2 1

1 2

2 1

1 23 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 1

1 7 1

4 54 1

2 1

2 1

2 1

2 1

2 1

6 4 2

2 2

2 2

2 2

1 2

2 2

1 2

2 2

1 2

1 2

2 2

1 2

1 2

1 2

1 2

1 2

1 2

1 0 67

1 1

1 1

1 2

1 2

1 2

6 22 4

2 12 0

1 21 82

1 39 166

2

2 4

14 30

単位数
備
考必

修
選
択

卒業研究

小計（6科目）

小計（71科目）

合計（143科目）

科目
区分

授業科目の名称

人工知能（AI）

医用ロボティクス

人工臓器概論

小計（46科目）

健
康
科
学
の
展
開

健康科学ゼミ入門

健康科学ゼミⅠ

健康科学ゼミⅡ

健康科学ゼミⅢ

健康科学ゼミⅣ

医療用IoTセキュリティー

医用画像診断装置学

体外循環療法学

血液浄化療法学

呼吸療法学

医用画像情報処理技術

生体計測装置学

医用機器学

医療情報処理技術

医療情報システム

情報通信ネットワーク

医療用IoT概論

障害者スポーツ

小児理学療法

ユニバーサルデザイン・バリアフリー論

産業健康増進理学療法学

生体物性工学

医用機械工学

運動器系理学療法学

神経系理学療法学

内部障害系（循環器系）理学療法学

内部障害系（代謝系）理学療法学

スポーツ理学療法

ウィメンズヘルスケア

国際医療協力

理学療法概論

運動療法学

日常生活動作学

義肢装具学

物理療法学

地域包括ケア概論

精神看護学概論

地域・在宅看護学概論

産業看護活動論

地域母子保健

救急看護

健康科学教育

小計（13科目）

健
康
科
学
の
発
展

基礎看護学概論

生活科学

小児看護学概論

成人看護学概論

高齢者看護学概論

リプロダクティブヘルス看護学概論

公衆衛生看護学概論

非営利活動概論

人的資源と組織論

現代情報論

審美健康科学概論

ファイナンシャルプラン概論

科学技術フロンティア

健康科学キャリア入門

健康科学キャリア開発

健康科学研究方法

健康科学技術開発概論

健康科学技術開発演習

健康科学倫理

健
康
科
学
に
必
要
な
専
門
科
目
群

健
康
科
学
の
基
礎

健康科学概論

健康科学演習Ⅰ

健康科学演習Ⅱ

科学リテラシー

英語表現とプレゼンテーション

比較文化論

小計（6科目）

健
康
科
学
の
応
用

小計（31科目）

小計（22科目）
健
康
科
学
に
必

要

な
情
報
系
基
礎

情報科学概論

情報機器の理解

情報リテラシー

パソコン基礎演習

小計（4科目）

栄養学特論

医療栄養学

リハビリテーション概論

終末期医療論

医療制度と関係法規

公衆衛生学

健康障害の回復と支援

遺伝と健康

先進医療

細胞学

組織学

老年学

健
康
科
学
に
必
要
な
医
学
系
基
礎

医学概論

感染と免疫

薬理学

臨床検査学概論

看護学概論

医療工学入門

保健統計

医療経済入門

健
康
科
学
に
必
要
な
基
礎
科
目
群

人
体
の
構

造

及
び
機
能

身体の構造・機能Ⅰ

身体の構造・機能Ⅱ

身体の構造・機能Ⅲ

病理学

生化学

小計（5科目）

医療政策論入門

労働衛生関係法規

医療英語

中国語

フランス語

小計（8科目）

小計（41科目）

統計学入門

確率統計学入門

小計（15科目）

異
文
化
理
解

英語Ⅰ

英語Ⅱ

英語Ⅲ

英語Ⅳ

科学英語

化学

化学Ⅰ

化学Ⅱ

物理学入門

物理Ⅰ

物理Ⅱ

小計（18科目）

自
然
科
学
の
理
解

数学の基礎

数学Ⅰ

数学Ⅱ

生物学

生物Ⅰ

生物Ⅱ

生命理解のための化学

法学（日本国憲法を含む）

哲学

社会学

医療と看護の歴史

論理学入門

文化とアート

法律と医療

社会福祉論

カウンセリング論

スポーツ健康科学Ⅰ

スポーツ健康科学Ⅱ

千葉近代史と人々の営み

ヒ
ュ
ー

マ
ン
ケ
ア
の
基
礎
科
目
群

人
間
と
生
活

大学入門講座

ヒューマンケア概論

心理学

コミュニケーション論

人間の生き方

倫理と医療

備
考必

修
選
択

（幕張ヒューマンケア学部健康科学科）

科目
区分

授業科目の名称

単位数
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別表第６（平成 30 年度以前入学者適用） （管理栄養学部管理栄養学科） 

 

  

必　修選　択 必　修選　択

ヒューマンケア概論 1 基礎栄養学 2

心理学 2 基礎栄養学実験 1

倫理学と医療 2 応用栄養学Ⅰ 2

人間の生き方（渋沢栄一・論語） 1 応用栄養学Ⅱ 2

法学（日本国憲法を含む） 2 ▲ 応用栄養学Ⅲ 2

生活科学 1 応用栄養学実習 1

臨床哲学 2 スポーツ栄養学 2

社会学 2 栄養教育論Ⅰ 2

教育原論 2 ▲ 栄養教育論Ⅱ 2

医療の歴史 1 栄養教育論Ⅲ 2

生活と芸術 1 栄養教育論実習Ⅰ 1

地域と食 2 栄養教育論実習Ⅱ 1

生涯スポーツⅠ 1 ▲ 臨床栄養学Ⅰ 2

生涯スポーツⅡ 1 ▲ 臨床栄養学Ⅱ 2

管理栄養士のための化学（基礎） 2 臨床栄養学Ⅲ 2

管理栄養士のための化学 2 臨床栄養学Ⅳ 2

管理栄養士のための生物学（基礎） 2 臨床栄養学実習Ⅰ 1

管理栄養士のための生物学 2 臨床栄養学実習Ⅱ 1

統計学入門 1 臨床栄養学実習Ⅲ 1

物理学 1 公衆栄養学Ⅰ 2

情報処理 1 公衆栄養学Ⅱ 2

教育情報論 2 ▲ 公衆栄養学実習 1

基礎学修講座 1 国際栄養学 1

情報学基礎 1 ▲ 地域栄養活動演習 1

コミュニケーション論 1 給食経営管理論Ⅰ 2

ボランティア活動論 2 給食経営管理論Ⅱ 2

英語Ⅰ 1 ▲ 給食経営管理論実習 1

英語Ⅱ 1 ▲ フードサービス実習 1

英語Ⅲ 1 総合演習Ⅰ 1

英語Ⅳ 1 総合演習Ⅱ 1

国際コミュニケーション（フランス語） 1 管理栄養士演習 1

国際コミュニケーション（中国語） 1 臨地実習Ⅰ（給食の運営） 1

国際社会 1 臨地実習Ⅱ（臨床栄養学） 2

手話入門 1 臨地実習Ⅲ（公衆栄養学） 1 ◆

小計(３４科目) 15 32 臨地実習Ⅳ（臨床栄養学） 1

社会福祉概論 2 キャリアデザイン 1

公衆衛生学 2 臨床実践演習 1

健康管理概論 2 文献購読 1

保健医療福祉システム論 1 卒業研究 4

生化学Ⅰ 2 小計(３９科目) 47 12

生化学Ⅱ 2 学校栄養教育論 2 ▲

生化学実験Ⅰ 1 学校栄養指導論 2 ▲

生化学実験Ⅱ 1 教職概論 2 ▲

解剖生理学Ⅰ 2 教育心理学 2 ▲

解剖生理学Ⅱ 2 道徳教育の理論と方法 1 ▲

解剖生理学実験 1 特別活動論 1 ▲

臨床医学Ⅰ 2 教育方法論（教育課程論を含む） 2 ▲

臨床医学Ⅱ 2 生徒指導論 2 ▲

微生物学 2 教育相談論 2 ▲

微生物学実験 1 学校栄養教育実習Ⅰ 1 ▲

有機化学 2 ★ 学校栄養教育実習Ⅱ 1 ▲

食品学Ⅰ 2 教職実践演習（栄養教諭） 2 ▲

食品学Ⅱ 2 小計(１２科目) 0 20

食品学実験Ⅰ 1 合計(１１１科目) 101 66

食品学実験Ⅱ 1

食品衛生学 2

食品衛生学実験 1 ▲は栄養教諭履修者の必修科目

調理学 2 ★は衛生監視員・衛生管理者取得の必修科目

調理学実習Ⅰ 1

調理学実習Ⅱ 1

調理科学実験 1

小計(２６科目) 39 2

別表第５　（平成30年度以前入学者適用）

（管理栄養学部管理栄養学科）

科目
区分

授業科目の名称

単位数

備考
科目
区分

授業科目の名称

単位数

備考

基
礎
科
目
群

人
間
形
成
の
基
礎

専
門
科
目
群

基
礎

栄
養
学

応
用
栄
養
学

栄
養
教
育
論

臨
床
栄
養
学

自
然
の
理
解

公
衆

栄
養
学学

習
・
自
己

教
育
の
基
礎

給
食
経
営

管
理
論

異
文
化
理
解

総
合
演
習

臨
地
実
習

専
門
基
礎
科
目
群

社
会
・
環
境

と
健
康

統
合
科
目

人
体
の
構
造
と
機
能
及
び

疾
病
の
成
り
立
ち

教
職
科
目

食
べ
物
と
健
康
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別表第６（平成 31 年度以降入学生適用） （管理栄養学部管理栄養学科） 

 

  

別表第５（平成31年度以降入学者適用）

必　修 選　択 必　修 選　択

ヒューマンケア概論 1 基礎栄養学 2

心理学 2 基礎栄養学実験 1

倫理学と医療 2 応用栄養学Ⅰ 2

人間の生き方（渋沢栄一・論語） 1 応用栄養学Ⅱ 2

日本国憲法 2 ▲ 応用栄養学Ⅲ 2

生活科学 1 応用栄養学実習 1

臨床哲学 2 スポーツ栄養学 2

社会学 2 栄養教育論Ⅰ 2

教育原論 2 ▲ 栄養教育論Ⅱ 2

医療の歴史 1 栄養教育論Ⅲ 2

生活と芸術 1 栄養教育論実習Ⅰ 1

地域と食 2 栄養教育論実習Ⅱ 1

生涯スポーツⅠ 1 ▲ 臨床栄養学Ⅰ 2

生涯スポーツⅡ 1 ▲ 臨床栄養学Ⅱ 2

管理栄養士のための化学（基礎） 2 臨床栄養学Ⅲ 2

管理栄養士のための化学 2 臨床栄養学Ⅳ 2

管理栄養士のための生物学（基礎） 2 臨床栄養学実習Ⅰ 1

管理栄養士のための生物学 2 臨床栄養学実習Ⅱ 1

統計学入門 1 臨床栄養学実習Ⅲ 1

物理学 1 公衆栄養学Ⅰ 2

情報処理 1 公衆栄養学Ⅱ 2

教育情報論 2 ▲ 公衆栄養学実習 1

基礎学修講座 1 国際栄養学 1

情報学基礎 1 地域栄養活動演習 1

コミュニケーション論 1 給食経営管理論Ⅰ 2

ボランティア活動論 2 給食経営管理論Ⅱ 2

英語Ⅰ 1 ▲ 給食経営管理論実習 1

英語Ⅱ 1 ▲ フードサービス演習 1

英語Ⅲ 1 総合演習Ⅰ 1

英語Ⅳ 1 総合演習Ⅱ 1

国際コミュニケーション（フランス語） 1 管理栄養士演習 1

国際コミュニケーション（中国語） 1 臨地実習Ⅰ（給食の運営） 1

国際社会 1 臨地実習Ⅱ（臨床栄養学） 2

手話入門 1 臨地実習Ⅲ（公衆栄養学） 1

小計(３４科目) 15 32 臨地実習Ⅳ（臨床栄養学） 1

社会福祉概論 2 キャリアデザイン 1

公衆衛生学 2 臨床実践演習 1

健康管理概論 2 文献講読 1

保健医療福祉システム論 1 卒業研究 4

生化学Ⅰ 2 小計(３９科目) 47 12

生化学Ⅱ 2 学校栄養教育論 2 ▲

生化学実験Ⅰ 1 学校栄養指導論 2 ▲

生化学実験Ⅱ 1 教職概論 2 ▲

解剖生理学Ⅰ 2 教育心理学 2 ▲

解剖生理学Ⅱ 2 特別支援教育概論 1 ▲

解剖生理学実験 1 教育課程論 1 ▲

臨床医学Ⅰ 2 総合的な学習の時間の指導法 1 ▲

臨床医学Ⅱ 2 道徳教育の理論と方法 1 ▲

微生物学 2 特別活動論 1 ▲

微生物学実験 1 教育方法・技術論 1 ▲

有機化学 2 ★ 生徒指導論 2 ▲

食品学Ⅰ 2 教育相談論 2 ▲

食品学Ⅱ 2 学校栄養教育実習Ⅰ 1 ▲

食品学実験Ⅰ 1 学校栄養教育実習Ⅱ 1 ▲

食品学実験Ⅱ 1 教職実践演習（栄養教諭） 2 ▲

食品衛生学 2 小計(１５科目) 0 22

食品衛生学実験 1 合計(１１４科目) 101 68

調理学 2

調理学実習Ⅰ 1 ▲は栄養教諭履修者の必修科目

調理学実習Ⅱ 1 ★は食品衛生監視員・食品衛生管理者取得の必修科目

調理科学実験 1

小計(２６科目) 39 2

単位数
備考

基
礎
科
目
群

人
間
形
成
の
基
礎

専
門
科
目
群

基
礎

栄
養
学

応
用
栄
養
学

栄
養
教
育
論

臨
床
栄
養
学

自
然
の
理
解

公
衆

栄
養
学

学
習
・
自
己

教
育
の
基
礎

給
食
経
営

管
理
論

異
文
化
理
解

授業科目の名称

（管理栄養学部管理栄養学科）

専
門
基
礎
科
目
群

社
会
・
環
境

と
健
康

統
合
科
目

人
体
の
構
造
と
機
能
及
び

疾
病
の
成
り
立
ち

食
べ
物
と
健
康

教
職
科
目

総
合
演
習

臨
地
実
習

科目
区分

授業科目の名称
単位数

備考
科目
区分
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別表第７（令和 3 年度入学者適用） （沼津ヒューマンケア学部看護学科） 
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別表第７（令和 4 年度以降入学者適用） （沼津ヒューマンケア学部看護学科） 

 

  

必

修

選

択

必

修

選

択

ヒューマンケア概論 1 基礎看護学概論 2

いのちと倫理 2 看護倫理 2

沼津の歴史と文化 1 ヘルスアセスメント 1

心理学 2 看護援助論Ⅰ 1

法学（日本国憲法を含む） 2 看護援助論Ⅱ 2

社会学 2 看護援助論Ⅲ 2

教育学 2 看護実践方法論 1

哲学 2 基礎看護学実習Ⅰ 1

生活科学 1 基礎看護学実習Ⅱ 2

医療の歴史 1 小児看護学概論 1

生活と芸術 1 小児看護学援助論 2

スポーツ健康科学Ⅰ 1 小児看護学実習 2

スポーツ健康科学Ⅱ 1 成人看護学概論 2

化学 1 成人看護学援助論Ⅰ 2

数学の基礎 1 成人看護学援助論Ⅱ 2

生物学 1 成人看護学実習Ⅰ 3

物理学入門 1 成人看護学実習Ⅱ 3

情報処理 1 高齢者看護学概論 1

統計学入門 1 高齢者看護学援助論 2

大学入門講座 2 高齢者看護学実習Ⅰ 3

情報学基礎 1 高齢者看護学実習Ⅱ 1

コミュニケーション論 1 1

看護とキャリア 1 2

手話入門 1 2

英語Ⅰ 1 急性期看護論 1

英語Ⅱ 1 慢性期看護論 1

実践医療英語Ⅰ 1 回復期看護論 1

実践医療英語Ⅱ 1 終末期看護論 1

フランス語 1 地域の健康と看護Ⅰ 1

ドイツ語 1 地域の健康と看護Ⅱ　 1

比較思想 2 地域包括ケア概論 1

16 23 地域母子保健　　 1 ▲

身体の構造・機能Ⅰ（基礎編） 1 家族看護論 1

身体の構造・機能Ⅱ（系統別） 1 産業看護論Ⅰ 1 ▲

身体の構造・機能Ⅲ（構造・機能測定法） 1 産業看護論Ⅱ 1 ▲

生化学 2 公衆衛生看護学概論 1 ▲

医療栄養学 1 学校保健活動論　　 1 ▲

薬理学 2 精神看護学概論 1

病態学 2 精神看護学援助論 2

感染と免疫 2 精神看護学実習 2

1 在宅看護概論 1

1 在宅看護援助論 2

1 地域・在宅看護実習 2

1 看護研究方法 1

1 ヒューマンケア看護研究 1

1 ヒューマンケア総合演習 1

医療工学入門 1 看護統合実習 2

健康障害の回復と支援 1 医療安全論 1

遺伝と健康 1 看護カウンセリング 1

先進医療 1 看護管理　 1 ●

公衆衛生学 2 医療関係職種連携論 1

疫学 2 医療政策論入門 1

保健統計　 2 ▲ 感染看護 1

看護関係法規 1 がん看護 1

保健医療福祉行政論Ⅰ 1 救急看護 1

保健医療福祉行政論Ⅱ 2 ▲ 災害看護 1 ▲

社会福祉概論 1 国際保健・看護 2

医療経済入門 1 68 14

労働衛生関係法規 2 公衆衛生看護活動論 1 ▲

25 11 公衆衛生看護活動展開論Ⅰ 1 ▲

公衆衛生看護活動展開論Ⅱ 1 ▲

公衆衛生看護学演習Ⅰ 2 ▲

公衆衛生看護学演習Ⅱ 2 ▲

●印は看護師コースの選択必修科目 公衆衛生看護管理 1 ▲

▲印は保健師コースの選択必修科目 公衆衛生看護学実習Ⅰ 1 ▲

公衆衛生看護学実習Ⅱ 4 ▲

小計（8科目） 0 13

109 61

異

文

化

理

解

小計（57科目）

保
健

師

課

程

小計（27科目）

合計（123科目）

小計（31科目）

授業科目の名称

単位数 備

考

人

間

形

成

の

基

礎

看

護

専

門

科

目

群

看

護

の

基

礎

ラ

イ

フ

ス

テ
ー

ジ

と

看

護

自

然

科

学

の

理

解

学

習

・

自

己

教

育

の

基

礎

科目

区分

リプロダクティブヘルス看護学概論

リプロダクティブヘルス看護学援助論

リプロダクティブヘルス看護学実習

疾病治療論Ⅰ（呼吸・循環器系）

疾病治療論Ⅱ（消化器・内分泌系）

看

護

の

統

合

と

発

展

ヒ
ュ

ー

マ

ン

ケ

ア

の

基

礎

科

目

群

健

康

の

理

解
看

護

の

基

礎

科

目

群

健

康

レ

ベ

ル

と

看

護

科目

区分
授業科目の名称

単位数 備

考

疾病治療論Ⅲ（筋骨格系）

疾病治療論Ⅳ（小児科系）

疾病治療論Ⅴ（精神・神経系）

疾病治療論Ⅵ（泌尿器・産科系）

社

会

と

環

境

の

理

解

保

健

師
専

門

科

目

群

社

会

生

活

と

看

護
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別表第８（学生納付金） 

（円） 

区 分 授業料 
実験 

実習費 

施設 

設備費 

授業料等 

※年額 

ヒューマンケア学部 看護学科 900,000 200,000 400,000 

幕張ヒューマンケア学部 

看護学科 900,000 200,000 400,000 

理学療法学科 900,000 200,000 400,000 

臨床工学科 900,000 200,000 400,000 

健康科学科 800,000 100,000 300,000 

管理栄養学部 管理栄養学科 900,000 100,000 300,000 

沼津ヒューマンケア学部 看護学科 900,000 200,000 400,000 

聴講料及び特別聴講料 1 単位当たり  15,000 

科目等履修料 1 単位当たり  20,000 

入学金 
250,000（科目等履修生について

は 10,000） 

※ 在学期間が４年を超える者で、８単位以下の単位を修得するために在学する場合は、授業料の１／４を徴収

する。ただし、実験実習費及び施設設備費については、全額徴収する。 
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東都大学 学生納付金の徴収に関する規程 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、東都大学の学生納付金の額及び徴収に関して必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（学生納付金の額） 

第２条 本学の学生納付金は、授業料、実験実習費、施設設備費、聴講料、特別聴講料、科目等履修料、入学金

及び受験料とし、その額は別表のとおりとする。 

 

（授業料等の徴収） 

第３条 授業料、実験実習費及び施設設備費（以下「授業料等」という。）は、全額の場合は４月中に、また、２

分の１ずつ分納する場合は次の期日までに徴収する。 

    前期分（４月から９月まで）は４月中 

    後期分（１０月から３月まで）は１０月中 

２ 前項の規定にかかわらず、新たに入学する者の授業料等については、その全額又は２分の１を入学しようと

する年度の前年度末までに徴収する。 

３ 休学を許可され、又は命ぜられた者については、休学期間の授業料及び実験実習費は徴収しない。ただし、

施設設備費については、全額徴収する。 

４ 休学した者が前期又は後期の中途において復学した場合には、当該期分の授業料等の全額を徴収する。この

場合においては、前項の施設設備費は徴収しない。 

５ 前期又は後期の中途で退学し又は除籍された者については、当該期分の全額の授業料等を徴収する。 

６ 停学期間中の授業料等は徴収する。 

 

（聴構料、特別聴講料及び科目等履修料の徴収） 

第４条 聴講料、特別聴講料及び科目履修料は、学長の定める期日までに徴収する。 

 

（入学金の徴収） 

第５条 入学金は、入学の手続きを行うときに徴収する。 

 

（受験料の徴収） 

第６条 受験料は、入学願書を提出するときに徴収する。 

 

（授業料等未納者に対する処置） 

第７条 学長は、授業料等を所定の期日までに納入しない者に対して停学を命ずることができる。 

２ 学長は、授業料等を所定の期日を越えて３ヶ月以上納入しない者に対して除籍を命じることができる。 

 

（授業料等の徴収猶予） 

第８条 経済的理由によって納付が困難であり、かつ学業優秀と認める場合、又はその他やむを得ない事由があ

ると認める場合は、授業料等の徴収を猶予することがある。 

 

２ 前項に定める授業料等の徴収猶予を希望する者は、第３条第１項の期日までに別記様式による猶予願を提出
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するものとする。 

 

（学生納付金の返還） 

第９条 既納の学生納付金は、学則第２９条の定めの他、事由のいかんにかかわらず返還しない。ただし、大学

等における修学の支援に関する法律の授業料等減免による入学金および授業料は除く。 

 

（その他） 

第１０条 この規程の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この規程は、平成２２年１０月１日から施行する。 

 

附 則  

この規程の改正は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この規程の改正は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の規程は、平成２８年４月１日以後に入学した者から適用する。 

 

附 則  

この規程の改正は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則  

この規程の改正は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

令和３年５月２５日改正のこの規程は、令和３年４月１日から適用する。 

 

附 則  

この規程の改正は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程の改正は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程の改正は、令和６年４月１日から施行する。 
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別記様式 

 

授業料等徴収猶予願 

年  月  日 

 

東都大学学長 殿 

本 

人 

学

年 
 年   学籍番号  

氏

名 
印  TEL  

住

所 
 

保
証
人 

ま
た
は 

保
護
者 

氏

名 
印  TEL  

住

所 
 

印鑑は学生自身と保証人（保護者）とは別のものとすること。 

次の理由により，授業料等の徴収を猶予していただくようお願いいたします。 

理

由 

 

 

 

 

 

支

払

方

法 
年   月   日まで      円 

        年度 

年   月   日まで      円 
前期分 ・ 後期分 

年   月   日まで      円 

猶予金額             

 

 

合計        円 

年度を超えての支払猶予はできません。なお、卒業年

度の学生の最終支払期限は 1 月末日までとなります。 

※
大
学 

記
入
欄 

 

 

 

注 第 8 条第 1 項の事由を認定することのできる証明書等を添付すること 
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別 表 

（円） 

区 分 授業料 
実験 

実習費 

施設 

設備費 

授業料等 

※年額 

ヒューマンケア学部 看護学科 900,000 200,000 400,000 

幕張ヒューマンケア学部 

看護学科 900,000 200,000 400,000 

理学療法学科 900,000 200,000 400,000 

臨床工学科 900,000 200,000 400,000 

健康科学科 800,000 100,000 300,000 

管理栄養学部 管理栄養学科 900,000 100,000 300,000 

沼津ヒューマンケア学部 看護学科 900,000 200,000 400,000 

聴講料及び特別聴講料 1 単位当たり  15,000 

科目等履修料 1 単位当たり  20,000 

入学金 
250,000（科目等履修生について

は 10,000） 

※ 在学期間が４年を超える者で、８単位以下の単位を修得するために在学する場合は、授業料の１／４を徴収

する。ただし、実験実習費及び施設設備費については、全額徴収する。 
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1. 東都大学 幕張ヒューマンケア学部看護学科 履修規程 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、東都大学学則（以下「学則」という。）第２１条の規程に基づき、授業科目の履修方法及び

単位の修得に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（授業科目の区分） 

第２条 授業科目の区分は、次表のとおりとする。 

ヒューマンケアの基礎科目群 

 

看護の基礎科目群 

看護専門科目群 

保健師専門科目群 

 

（授業科目の分類） 

第３条 授業科目は、必修科目及び選択科目に分類する。 

2 必修科目は、進級及び卒業のために必ず履修しなければならない科目である。 

3 選択科目は、一定の科目群の中から自由にいくつかを選択して履修する科目であり、時間割に示された学年

又は学期に履修することを原則とする。 

4 第 1項の規定にかかわらず、選択必修科目を設けることができる。 

5 前項の選択必修科目は、卒業のために一定の科目群の中から 1つを選択して履修しなければならない科目で

ある。 

 

（単位の算定基準） 

第３条の２ 本学における講義、演習、実験、実習又は実技に係る単位の算出基準は、次のとおりとする。 

（1） 講義形式の授業科目の単位数は、15時間の授業をもって 1単位とする。ただし、学長が教授会の議を経

て別に定める授業科目についてはこの限りでない。 

（2） 演習形式の授業科目の単位数は、30時間の授業をもって 1単位とする。 

（3） 実験、実習形式の授業科目の単位数は、45時間の授業をもって 1単位とする。 

（4） 実技形式の授業科目の単位数は、30時間の授業をもって 1単位とする。 

2 複数の授業方法を用いて行う併用授業科目の単位数については、前項各号（第 1 項ただし書きは適用しな

い。）の基準に基づき算出するものとする。 

3 授業時間は、90分の授業をもって 2時間とみなす。 

 

（授業の回数） 

第４条 各授業科目の授業の回数は、原則として 15 回とする。ただし、試験は授業の回数に含めないものとす

る。 

 

（履修登録の上限） 

第４条の２ 1年間に履修登録することができる授業科目の単位数の上限は 49単位とする。 

2 前項の規定にかかわらず、特に成績が優秀な学生には、教務委員会の決定に基づき、上限を超えて登録履修

を認めることができる。 
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（履修登録の手続き） 

第５条 学生は、その年次に開講される科目のうちから履修しようとする科目を選択し、所定の期日までにポー

タルサイトで登録しなくてはならない。 

2 登録した選択科目を変更又は取り消す場合は、所定の期日までにポータルサイトで変更又は取り消さなけれ

ばならない。 

 

（履修の禁止） 

第６条 次の場合には履修登録をすることができない。 

（1） 同一時限に複数科目を履修すること。 

（2） 既に単位を修得した科目を再び履修すること。 

 

（再履修） 

第７条 当該年度に単位を修得できなかった科目については、次年度以降に再履修することができる。 

 

（実習科目の履修要件） 

第８条 実習科目を履修するためには、別に定めるところにより実習科目履修に必要とされる全単位を修得して

いなければならない。 

 

（試 験） 

第９条 試験は、第 5条の履修登録を行った科目について、学年末又は学期末（この時期に行われる試験を「定

期試験」という。以下第 10条及び第 11条において同じ。）に行う。ただし、科目によっては、当該科目担当教員

が必要と認める適宜の時期に行うことがある。 

2 試験は、筆記試験、実技試験、面接試験、論文、報告書又はこれらの併用によって行う。ただし、科目によっ

ては、平常の成績考査をもって試験に代えることがある。 

（追試験） 

第 10 条 定期試験を欠席した者は、当該科目担当教員の判断によりその理由が正当と認められた場合に限り、

追試験を受けることができる。 

2 追試験は、前期に終了する科目については前期再試験期間に、後期に終了する科目（通年開講科目を含む。）

については後期再試験期間に行う。 

3 追試験を受けようとする者は、事前又は当該試験終了後 2日以内に、追試験願（定期試験欠席の理由を証明

する書類及び追試験料を添えること）を教務課に提出しなければならない。 

4 追試験を欠席した場合、再度追試験は行わない。 

5 追試験に不合格になった場合、再試験は行わない。ただし、当該科目の担当教員が受験を認めた場合には、

再試験を実施することができる。 

6 前項の再試験を受けようとする場合には、次条第 3項の規定を準用する。 

 

（再試験） 

第 11 条 定期試験に不合格となった者は、当該科目担当教員が認めた場合に限り、再試験を受けることができ

る。ただし、必修科目に係る定期試験に不合格となった者がいる場合には、必ず再試験を実施しなければならな

い。 

2 再試験は、前期に終了する科目については前期再試験期間に、後期に終了する科目（通年開講科目を含む。）

については後期再試験期間に行う。 
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3 再試験を受けようとする者は、指定された期日までに、再試験願（再試験料を添えること）を教務課へ提出

しなければならない。 

4 第 1項の再試験に不合格になった場合、または再試験を欠席した場合、原則として再度の再試験（以下「再々

試験」という。）は行わない。ただし、公欠等の正当な理由により再試験を欠席した場合は追試験を受けるこ

とができる。 

 

（受験制限） 

第 12条 次の者には、受験を認めない。 

（1）授業料等の未納者 

（2）履修登録をしていない科目を受験しようとする者 

（3）特別の理由なしに、出席時間数が総授業時間数の 3分の 2 に達しない者 

 

（不正行為の禁止） 

第 13 条 試験を含む評価において、不正行為をしたと認められた者は、原則として当該学期の全ての科目（通

年科目を含む。）を無効とする。 

2  試験における不正行為を次のように定める。 

(1)持ち込み（使用）を許可された教科書、ノート、辞書等以外のものを使用した場合 

(2)カンニングペーパーの使用等、カンニングとみなされる行為を行った場合 

(3)代人受験とみなされる行為を行った場合 

(4)その他試験監督者の指示に従わない場合 

3  成績評価の対象となる論文、報告書、レポート等における不正行為を次のように定める。 

(1)本人以外が作成したファイル、あるいは文章等の複製使用 

(2)他人の論文、著作、Webサイト等の剽窃 

4  評価、出欠、その他の不正行為は懲戒処分の対象となる。 

 

 

 

（単位認定） 

第１４条 履修登録科目の単位認定は、各科目の単位認定者の判断により行う。 

2 試験の成績（定期試験、授業内試験、レポート）、平常の成績（授業中の課題提出等）等を総合的に判断して

行う場合にあっては、その成績評価の基準及び方法を明示しなければならない。 

3 成績評価は、Ｓ（100 点～90 点以上）、Ａ（90 点未満～80 点以上）、Ｂ（80 点未満～70 点以上）、Ｃ（70点

未満～60点以上）、Ｆ（60点未満～0点）の 5段階で行い、Ｓ～Ｃを合格として単位を認定する。 

4 再試験の成績評価については、Ｃ（60 点以上）及びＦ（60 点未満）で行い、Ｃを合格として単位を認定す

る。 

 

（入学前の既修得単位の認定） 

第１５条 他の大学等での既修得単位については、本学の授業科目の中に対応する科目があり、別に定めるとこ

ろにより教務委員会で認められた場合は、本学の卒業に必要な単位として認定する。 

2 既修得単位の認定を希望する学生は、単位認定申請書に成績証明書及び科目の内容が判断できるもの（シラ

バス等）を添付し、指定された期間内に教務課へ提出しなければならない。 
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（卒業要件単位数） 

第１６条 卒業に必要な単位数は、次表のとおりとする。 

 

（令和 3 年度以前入学者）           （令和 4年度以降入学者） 

科目群 必要な単位数  科目群 必要な単位数 

ヒューマンケアの基礎科目群 22  ヒューマンケアの基礎科目群 22 

看護の基礎科目群 28  看護の基礎科目群 30 

看護専門科目群 74  看護専門科目群 76 

合  計 124  合  計 128 

 

 

2 前項に規程にかかわらず、保健師課程を選択した者が履修すべき単位数は、次表のとおりとする。 

（令和 3年度以前入学者）           （令和 4年度以降入学者） 

科目群 保健師課程  科目群 保健師課程 

ヒューマンケアの基礎科目群 22  ヒューマンケアの基礎科目群 22 

看護の基礎科目群 29  看護の基礎科目群 32 

看護専門科目群 74  看護専門科目群 73 

保健師専門科目群 13  保健師専門科目群 15 

合  計 138  合  計 142 

 

（改 正） 

第１７条 この規程の改正は、教授会の意見を聴いて学長が行う。 

 

附 則 

1 この規程は、平成 31年 4月 1 日より施行する。 

2 この規定の施行に伴い、東都医療大学履修規程は廃止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



８０ 

2. 東都大学 幕張ヒューマンケア学部理学療法学科 履修規程 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、東都大学学則（以下「学則」という。）第２１条の規程に基づき、授業科目の履修方法及び

単位の修得に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（授業科目の区分） 

第２条 授業科目の区分は、次表のとおりとする。 

 

ヒューマンケアの基礎科目群 

理学療法の基礎科目群 

理学療法の専門科目群 

 

（授業科目の分類） 

第３条 授業科目は、必修科目及び選択科目に分類する。 

2 必修科目は、進級及び卒業のために必ず履修しなければならない科目である。 

3 選択科目は、一定の科目群の中から自由にいくつかを選択して履修する科目であり、時間割に示された学年

又は学期に履修することを原則とする。 

4 第 1項の規定にかかわらず、選択必修科目を設けることができる。 

5 前項の選択必修科目は、卒業のために一定の科目群の中から 1つを選択して履修しなければならない科目で

ある。 

 

（単位の算定基準） 

第３条の２ 本学における講義、演習、実験、実習又は実技に係る単位の算出基準は、次のとおりとする。 

（1） 講義形式の授業科目の単位数は、15時間の授業をもって 1単位とする。ただし、学長が教授会の議を経

て別に定める授業科目についてはこの限りでない。 

（2） 演習形式の授業科目の単位数は、30時間の授業をもって 1単位とする。 

（3） 実験、実習形式の授業科目の単位数は、45時間の授業をもって 1単位とする。 

（4） 実技形式の授業科目の単位数は、30時間の授業をもって 1単位とする。 

2 複数の授業方法を用いて行う併用授業科目の単位数については、前項各号（第 1 項ただし書きは適用しな

い。）の基準に基づき算出するものとする。 

3 授業時間は、90分の授業をもって 2時間とみなす。 

 

（授業の回数） 

第４条 各授業科目の授業の回数は、原則として 15 回とする。ただし、試験は授業の回数に含めないものとす

る。 

 

（履修登録の上限） 

第４条の２ 1年間に履修登録することができる授業科目の単位数の上限は 45単位とする。 

2 前項の規定にかかわらず、特に成績が優秀な学生には、教務委員会の決定に基づき、上限を超えて登録履修

を認めることができる。 
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（履修登録の手続き） 

第５条 学生は、その年次に開講される科目のうちから履修しようとする科目を選択し、所定の期日までにポー

タルサイトで登録しなくてはならない。 

2 登録した選択科目を変更又は取り消す場合は、所定の期日までにポータルサイトで変更又は取り消さなけれ

ばならない。 

 

（履修の禁止） 

第６条 次の場合には履修登録をすることができない。 

（1） 同一時限に複数科目を履修すること。 

（2） 既に単位を修得した科目を再び履修すること。 

 

（再履修） 

第 7条 当該年度に単位を修得できなかった科目については、次年度以降に再履修することができる。 

 

（実習科目の履修要件） 

第８条 実習科目を履修するためには、別に定めるところにより実習科目履修に必要とされる全単位を修得して

いなければならない。 

 

（試 験） 

第９条 試験は、第５条の履修登録を行った科目について、学年末又は学期末（この時期に行われる試験を「定

期試験」という。以下第１０条及び第１１条において同じ。）に行う。ただし、科目によっては、当該科目担当教

員が必要と認める適宜の時期に行うことがある。 

2 試験は、筆記試験、実技試験、面接試験、論文、報告書又はこれらの併用によって行う。ただし、科目によ

っては、平常の成績考査をもって試験に代えることがある。 

 

（追試験） 

第１０条 定期試験を欠席した者は、当該科目担当教員の判断によりその理由が正当と認められた場合に限り、

追試験を受けることができる。 

2 追試験は、前期に終了する科目については前期再試験期間に、後期に終了する科目（通年開講科目を含む。）

については後期再試験期間に行う。 

3 追試験を受けようとする者は、事前又は当該試験終了後 2日以内に、追試験願（定期試験欠席の理由を証明

する書類及び追試験料を添えること）を教務課に提出しなければならない。 

4 追試験を欠席した場合、再度追試験は行わない。 

5 追試験に不合格になった場合、再試験は行わない。ただし、当該科目の担当教員が受験を認めた場合には、

再試験を実施することができる。 

6 前項の再試験を受けようとする場合には、次条第 3項の規定を準用する。 

 

（再試験） 

第１１条 定期試験に不合格となった者は、当該科目担当教員が認めた場合に限り、再試験を受けることができ

る。ただし、必修科目に係る定期試験に不合格となった者がいる場合には、必ず再試験を実施しなければならな

い。 

2 再試験は、前期に終了する科目については前期再試験期間に、後期に終了する科目（通年開講科目を含む。）

については後期再試験期間に行う。 
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3 再試験を受けようとする者は、指定された期日までに、再試験願（再試験料を添えること）を教務課へ提出

しなければならない。 

4 第 1項の再試験に不合格になった場合、または再試験を欠席した場合、原則として再度の再試験（以下「再々

試験」という。）は行わない。ただし、公欠等の正当な理由により再試験を欠席した場合は追試験を受けるこ

とができる。 

 

（受験制限） 

第１２条 次の者には、受験を認めない。 

（1） 授業料等の未納者 

（2） 履修登録をしていない科目を受験しようとする者 

（3） 特別の理由なしに、出席時間数が総授業時間数の 3分の 2に達しない者 

 

（不正行為の禁止） 

第１３条 試験を含む評価において、不正行為をしたと認められた者は、原則として当該学期の全ての科目（通

年科目を含む。）を無効とする。 

2 試験における不正行為を次のように定める。 

(1)持ち込み（使用）を許可された教科書、ノート、辞書等以外のものを使用した場合 

(2)カンニングペーパーの使用等、カンニングとみなされる行為を行った場合 

(3)代人受験とみなされる行為を行った場合 

(4)その他試験監督者の指示に従わない場合 

3  成績評価の対象となる論文、報告書、レポート等における不正行為を次のように定める。 

(1)本人以外が作成したファイル、あるいは文章等の複製使用 

(2)他人の論文、著作、Webサイト等の剽窃 

4 4 評価、出欠、その他の不正行為は懲戒処分の対象となる。 

 

 

（単位認定） 

第 14条 履修登録科目の単位認定は、各科目の単位認定者の判断により行う。 

2 試験の成績（定期試験、授業内試験、レポート）、平常の成績（授業中の課題提出等）等を総合的に判断して

行う場合にあっては、その成績評価の基準及び方法を明示しなければならない。 

3 成績評価は、Ｓ（100 点～90 点以上）、Ａ（90 点未満～80 点以上）、Ｂ（80 点未満～70 点以上）、Ｃ（70点

未満～60点以上）、Ｆ（60点未満～0点）の 5段階で行い、Ｓ～Ｃを合格として単位を認定する。 

4 再試験の成績評価については、Ｃ（60 点以上）及びＦ（60 点未満）で行い、Ｃを合格として単位を認定す

る。 

 

（入学前の既修得単位の認定） 

第１５条 他の大学等での既修得単位については、本学の授業科目の中に対応する科目があり、別に定めるとこ

ろにより教務委員会で認められた場合は、本学の卒業に必要な単位として認定する。 

2 既修得単位の認定を希望する学生は、単位認定申請書に成績証明書及び科目の内容が判断できるもの（シラ

バス等）を添付し、指定された期間内に教務課へ提出しなければならない。 
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（卒業要件単位数） 

第１６条 卒業に必要な単位数は、次表のとおりとする。 

科目群 
卒業要件 

必修科目 選択科目 

ヒューマンケアの基礎科目群 16単位 

13単位 

 

理学療法の専門基礎科目群 27単位 

「疾病と障害の成り立ち及び回復過程の促進」 

から 2単位選択 

＋ 

「保健医療福祉とリハビリテーションの理念」 

から 1単位選択 

理学療法の専門科目群 65単位  

合計 124単位 

（改 正） 

第１７条 この規程の改正は、教授会の意見を聴いて学長が行う。 

 

附 則 

1 この規程は、平成 31年 4月 1 日より施行する。 

2 この規定の施行に伴い、東都医療大学履修規程は廃止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



８４ 

3. 東都大学 幕張ヒューマンケア学部臨床工学科 履修規程 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、東都大学学則（以下「学則」という。）第２１条の規程に基づき、授業科目の履修方法及び

単位の修得に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（授業科目の区分） 

第２条 授業科目の区分は、次表のとおりとする。 

ヒューマンケアの基礎科目群 

医療テクノロジーに必要な基礎科目群 

医療テクノロジーに必要な専門科目群 

 

（授業科目の分類） 

第３条 授業科目は、必修科目、選択科目に分類する。 

2 必修科目は、進級及び卒業のために必ず履修しなければならない科目である。 

3 選択科目は、一定の科目群の中から自由にいくつかを選択して履修する科目であり、時間割に示された学年

又は学期に履修することを原則とする。 

4 第 1項の規定にかかわらず、選択必修科目を設けることができる。 

5 前項の選択必修科目は、卒業のために一定の科目群の中から 1つを選択して履修しなければならない科目で

ある。 

 

（単位の算定基準） 

第３条の２ 本学における講義、演習、実験、実習又は実技に係る単位の算出基準は、次のとおりとする。 

（1） 講義形式の授業科目の単位数は、15時間の授業をもって 1単位とする。ただし、学長が教授会の議を経

て別に定める授業科目についてはこの限りでない。 

（2） 演習形式の授業科目の単位数は、30時間の授業をもって 1単位とする。 

（3） 実験、実習形式の授業科目の単位数は、45時間の授業をもって 1単位とする。 

（4） 実技形式の授業科目の単位数は、30時間の授業をもって 1単位とする。 

2 複数の授業方法を用いて行う併用授業科目の単位数については、前項各号（第 1 項ただし書きは適用しな

い。）の基準に基づき算出するものとする。 

3 授業時間は、90分の授業をもって 2時間とみなす。 

 

（授業の回数） 

第４条 各授業科目の授業の回数は、原則として 15 回とする。ただし、試験は授業の回数に含めないものとす

る。 

 

（履修登録の上限） 

第４条の２ 1 年間に履修登録することができる授業科目の単位数の上限を令和 4 年度以前入学者は年間 45 単

位とし、令和 5年度以降入学者は 49単位とする。 

2 前項の規定にかかわらず、特に成績が優秀な学生には、教務委員会の決定に基づき、上限を超えて登録履修

を認めることができる。 
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（履修登録の手続き） 

第５条 学生は、その年次に開講される科目のうちから履修しようとする科目を選択し、所定の期日までにポー

タルサイトで登録しなくてはならない。 

2 登録した選択科目を変更又は取り消す場合は、所定の期日までにポータルサイトで変更又は取り消さなけれ

ばならない。 

 

（履修の禁止） 

第６条 次の場合には履修登録をすることができない。 

（1） 同一時限に複数科目を履修すること。 

（2） 既に単位を修得した科目を再び履修すること。 

 

（再履修） 

第７条 当該年度に単位を修得できなかった科目については、次年度以降に再履修することができる。 

 

（実習科目の履修要件） 

第８条 実習科目を履修するためには、別に定めるところにより実習科目履修に必要とされる全単位を履修して

いなければならない。 

 

（試 験） 

第９条 試験は、第 5条の履修登録を行った科目について、学年末又は学期末（この時期に行われる試験を「定

期試験」という。以下第１０条及び第１１条において同じ。）に行う。ただし、科目によっては、当該科目担当教

員が必要と認める適宜の時期に行うことがある。 

2 試験は、筆記試験、実技試験、面接試験、論文、報告書又はこれらの併用によって行う。ただし、科目によ

っては、平常の成績考査をもって試験に代えることがある。 

 

（追試験） 

第１０条 定期試験を欠席した者は、当該科目担当教員の判断によりその理由が正当と認められた場合に限り、

追試験を受けることができる。 

2 追試験は、前期に終了する科目については前期再試験期間に、後期に終了する科目（通年開講科目を含む。）

については後期再試験期間に行う。 

3 追試験を受けようとする者は、事前又は当該試験終了後 2日以内に、追試験願（定期試験欠席の理由を証明

する書類及び追試験料を添えること）を教務課に提出しなければならない。 

4 追試験を欠席した場合、再度追試験は行わない。 

5 追試験に不合格になった場合、再試験は行わない。ただし、当該科目の担当教員が受験を認めた場合には、

再試験を実施することができる。 

6 前項の再試験を受けようとする場合には、次条第 3項の規定を準用する。 

 

（再試験） 

第１１条 定期試験に不合格となった者は、当該科目担当教員が認めた場合に限り、再試験を受けることができ

る。ただし、必修科目に係る定期試験に不合格となった者がいる場合には、必ず再試験を実施しなければならな

い。 

2 再試験は、前期に終了する科目については前期再試験期間に、後期に終了する科目（通年開講科目を含む。）
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については後期再試験期間に行う。 

3 再試験を受けようとする者は、指定された期日までに、再試験願（再試験料を添えること）を教務課へ提出

しなければならない。 

4 第 1項の再試験に不合格になった場合、または再試験を欠席した場合、原則として再度の再試験（以下「再々

試験」という。）は行わない。ただし、公欠等の正当な理由により再試験を欠席した場合は追試験を受けるこ

とができる。 

 

（受験制限） 

第１２条 次の者には、受験を認めない。 

（1） 授業料等の未納者 

（2） 履修登録をしていない科目を受験しようとする者 

（3） 特別の理由なしに、出席時間数が総授業時間数の 3分の 2に達しない者 

 

（不正行為の禁止） 

第１３条 試験を含む評価において、不正行為をしたと認められた者は、原則として当該学期の全ての科目（通

年科目を含む。）を無効とする。 

2 試験における不正行為を次のように定める。 

(1)持ち込み（使用）を許可された教科書、ノート、辞書等以外のものを使用した場合 

(2)カンニングペーパーの使用等、カンニングとみなされる行為を行った場合 

(3)代人受験とみなされる行為を行った場合 

(4)その他試験監督者の指示に従わない場合 

3 成績評価の対象となる論文、報告書、レポート等における不正行為を次のように定める。 

(1)本人以外が作成したファイル、あるいは文章等の複製使用 

(2)他人の論文、著作、Webサイト等の剽窃 

4 評価、出欠、その他の不正行為は懲戒処分の対象となる。 

 

 

（単位認定） 

第１４条 履修登録科目の単位認定は、各科目の単位認定者の判断により行う。 

2 試験の成績（定期試験、授業内試験、レポート）、平常の成績（授業中の課題提出等）等を総合的に判断して

行う場合にあっては、その成績評価の基準及び方法を明示しなければならない。 

3 成績評価は、Ｓ（100 点～90 点以上）、Ａ（90 点未満～80 点以上）、Ｂ（80 点未満～70 点以上）、Ｃ（70点

未満～60点以上）、Ｆ（60点未満～0点）の 5段階で行い、Ｓ～Ｃを合格として単位を認定する。 

4 再試験の成績評価については、Ｃ（60 点以上）及びＦ（60 点未満）で行い、Ｃを合格として単位を認定す

る。 

 

（入学前の既修得単位の認定） 

第１５条 他の大学等での既修得単位については、本学の授業科目の中に対応する科目があり、別に定めるとこ

ろにより教務委員会で認められた場合は、本学の卒業に必要な単位として認定する。 

2 既修得単位の認定を希望する学生は、単位認定申請書に成績証明書及び科目の内容が判断できるもの（シラ

バス等）を添付し、指定された期間内に教務課へ提出しなければならない。 
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（卒業要件単位数） 

第１６条 卒業に必要な単位数は、次表のとおりとする。 

（令和 4年度以前入学者適用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和 5年度以降入学者適用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（改 正） 

第 17条 この規程の改正は、教授会の意見を聴いて学長が行う。 

 

附 則 

1 この規程は、令和 3年 4月 1日より施行する。 

2 この規定の施行に伴い、東都医療大学履修規程は廃止する。 

 

 

科目群 
卒業要件 

必修科目 選択科目 

ヒューマンケアの 

基礎科目群 
11単位 

ヒューマンケアの基礎科目群 28単位から 3単位以上、医療テクノ

ロジーの基礎科目群 9単位から 4単位以上を含む、合計 32単位以

上を選択し、総単位数 124単位以上修得すること。但し、ヒューマ

ンケア・コア科目群から 6単位以上を含む。 

医療テクノロジーに

必要な基礎科目群 
35単位 

医療テクノロジーに

必要な専門科目群 
46単位 

合計 124単位 

科目群 
卒業要件 

必修科目 選択科目 

ヒューマンケアの 

基礎科目群 
11単位 

ヒューマンケアの基礎科目群 25単位から 3単位以上、医療テクノ

ロジーに必要な基礎科目群 25単位から 4単位以上を含む、合計 27

単位以上を選択し、総単位数 124単位以上修得すること。但し、資

料集の東都大学幕張ヒューマンケア学部教育課程等の概要で指定

された選択科目 9科目から 6単位以上を含む。 

医療テクノロジーに

必要な基礎科目群 
42単位 

医療テクノロジーに

必要な専門科目群 
44単位 

合計 124単位 
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東都大学 幕張ヒューマンケア学部健康科学科 履修規程 

 

（目 的） 

第 1 条 この規程は、東都大学学則（以下「学則」という。）第 21 条の規程に基づき、授業科目の履修方法及び

単位の修得に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（授業科目の区分） 

第 2 条 授業科目の区分は、次表のとおりとする。 

ヒューマンケアの基礎科目群 

健康科学の基礎科目群 

健康科学の専門科目群 

 

（授業科目の分類） 

第 3 条 授業科目は、必修科目及び選択科目に分類する。 

2 必修科目は、卒業のために必ず履修しなければならない科目である。 

3 選択科目は、一定の科目群の中から自由にいくつかを選択して履修する科目であり、時間割に示された学年

又は学期に履修することを原則とする。 

4 第 1 項の規定にかかわらず、選択必修科目を設けることができる。 

5 前項の選択必修科目は、卒業のために一定の科目群の中から 1 つを選択して履修しなければならない科目で

ある。 

 

（単位の算定基準） 

第 3 条の 2 本学における講義、演習、実験、実習又は実技に係る単位の算出基準は、次のとおりとする。 

（1）講義形式の授業科目の単位数は、15 時間の授業をもって 1 単位とする。ただし、学長が教授会の議を経て

別に定める授業科目についてはこの限りでない。 

（2）演習形式の授業科目の単位数は、30 時間の授業をもって 1 単位とする。 

（3）実験・実習形式の授業科目の単位数は、45 時間の授業をもって 1 単位とする。 

（4）実技形式の授業科目の単位数は、30 時間の授業をもって 1 単位とする。  

2 複数の授業方法を用いて行う併用授業科目の単位数については、前項各号（第1項ただし書きは適用しない。）

の基準に基づき算出するものとする。  

3 授業時間は、90 分の授業をもって 2 時間とみなす。  

 

（授業の回数）  

第 4 条 各授業科目の授業の回数は、原則として 15 回とする。ただし、試験は授業の回数に含めないものとす

る。  

  

（履修登録の上限） 

第 4 条の 2 1 年間に履修登録することができる授業科目の単位数の上限は 49 単位（半期 25 単位）とする。  

2 前項の規定にかかわらず、特に成績が優秀な学生には、教務委員会の決定に基づき、上限を超えて登録履修

を認めることができる。 
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（履修登録の手続き） 

第 5 条 学生は、その年次に開講される科目のうちから履修しようとする科目を選択し、所定の期日までに履修

登録届を教務課に提出しなければならない。 

2 登録した選択科目を変更又は取り消す場合は、所定の期日までに履修登録変更届を教務課に提出しなければ

ならない。 

 

（履修の禁止）  

第 6 条 次の場合には履修登録をすることができない。 

（1）同一時限に複数科目を履修すること。 

（2）既に単位を修得した科目を再び履修すること。 

 

（再履修） 

第 7 条 当該年度に単位を修得できなかった科目については、次年度以降に再履修することができる。 

 

（実験・実習科目の履修要件）  

第 8 条 実験・実習科目を履修するためには、別に定めるところにより実験・実習科目履修に必要とされる全単

位を修得していなければならない。 

 

（試 験） 

第 9 条 試験は、第 5 条の履修登録を行った科目について、学年末又は学期末（この時期に行われる試験を「定

期試験」という。以下第 12 条及び第 13 条において同じ。）に行う。ただし、科目によっては、当該科目担当教

員が必要と認める適宜の時期に行うことがある。 

2 試験は、筆記試験、実技試験、面接試験、論文、報告書又はこれらの併用によって行う。ただし、科目によっ

ては、平常の成績考査をもって試験に代えることがある。 

 

（受験制限）  

第 10 条 次の者には、受験を認めない。 

（1）授業料等の未納者 

（2）履修登録をしていない科目を受験しようとする者 

（3）特別の理由なしに、出席時間数が総授業時間数の 3 分の 2 に達しない者 

 

（試験の規律） 

第 11 条 試験に関して、学生の遵守すべき事項については、その都度公示する。 

2 不正行為をしたと認められた者は、原則として当該学期の全ての科目（通年科目を含む。）を無効とする。 

3 前項の他、懲戒処分をする場合がある。 

 

（追試験） 

第 12 条 定期試験を欠席した者は、当該科目担当教員の判断によりその理由が正当と認められた場合に限り、

追試験を受けることができる。 

2 追試験は、前期に終了する科目については前期再試験期間に、後期に終了する科目（通年開講科目を含む。）

については後期再試験期間に行う。 

3 追試験を受けようとする者は、事前又は当該試験終了後 2 日以内に、追試験願（定期試験欠席の理由を証明
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する書類及び追試験料を添えること）を教務課に提出しなければならない。 

4 追試験を欠席した場合、再度追試験は行わない。 

5 追試験に不合格になった場合、再試験は行わない。ただし、当該科目の担当教員が受験を認めた場合には、再

試験を実施することができる。 

6 前項の再試験を受けようとする場合には、次条第 3 項の規定を準用する。 

 

（再試験） 

第 13 条 定期試験に不合格となった者は、当該科目担当教員が認めた場合に限り、再試験を受けることができ

る。ただし、必修科目に係る定期試験に不合格となった者がいる場合には、必ず再試験を実施しなければならな

い。 

2 再試験は、前期に終了する科目については前期再試験期間に、後期に終了する科目（通年開講科目を含む。）

については後期再試験期間に行う。 

3 再試験を受けようとする者は、指定された期日までに、再試験願（再試験料を添えること）を教務課へ提出し

なければならない。 

4 第 1 項の再試験に不合格になった場合、再度の再試験（以下「再々試験」という。）は行わない。 

 

（単位認定） 

第 14 条 履修登録科目の単位認定は、各科目の単位認定者の判断により行う。 

2 試験の成績（定期試験、授業内試験、レポート）、平常の成績（授業中の課題提出等）等を総合的に判断して

行う場合にあっては、その成績評価の基準及び方法を明示しなければならない。 

3 成績評価は、Ｓ（100 点～90 点以上）、Ａ（90 点未満～80 点以上）、Ｂ（80 点未満～70 点以上）、Ｃ（70 点

未満～60 点以上）、Ｆ（60 点未満～0 点）の 5 段階で行い、Ｓ～Ｃを合格として単位を認定する。 

4 再試験の成績評価については、Ｃ（60 点以上）及びＦ（60 点未満）で行い、Ｃを合格として単位を認定する。 

 

（入学前の既修得単位の認定） 

第 15 条 他の大学等での既修得単位については、本学の授業科目の中に対応する科目があり、別に定めるとこ

ろにより学科教務委員会で認められた場合は、本学の卒業に必要な単位として認定する。 

2 既修得単位の認定を希望する学生は、単位認定申請書に成績証明書及び科目の内容が判断できるもの（シラ

バス等）を添付し、指定された期間内に教務課へ提出しなければならない。 

3 編入学及び転学部・転学科の既修単位等の認定については別途定める。 

 

（卒業要件単位数）  

第 16 条 卒業に必要な単位数は、次表のとおりとする。 

科目群 
卒業要件 

必修科目 選択科目 

ヒューマンケアの基礎

科目群 
4 単位 

必修科目 4 単位を含み 20 単位以上 

※「人間と生活」は必修 2 単位を含み 4 単位以上 

※「自然科学の理解」は必修 1 単位を含み 4 単位以上 

※「異文化理解」は必修 1 単位を含み 2 単位以上 

健康科学に必要な基礎

科目群 
12 単位 必修科目 14 単位を含み 20 単位以上 
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健康科学に必要な専門

科目群 
21 単位 

必修単位 21 単位を含み 40 単位以上 

※「健康科学の応用」は必修 5 単位を含み 8 単位以上 

※「健康科学の発展」は 12 単位以上 

合計 124 単位以上 

 

（改 正） 

第 17 条 この規程の改正は、教授会の意見を聴いて学長が行う。 

 

附 則 

1 この規程は、令和６年 4 月 1 日より施行する。 
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4. 東都大学 学生規程 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、東都大学（以下「本学」という。）の学生が遵守すべき事項を定めることを目的とする 

 

（誓約書及び学生カード） 

第２条 新たに本学学生となる者は、別に定める期日までに、誓約書（別記様式第１号）及び学生カード（別記

様式第２号）に所要の事項を記入して学長に提出しなければならない。 

（学生証） 

第３条 学生は、常に学生証を携帯するとともに、本学関係者の請求があったときは、これを提示しなければな

らない。 

2 学生証は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

3 学生証を紛失、汚損又は破損したときは、速やかに学生証再交付願（別記様式第３号）を提出し、再交付を

受けなければならない。 

 

（健康診断） 

第４条 学生は、本学が毎年定期的に行う健康診断を受けなければならない。 

2 学生は、前項の健康診断の結果に基づき本学が行う保健指導上の指示に従わなければならない。 

 

（各種証明書等の申請） 

第５条 各種証明書等が必要なときは、次の各号に掲げる書類を提出しなければならない。 

（1） 在学証明書等          証明書等発行願（別記様式第４号） 

（2） 学生旅客運賃割引証       学生旅客運賃割引証交付願（別記様式第５号） 

 

（届の提出） 

第６条 住所等の変更が生じたときは、次の各号に掲げる書類により速やかに届けなければならない。 

（1） 住所の変更           住所変更届（別記様式第６号） 

（2） 姓名の変更           改姓届（別記様式第７号） 

（3） 保証人氏名・住所の変更     保証人変更届（別記様式第８号） 

 

（願の提出） 

第７条 休学（期間の延長も含む。）等をするときは、次の各号に掲げる書類を提出し、学長の許可を受けなけれ

ばならない。 

（1） 休学又は休学期間を延長しようとするとき    休学願（別記様式第９号） 

（2） 復学しようとするとき             復学願（別記様式第１０号） 

（3） 退学しようとするとき             退学願（別記様式第１１号） 

（団体の設立等） 

第８条 学内において団体及びクラブ活動等（以下「団体」という。）を設立しようとするときは、その責任者

は、学生団体設立許可願（別記様式第１２号）を提出し、学長の許可を受けなければならない。 

2 学生は、前項の団体の設立に当たっては、本学の教員のうちから顧問を定めることを原則とする。 

3 団体は、名称、規約・会則、代表者又は顧問を変更しようとするときは、学生団体規約等変更届（別記様式

第１３号）を提出しなければならない。 
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4 団体の代表者は、毎年５月末までに学生団体活動報告書（別記様式第１４号）を提出しなければならない。 

 

（団体の解散） 

第９条 団体は、団体が解散したときは、速やかに学生団体解散届（別記様式第１５号）を提出しなければなら

ない。 

2 学長は、団体が次の各号の一に該当するときは、当該団体の解散を命ずることができる。 

（1） 本学の教育研究活動を妨げたとき 

（2） 学則その他諸規程等に違反したとき 

（3） 団体活動中の事故発生等により団体の運営が円滑に行われなくなったとき 

（4） 団体の構成員が不祥事に関係し、該当不祥事が団体活動と密接な関係があったとき 

（5） 団体活動が長期にわたって行われなかったとき 

 

（集会等） 

第１０条 本学の内外において集会、行事、寄付募集、物品販売、署名活動その他これに類する行為（以下「集

会等」という。）を行おうとする学生又は団体は開催の３日前までに、集会等開催願（別記様式第１６号）を提出

し、学長の許可を受けなければならない。 

 

（集会等の解散） 

第１１条 学長は、集会等が本学の目的及び使命に反すると認めるときは、当該集会等の解散又は中止を命ずる

ことができる。 

 

（学内掲示） 

第１２条 学生又は団体は、学内において文書、立看板等（以下「掲示物」という。）を掲示しようとするときは、

学生用掲示板等使用願（別記様式第１７号）に当該掲示物を添えて提出し、学長の許可を受けなければならない。

ただし、次の各号の一に該当する掲示物は禁止する。 

（1） 特定の個人、団体等を誹謗し、又はその名誉を傷つけるもの 

（2） 虚偽の事項を記載したもの 

（3） その他学長が不適当と認めたもの 

 

（掲示物の撤去） 

第１３条 前条の規定により許可する場合においては、掲示期間は原則として一週間以内とし、期間が満了した

ときは、責任者は、速やかに当該掲示物を撤去しなければならない。 

2 学長は、掲示物が次の各号の一に該当するときは、当該掲示物の撤去を命じ、又はこれを撤去することがで

きる。 

（1） 掲示期間を経過したもの 

（2） 許可を受けた内容と相違するもの 

（3） 検印がないもの 

（4） 学長が指定した場所・方法以外で掲示したもの 

（5） その他学長が不適当と認めたもの 

 

（印刷物の発行又は配布） 

第１４条 本学の内外において印刷物を発行又は配布するときは、当該印刷物は本学の名誉を傷つける内容及び
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他人に迷惑をかける内容であってはならない。 

 

（拡声器の使用） 

第１５条 学内において拡声器を使用しようとするときは、大学の業務に支障を及ぼさず、地域環境を損うこと

がないようにしなければならない。 

 

（諸施設の使用） 

第１６条 体育施設その他の諸施設を使用しようとするときは、当該諸施設の利用に係る規程の定めるところに

従わなければならない。 

 

附 則 

この規程は平成２１年４月１日から施行する。 

この規程の改正は平成３１年４月１日から施行する。 
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東都大学 学生規程第７条による休学等の手続について 

平成２８年４月１日 

学長裁定 

 

1. 本手続きは、東都大学学生規程第７条第１号の休学又は休学期間の延長、第２号の復学及び第３号の退学の

各手続き（以下「各手続き」という。）に関して、必要な注意事項を示すものである。 

 

2. 各手続きについては、次の事項を守ること。 

（1） 手続きに入る前に、チューターその他関係教職員と十分話し合いを行うこと。 

（2） 書類に押す印鑑は、学生自身と保証人（保護者）とは別のものとすること。 

（3） 書類の作成日は、原則として書類を実際に作成した日付とすること。 

 

3. 休学願の提出は、次の点に注意すること。 

（1） 休学は、原則として疾病によるもの以外は認められないこと。ただし、次の理由で休学が必要となった

場合には、理由書を教務委員会に提出して、教務委員会でその内容を審査して、妥当と判断した場合には、

学長の承認を得て、保証人連署のうえ休学願いを提出することができる。 

  ア 経済的な理由により学資の支弁が困難なとき 

  イ 1年以内の海外留学のとき 

  ウ 妊娠又は出産により就学が困難なとき 

  エ 家族の介護又は看病のため就学が困難なとき 

（2） 疾病による休学願には、医師の診断書を添付し、保証人連署のうえ提出すること。 

（3） 疾病による休学期間は、原則として医師の診断書に記載された加療期間以内とすること。 

（4） 疾病による休学期間を延長する場合は、再度医師の診断書を添付して、休学願を提出すること。 

（5） 疾病以外による休学願には、必要な書類を添付し、保証人連署のうえ提出すること。 

 

4. 復学願の提出は、次の点に注意すること。 

（1） 復学願は、休学期間が終了する日の１月前までに、保証人連署のうえ提出すること。 

（2） 復学願には、復学に耐えられるという医師の診断書を添付すること。 

 

5. 退学願の提出は、次の点に注意すること。 

（1） 退学願は、退学しようとする日の１月前までに提出すること。ただし、前学期までに退学しようとする

者が翌学期の最初の１か月末までに退学願を提出した場合には、翌学期の学費の徴収は行わないものとする。 

（2） 前号にかかわらず、既納の学生納付金は返還しない。（学則第２９条） 

（3） 退学願は、保証人連署のうえ提出すること。 

 

 附 則  

1 この手続は、平成２８年４月１日より施行する。 

2 平成２８年３月中に提出した退学願は、本手続を遡って適用する。  

     

 

 附 則  

この手続の改正は、平成３０年４月１日から施行する。 
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  この手続の改正は、平成３１年４月１日から施行する。 

  ５ この手続の改正は、令和５年４月１日から施行する。 
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東都大学 転学部および転学科に関する規程 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、東都大学学則（以下「学則」という。）第１５条の２（令和６年４月 1 日施行）に基づ

き、転学部および転学科（以下「転学部等」という。）の取扱いについて定めるものである。 

 

（定 義） 

第２条 転学部等は、移籍を希望する在学生が、所属の学科から志願する学科に移籍することをいう。 

 

（資 格） 

第３条 転学部等をすることができる者は、所属の学科に１年以上在籍し、所定の単位を取得している学生と

する。 

２ 前項における所定の単位は、それぞれの学科において最低限必要とする科目および単位数を決定するもの

とする。 

 

（時 期） 

第４条 転学部等の時期は、学年の始めとする。 

 

（受 入） 

第５条 転学部等は原則として、学科の定員に余裕がある場合に限り受入を行う。 

 

（志願手続） 

第６条 転学部等を志望する学生は、次の書類を指定する期日までに志望先学科の教務課に提出しなければな

らない。 

（１） 成績証明書 

（２） 志願理由書 

（３） その他、志望先の学科が必要と認めるもの 

２ 志願する学生は、東都大学学生納付金の徴収に関する規程に定める受験料を納めなければならない。 

 

（選 考） 

第７条 転学部等の選考は、試験又は面接等の方法により行うものとする。 

２ 前項の選考方法に関する必要事項は、それぞれの学科において決定するものとする。 

 

（許 可） 

第８条 転学部等の許可は、学科が行う選考の結果に基づき、当該学部教授会の議を経て学長が行う。 

 

（手 続） 

第９条 転学部等の許可を得た学生は、指定の期日までに、所定の手続きをしなければならない。 
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（単位の認定） 

第 10 条 教育上有益と認めるときは、転学部等を許可された学生が転学部等の前に所属する学科において履修

した授業科目について修得した単位を、転学部等先で修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の転学部等の許可を得た学生の既修得単位の取扱いは、学科が行う協議の結果に基づき、当該学部教

務委員会の議を経て定める。 

３ 転学部等の前に所属する学科において修得した科目の成績評価は、GPA の算定から除外するものとする。 

 

（移籍回数） 

第 11 条 転学部等の回数は、原則として１回までとする。 

 

（庶 務） 

第 12 条 転学部等に関する事務は、教務課が処理する。 

 

（その他） 

第 13 条 この規程の改廃は、運営協議会の議を経て行う。 

 

附則 

１ この規程は、令和６年４月 1 日から施行する。 

２ この規程は、令和 6 年 4 月１日付で転学部等を志望する者から適用する。 
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5. 東都大学幕張ヒューマンケア学部 教育課程等の概要 

（1） 看護学科（令和 3年度まで入学者） 

 

必修 選択

ヒューマンケア概論 1前 1（15）

心理学 1前 2（30）

倫理と医療 1前 2（30）

健康教育論 2前 2（30）

千葉近代史と人々の営み 1前 1（15）

法学（日本国憲法を含む） 1後 2（30）★

生活科学 1前 1（15）

哲学 2前 2（30）

社会学 1後 2（30）

医療と看護の歴史 1前 1（15）

文化とアート 1前 1（15）

スポーツ健康科学Ⅰ 1前 1（30）★

スポーツ健康科学Ⅱ 1後 1（30）★

化学 1前 1（15）

数学の基礎 1前 1（15）

生物学 1前 1（15）

物理学入門 1前 1（15）

情報処理 1後 1（30）

統計学入門 1前 1（30）

大学入門講座 1前 2（30）

情報機器の理解 1前 1（30）★

文章表現と論文作成法 1前 1（30）

論理学入門 1前 1（15）

手話入門 1後 1（15）

自己実現とキャリアアップ 1後 1（15）

英語Ⅰ 1前 1（30）

英語Ⅱ 1後 1（30）

英語Ⅲ 2前 1（30）

英語Ⅳ 2後 1（30）

医療英語 2後 1（30）

英語表現とプレゼンテーション 2前 1（30）

比較文化論 1後 1（15）

国際社会の状況と看護の在り方 4後 1（15）

国際コミュニケーション論 1前 1（15）

小計（34科目） - 19 22 22 22

身体の構造・機能Ⅰ 1前 1（30）

身体の構造・機能Ⅱ 1前 1（30）

身体の構造・機能Ⅲ 1後 1（15）

生化学 1前 2（30）

医療栄養学 1後 1（15）

薬理学 1後 2（30）

病態学 1後 2（30）

感染と免疫 1後 2（30）

疾病治療論Ⅰ 1後 1（30）

疾病治療論Ⅱ 1後 1（30）

疾病治療論Ⅲ 2前 1（15）

疾病治療論Ⅳ 2前 1（15）

疾病治療論Ⅴ 2前 1（15）

疾病治療論Ⅵ 2前 1（15）

メンタルヘルスと精神医学 1後 2（30）

医療工学入門 2後 1（15）

健康障害の回復と支援 2後 1（15）

遺伝と健康 4前 1（15）

先進医療 4前 1（15）

公衆衛生学 1後 2（30）

疫学 2前 2（30）

保健統計 2後 2（30）◆

看護関係法規 2前 1（15）

保健医療福祉行政論Ⅰ 2前 1（15）

保健医療福祉行政論Ⅱ 3前 1（15）◆

社会福祉概論 2前 1（15）

医療経済入門 2後 1（15）

労働衛生関係法規 4前 2（30）

小計（28科目） - 26 11 28 29

必修19単位

＋

「人間形成の基礎」

「自然科学の理解」

「学習・自己教育の基礎」

から2単位選択

＋

「異文化理解」から

1単位選択

必修26単位

＋

選択科目2単位

社
会

と

環

境

の

理

解

看護師国家試験受験資格

取得に必要な単位数
区　分 授業科目 配当 年次

単位数

ヒ
ュ

ー

マ

ン

ケ

ア

の

基

礎

科

目

群

人

間

形

成

の

基

礎

必修19単位

＋

「人間形成の基礎」

「自然科学の理解」

「学習・自己教育の基礎」

から2単位選択

＋

「異文化理解」から

1単位選択

自

然

科

学

の

理

解
学

習

・

自

己

教

育

の

基

礎

外

国

語

と

異

文

化

理

解

看護師＋保健師国家試験受験資格

取得に必要な単位数

必修26単位

＋

選択必修科目

◆印3単位

看

護

の

基

礎

科

目

群

健

康

の

理

解
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（1） 看護学科（令和 4年度以降入学者） 
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（2） 理学療法学科 

 

 

必修 選択

ヒューマンケア概論 1前 1（15）

心理学 1前 2（30）

倫理と医療 1前 2（30）

法学(日本国憲法を含む） 1前 1（15）

哲学 1後 1（15）

社会学 1後 1（15）

社会福祉論 1後 1（15）

カウンセリング論 1後 1（15）

コミュニケーション論 3後 1（30）

スポーツ健康科学Ⅰ 1前 1（30）

スポーツ健康科学Ⅱ 1後 1（30）

数学の基礎 1前 1（15）

生物学 1前 1（15）

生命理解のための化学 1前 1（15）

生化学 1後 1（15）

物理学入門 1前 1（15）

情報処理 1後 1（30）

統計学入門 1前 1（30）

大学入門講座 1前 2（30）

行動科学論 1前 1（30）

英語Ⅰ 1前 1（30）

英語Ⅱ 1後 1（30）

英語Ⅲ 2前 1（30）

医療英語 2後 1（30）

小計（24科目） - 16 11

解剖学Ⅰ 1前 1（30）

解剖学Ⅱ 1後 1（30）

解剖学実習 2前 1（45）

細胞学 1前 1（30）

組織学 1後 1（30）

運動解剖学 1後 1（30）

生理学Ⅰ 1前 1（30）

生理学Ⅱ 1後 1（30）

生理学実習 2前 1（45）

運動学Ⅰ 1前 1（30）

運動学Ⅱ 1後 1（30）

バイオメカニクス実習 3前 1（45）

運動生理学 1後 1（30）

人間発達学 2前 1（30）

臨床医学総論 1後 1（15）

臨床心理学 4後 1（30）

精神医学Ⅰ 1後 1（30）

精神医学Ⅱ 2前 1（30）

整形外科学 1後 2（60）

神経内科学 2前 1（30）

小児科学 1後 1（15）

病理学 2前 1（30）

老年学 2後 1（15）

内科学 2前 1（30）

救急医学 2後 1（15）

栄養学特論 4後 1（15）

臨床栄養学 2後 1（15）

臨床薬理学 2後 1（15）

リハビリテーション概論 1前 1（30）

公衆衛生・疫学 2前 1（30）

終末期医療論 4後 1（15）

チーム医療論 4後 1（15）

医療制度と関係法規 4後 1（15）

小計（33科目） - 27 7

疾

病

と

障

害

の

成

り

立

ち

及

び

回

復

過

程

の

促

進

人

間

形

成

の

基

礎

自

然

科

学

の

理

解

学

習

・

自

己

教

育

の

基

礎

区　分

ヒ
ュ

ー

マ

ン

ケ

ア

の

基

礎

科

目

群

理

学

療

法

の

専

門

基

礎

科

目

群

異

文

化

理

解

人

体

の

構

造

と

機

能

及

び

心

身

の

発

達

保

健

医

療

福

祉

の

リ

ハ

ビ

リ

テ
ー

シ
ョ

ン

の

理

念

授業科目 配当 年次
単位数

卒業要件

　必修科目108単位

+

　理学療法の専門基礎科目群

「疾病と障害の成り立ち及び

回復過程の促進」の

選択科目から2単位

＋

「保健医療福祉とリハビリ

テーションの理念」の

選択科目から1単位

＋

選択科目全体から13単位
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必修 選択

理学療法概論 1前 1（30）

理学療法用語論 2後 1（15）

理学療法研究法 2後 1（15）

卒業研究 4通 4（120）

理学療法管理学 4前 1（15）

理学療法リスクマネジメント 2後 1（15）

理学療法評価学Ⅰ 2前 1（30）

理学療法評価学Ⅱ 2前 1（30）

理学療法評価学演習 2後 2（60）

理学療法と画像評価 2後 1（15）

動作分析学 2前 1（30）

運動療法学 2前 1（30）

運動療法学演習 2後 2（60）

日常生活動作学 2後 1（30）

義肢装具学 2前 1（30）

義肢装具学演習 2前 1（30）

物理療法学 2前 1（30）

徒手治療学Ⅰ 4前 1（15）

徒手治療学Ⅱ 3前 1（15）

スポーツ理学療法 4前 1（30）

ウィメンズヘルスケア 4前 1（15）

産業健康増進理学療法学 4後 1（15）

障害者スポーツ 4前 1（15）

理学療法学演習Ⅰ 1前 1（30）

理学療法学演習Ⅱ-1 3前 1（30）

理学療法学演習Ⅱ-2 3後 1（30）

理学療法学演習Ⅲ 4後 2（60）

運動器系理学療法学 2後 1（30）

運動器系理学療法学演習 3前 2（60）

神経系理学療法学 2後 1（30）

神経系理学療法学演習 3前 2（60）

小児理学療法学 4前 1（15）

内部障害系（循環器系）理学療法学 2後 1（30）

内部障害系（代謝系）理学療法学 2後 1（30）

内部障害系理学療法学演習 3前 2（60）

地域理学療法学 3前 1（30）

地域理学療法学特論 4前 1（15）

ユニバーサルデザイン・バリアフリー論 4前 1（15）

予防理学療法学 4前 1（30）

高齢期理学療法学 3前 1（30）

臨床見学実習 1前 1（45）

総合評価学実習 2後 6（270）

総合臨床実習Ⅰ 3後 8（360）

総合臨床実習Ⅱ 4前 8（360）

小計（44科目） - 65 7

- 108 25 124

学士（理学療法学） 保健衛生学関係（リハビリテーション関係）

[履修科目の登録上限：45単位（年間），25単位（半期）]

卒業所要単位は124単位とし，108単位は必修、16単位は選択とする。選択科目に関しては，理学療法の専門基礎科目群「疾病と障害の成り立ち及び回復過程の
促進」の選択科目から2単位，「保健医療福祉とリハビリテーションの理念」の選択科目から1単位の修得を条件に，ヒューマンケアの基礎科目群，理学療法の

専門基礎科目群，理学療法の専門科目群の選択科目から16単位を修得し，124単位以上修得することとする。

区　分 授業科目 配当 年次
単位数

卒業要件

合計（101科目）

臨
床

実

習

卒業要件及び履修方法

　必修科目108単位

+

　理学療法の専門基礎科目群

「疾病と障害の成り立ち及び

回復過程の促進」の
選択科目から2単位

＋

「保健医療福祉とリハビリ
テーションの理念」の
選択科目から1単位

＋

選択科目全体から13単位

学位又は称号 学位又は学科の分野

理

学
療

法
の
専

門
科

目
群

基

礎

理

学
療

法

学

理

学

療

法

管

理
学

理

学

療

法

評

価
学

理

学
療

法
各

論

理
学

療
法

治
療

学

地
域

理
学

療
法

学



１０５ 

（3）臨床工学科（令和 4年度以前入学者適用） 

 

必修 選択 自由

大学入門講座 1前 1（30）

ヒューマンケア概論 1前 1（15）

心理学 1前 2（30）

コミュニケーション論 1前 2（30）◆

人間の生き方 1前 2（30）◆

倫理と医療 1後 2（30）◆

法律と医療 1後 2（30）

社会福祉論 1後 2（30）◆

カウンセリング論 1後 2（30）◆

スポーツ健康科学Ⅰ 1前 1（30）

スポーツ健康科学Ⅱ 1後 1（30）

数学Ⅰ 1前 2（30）

数学Ⅱ 1後 2（30）

物理Ⅰ 1前 2（30） ①人体の構造及び機能 ①人体の構造及び機能

物理Ⅱ 1後 2（30） 6単位以上 6単位以上

化学Ⅰ 1前 2（30）

化学Ⅱ 1後 2（30）

生物Ⅰ 1前 2（30）

生物Ⅱ 1後 2（30） 8単位以上 8単位以上

確率統計学入門 2前 2（30）

英語Ⅰ 1前 1（30）

英語Ⅱ 1後 1（30）

英語Ⅲ 2前 1（30） 16単位以上 16単位以上

科学英語 2後 1（30）

　 小計（24科目） - 11 28 1

解剖生理学Ⅰ 1後 2（30）

解剖生理学Ⅱ 2前 2（30） 7単位以上 7単位以上

病理学 1後 2（30）

生化学 2前 2（30） ➄医用生体工学・医用機器学 ➄医用生体工学・医用機器学

基礎医学実習 1後 1（45） 15単位以上 15単位以上

医学概論（関係法規を含む） 1前 2（30）

公衆衛生学 2前 2（30） ⑥生体機能代行技術学 ⑥生体機能代行技術学

看護学概論 2前 2（30）◆ 12単位以上 12単位以上

感染と免疫 2後 2（30）

薬理学 2後 2（30） ⑦医用安全管理学 ⑦医用安全管理学

臨床検査学概論 2後 1（15） 5単位以上 5単位以上

医用工学概論 1前 1（15）

電気工学Ⅰ 1後 2（30） ⑧関連臨床医学 ⑧関連臨床医学

電気工学演習Ⅰ 1後 1（30） 6単位以上 6単位以上

電気工学Ⅱ 2前 2（30）

電気工学演習Ⅱ 2前 1（30） ⑨臨床実習 ⑨臨床実習

電子工学Ⅰ 2前 2（30） 4単位以上 4単位以上

電子工学演習Ⅰ 2前 1（30）

電子工学Ⅱ 2後 2（30）

電子工学演習Ⅱ 2後 1（30）

計測工学 2後 2（30）

機械工学 2後 2（30）

医用工学実験Ⅰ-1 1後 1（45）

医用工学実験Ⅰ-2 2前 1（45）

医用工学実験Ⅱ 2通 2（90）

情報科学概論 1前 2（30）

情報リテラシー 1前 1（30）

システム工学基礎 1後 2（30）

情報処理技術基礎 1後 2（30）

パソコン基礎演習 1通 2（90）

小計（30科目） - 35 9 6

異

文

化

理

解

1.卒業要件及び履修方法を満足する

こと

2.臨床工学技士法第14条4号に基づき

厚生労働大臣が指定する科目を履修

すること

単位数

自

然

科

学

の

理

解

人

間

と

生

活

科目区分 授業科目の名称 配当年次
臨床工学技士国家試験

受験資格

臨床工学技士国家試験受験資格

＋医療情報技師資格

2.臨床工学技士法第14条4号に基づき

厚生労働大臣が指定する科目を履修

すること

1.卒業要件及び履修方法を満足する

こと

ヒ
ュ

ー

マ

ン

ケ

ア

の

基

礎

科

目

群

③医療テクノロジーに必要な工学系

基礎

➁医療テクノロジーに必要な医学系

基礎

医

療

テ

ク

ノ

ロ

ジ
ー

に

必

要

な

医

療

情

報

技

術

と

シ

ス

テ

ム

工

学

の

基

礎

医

療

テ

ク

ノ

ロ

ジ
ー

に

必

要

な

基

礎

科

目

群

医

療

テ

ク

ノ

ロ

ジ
ー

に

必

要

な

工

学

系

基

礎

医

療

テ

ク

ノ

ロ

ジ
ー

に

必

要

な

医

学

系

基

礎

人

体

の

構

造

及

び

機

能

④医療テクノロジーに必要な医療情

報技術とシステム工学の基礎

➁医療テクノロジーに必要な医学系

基礎

③医療テクノロジーに必要な工学系

基礎

④医療テクノロジーに必要な医療情

報技術とシステム工学の基礎

3.医療機器情報管理学の自由科目2科

目，選択科目2科目の履修を推奨する



１０６ 

 

 

必修 選択 自由

生体物性工学 3前 2（30）

医用機械工学 3後 2（30）

生体計測装置学 3後 2（30）

医用機器学 3前 2（30）

医用機器学実習 3後 1（45）

医用画像診断装置学 3前 2（30）

医用材料工学 3後 2（30）

医用ロボティクス 3後 2（30） ①人体の構造及び機能 ①人体の構造及び機能

人工臓器概論 3後 2（30） 6単位以上 6単位以上

体外循環療法学 3前 2（30）

体外循環療法装置学 3前 2（30）

体外循環療法装置学実習 3後 1（45）◆

血液浄化療法学 3前 2（30） 8単位以上 8単位以上

血液浄化療法装置学 3前 2（30）

血液浄化療法装置学実習 3後 1（45）◆

呼吸療法学 3前 2（30）

呼吸療法装置学 3前 2（30） 16単位以上 16単位以上

呼吸療法装置学実習 3後 1（45）◆

医用機器安全管理学Ⅰ 2後 2（30）

医用機器安全管理学Ⅱ 2後 2（30）

医用機器安全管理学実習 3前 1（45） 7単位以上 7単位以上

医療情報処理技術 2前 2（30）

医療情報処理技術演習 2前 1（30） ➄医用生体工学・医用機器学 ➄医用生体工学・医用機器学

医療情報システム 2前 2（30） 15単位以上 15単位以上

医療情報システム演習 2前 1（30）

情報通信ネットワーク 2後 2（30） ⑥生体機能代行技術学 ⑥生体機能代行技術学

医療用IoT概論 3前 2（30） 12単位以上 12単位以上

医療用IoTセキュリティー 3後 2（30）

医用画像情報処理技術 3後 2（30） ⑦医用安全管理学 ⑦医用安全管理学

人工知能（AI) 3後 2（30） 5単位以上 5単位以上

臨床医学総論Ⅰ 2後 2（30）

臨床医学総論Ⅱ 3前 2（30） ⑧関連臨床医学 ⑧関連臨床医学

臨床医学総論Ⅲ 3後 2（30） 6単位以上 6単位以上

臨床医学総論Ⅳ 3後 1（15）

医療テクノロジー特別講義Ⅰ 3後 1（15） ⑨臨床実習 ⑨臨床実習

医療テクノロジー特別講義Ⅱ 3後 1（15） 4単位以上 4単位以上

医療テクノロジー特別講義Ⅲ 4前 1（15）

臨床 実習 臨床実習 4通 4（180）

卒業 研究 卒業研究 4通 4（180）

小計（39科目） - 46 23 2

- 92 60 9

学士（臨床工学）

[履修科目の登録上限：45単位（年間），25単位（半期）]

④医療テクノロジーに必要な医療情

報技術とシステム工学

 の基礎

④医療テクノロジーに必要な医療情

報技術とシステム工学

 の基礎

3.医療機器情報管理学の自由科目2科

目，選択科目2科目の履修を推奨する

2.臨床工学技士法第14条4号に基づき

厚生労働大臣が指定する科目を履修

すること

2.臨床工学技士法第14条4号に基づき

厚生労働大臣が指定する科目を履修

すること

➁医療テクノロジーに必要な医学系

基礎

➁医療テクノロジーに必要な医学系

基礎

③医療テクノロジーに必要な工学系

基礎

③医療テクノロジーに必要な工学系

基礎

92単位を必修とする。選択科目はヒューマンケアの基礎科目群28単位から3単位以上，医療テクノロジーの基礎科目群9単位から4単位以上を含む，合計32単位以上選択し，総単位数

124単位以上修得すること。但し，ヒューマンケア・コア科目群（◆）から6単位以上を含む。

学位又は称号

卒業要件及び履修方法

学位又は学科の分野 保健衛生学関係（看護学関係及びリハビリテーション関係を除く）

合計93科目

関

連

臨

床

工

学

関

連

臨

床

医

学

医

療

機

器

情

報

管

理

学

医

用

安

全

管

理

学

生

体

機

能

代

行

技

術

学

医

用

生

体

工

学

・

医

用

機

器

学

医

療

テ

ク

ノ

ロ

ジ
ー

に

必

要

な

専

門

科

目

群

臨床工学技士国家試験受験資格

＋医療情報技師資格
科目区分 授業科目の名称 配当年次

単位数 臨床工学技士国家試験

受験資格

1.卒業要件及び履修方法を満足する

こと

1.卒業要件及び履修方法を満足する

こと
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（3） 臨床工学科（令和 5年度以降入学者適用）
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（4） 健康科学科 
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